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第８章 市街化調整区域の立地基準 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条  前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る開発行為（主として第二種特定工作物

の建設の用に供する目的で行う開発行為を除く。）については、当該申請に係る開発行為及びその

申請の手続が同条に定める要件に該当するほか、当該申請に係る開発行為が次の各号のいずれ

かに該当すると認める場合でなければ、都道府県知事は、開発許可をしてはならない。 

一  主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で定める

公益上必要な建築物又はこれらの者の日常生活のため必要な物品の販売、加工若しくは修理そ

の他の業務を営む店舗、事業場その他これらに類する建築物の建築の用に供する目的で行う開

発行為  

二  市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源その他の資源の有効な利用上必要な建築

物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

三  温度、湿度、空気等について特別の条件を必要とする政令で定める事業の用に供する建築物

又は第一種特定工作物で、当該特別の条件を必要とするため市街化区域内において建築し、又

は建設することが困難なものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

四  農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で第２９条第１項第２号の政令で定める建築物以

外のものの建築又は市街化調整区域内において生産される農産物、林産物若しくは水産物の処

理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物若しくは第一種特定工作物の建築若しくは建設の用に供

する目的で行う開発行為 

五  特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律 （平成５

年法律第 72 号）第９条第１項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところ

によつて設定され、又は移転された同法第２条第３項第３号の権利に係る土地において当該所有

権移転等促進計画に定める利用目的（同項第２号に規定する農林業等活性化基盤施設である

建築物の建築の用に供するためのものに限る。）に従つて行う開発行為 

六  都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となつて助成する中小企業者

の行う他の事業者との連携若しくは事業の共同化又は中小企業の集積の活性化に寄与する事業

の用に供する建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為  

七  市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設における事業と密接な関

連を有する事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活動の効率化を

図るため市街化調整区域内において建築し、又は建設することが必要なものの建築又は建設の

用に供する目的で行う開発行為 

八  政令で定める危険物の貯蔵又は処理に供する建築物又は第一種特定工作物で、市街化区

域内において建築し、又は建設することが不適当なものとして政令で定めるものの建築又は建設

の用に供する目的で行う開発行為 

八の二  市街化調整区域のうち災害危険区域等その他の政令で定める開発行為を行うのに適当

でない区域内に存する建築物又は第一種特定工作物に代わるべき建築物又は第一種特定工作
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物（いずれも当該区域外において従前の建築物又は第一種特定工作物の用途と同一の用途に

供されることとなるものに限る。）の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

九  前各号に規定する建築物又は第一種特定工作物のほか、市街化区域内において建築し、又

は建設することが困難又は不適当なものとして政令で定める建築物又は第一種特定工作物の建

築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

十  地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集落地区整備計画が定められている

区域に限る。）内において、当該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合する建築

物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

十一  市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的

な日常生活圏を構成していると認められる地域であつておおむね５０以上の建築物（市街化区域

内に存するものを含む。）が連たんしている地域のうち、災害の防止その他の事情を考慮して政

令で定める基準に従い、都道府県（指定都市等又は事務処理市町村の区域内にあつては、当該

指定都市等又は事務処理市町村。以下この号及び次号において同じ。）の条例で指定する土地

の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用途が、開発区域及びその周辺の地域に

おける環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定めるものに該当しな

いもの 

十二  開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内

において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、災害の防止その他の事情

を考慮して政令で定める基準に従い、都道府県の条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を

限り定められたもの 

十三  区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が

拡張された際、自己の居住若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務の用に

供する第一種特定工作物を建設する目的で土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を

有していた者で、当該都市計画の決定又は変更の日から起算して６月以内に国土交通省令で定

める事項を都道府県知事に届け出たものが、当該目的に従つて、当該土地に関する権利の行使

として行う開発行為（政令で定める期間内に行うものに限る。） 

十四  前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が開発審査会の議を経て、開発区域の周辺に

おける市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく

不適当と認める開発行為 
 

 政令  

（主として周辺の地域において居住している者の利用に供する公益上必要な建築物） 

第２９条の5  法第３４条第1号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定める

公益上必要な建築物は、第２１条第２６号イからハまでに掲げる建築物とする。 
 

（危険物等の範囲） 

第２９条の６  法第３４条第８号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。次項において同

じ。）の政令で定める危険物は、火薬類取締法（昭和２５年法律第149号）第２条第１項の火薬類とす

る。 
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２  法第３４条第８号の政令で定める建築物又は第一種特定工作物は、火薬類取締法第１２条第１項

の火薬庫である建築物又は第一種特定工作物とする。 
 

（市街化調整区域のうち開発行為を行うのに適当でない区域） 

第２９条の７  法第３４条第８号の２（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で

定める開発行為を行うのに適当でない区域は、災害危険区域等（法第３３条第１項第８号に規定す

る災害危険区域等をいう。）及び急傾斜地崩壊危険区域とする。 
 

（市街化区域内において建築し、又は建設することが困難又は不適当な建築物等） 

第２９条の８  法第３４条第９号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定め

る建築物又は第一種特定工作物は、次に掲げるものとする。 

一  道路の円滑な交通を確保するために適切な位置に設けられる道路管理施設、休憩所又は給

油所等である建築物又は第一種特定工作物 

二  火薬類取締法第２条第１項 の火薬類の製造所である建築物 

（法第３４条第１１号の土地の区域を条例で指定する場合の基準） 

第２９条の９  法第３４条第１１号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定め

る基準は、同号の条例で指定する土地の区域に、原則として、次に掲げる区域を含まないこととする。 

一  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の災害危険区域 

二  地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域 

三  急傾斜地崩壊危険区域 

四  土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７

号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

五  特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域 

六  水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号の浸水想定区域のうち、土地利用の動

向、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定める事項を勘案して、洪水、雨

水出水（同法第２条第１項の雨水出水をいう。）又は高潮が発生した場合には建築物が損壊し、

又は浸水し、住民その他の者の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる

土地の区域 

七  前各号に掲げる区域のほか、第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域 
 

（開発許可をすることができる開発行為を条例で定める場合の基準） 

第２９条の１０  法第３４条第１２号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定め

る基準は、同号の条例で定める区域に、原則として、前条各号に掲げる区域を含まないこととする。 
 

（区域区分に関する都市計画の決定等の際土地等を有していた者が開発行為を行うことができる期間） 

第３０条  法第３４条第１３号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定める期

間は、当該都市計画の決定又は変更の日から起算して５年とする。 
 

 省令  

（令第２９条の９第６号の国土交通省令で定める事項） 

第２７条の６  令第２９条の９第６号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一  土地利用の動向 
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二  水防法施行規則（平成１２年建設省令第４４号）第２条第２号、第５条第２号又は第８条第２号に

規定する浸水した場合に想定される水深及び同規則第２条第３号、第５条第３号又は第８条第３

号に規定する浸水継続時間 

三  過去の降雨により河川が氾濫した際に浸水した地点、その水深その他の状況 
 

（既存の権利者の届出事項） 

第２８条  法第３４条第１３号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるもの（自己の居住の用に供

する建築物を建築する目的で権利を有する者にあつては、第１号に掲げるものを除く。）とする。 

一  届出をしようとする者の職業（法人にあつては、その業務の内容） 

二  土地の所在、地番、地目及び地積 

三  届出をしようとする者が、区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更

して市街化調整区域が拡張された際、土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有し

ていた目的 

四  届出をしようとする者が土地の利用に関する所有権以外の権利を有する場合においては、当該

権利の種類及び内容 
 

本条は、市街化調整区域において行う開発行為について、法第33条に加えて、その許可基準を定め

たものである。 

法第３３条は主として市街地の水準の確保の面から開発許可基準を定めたものであるが、本条

は、市街化調整区域における開発行為の立地を規制する面から開発許可基準を定めたものである。 

したがって、市街化調整区域において行う開発行為は、法第３３条に定める基準に適合しなければな

らないことに加え、本条各号のいずれかに該当するものでなければ、許可が得られない。 

  本条各号に掲げられている開発行為は、 

  ア．スプロール対策上支障のないもの 

イ．スプロール対策上支障があるが、これを容認すべき特別の必要性の認められるもの 

  ウ．スプロール対策上支障があり、これを容認すべき特別の必要性の認められないもの 

 の３つの類型に分けられるが、本条においては、アとイの類型の開発行為について許可しうるもの

とし、ウのものについては、許可すべきでないものと規定したものである。なお、同条各号の規定のう

ち、第３号については、政令が未制定であるので、第３号により許可されるものはない。 
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第１節 日常生活に必要な施設（店舗・公共公益施設等） （法第３４条第１号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

一  主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で定める公

益上必要な建築物又はこれらの者の日常生活のため必要な物品の販売、加工若しくは修理その

他の業務を営む店舗、事業場その他これらに類する建築物の建築の用に供する目的で行う開発

行為 
 

 政令  

（主として周辺の地域において居住している者の利用に供する公益上必要な建築物） 

第２９条の５  法第３４条第１号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定める

公益上必要な建築物は、第21条第26号イからハまでに掲げる建築物とする。 
 

市街化調整区域に居住している者の日常生活に必要な施設（店舗・公共公益施設等）に係る開発

行為等を定めたもので、その運用にあたっては次に掲げるものとする。 

 （１）日用品販売店舗等 

① 店舗等のサービスの対象範囲について 

当該店舗等の利用者は、原則として当該開発区域の周辺の市街化調整区域に居住している者

を対象とする。 
 

② 業種について 

本号に該当する業種は、日常生活に必要な物品の販売、加工、修理等の業務を営む小売業、

修理業又はサービス業で、次に掲げるものとする。 

ア 日用品小売業 

紙・文房具小売業、燃料小売業、各種食料品小売業、コンビニエンスストア、酒小売業、他に

分類されない飲食料品小売業、野菜小売業、果実小売業、食肉小売業、鮮魚小売業、料理品

小売業、医薬品小売業、金物小売業、電気機械器具小売業（中古品を除く）、洋品雑貨・小間

物小売業 

イ 日用品修理、加工業 

農機具修理加工店、自転車・二輪自動車修理加工店、自動車一般整備業 

ウ 日用品サービス業 

理容業、美容業、普通洗濯業、食堂・レストラン、日本料理店、中華料理店・その他専門料理

店、そば・うどん店、すし店、喫茶店、その他の飲食店、新聞小売業 

エ その他の業種 

施術所（あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師・柔道整復師） 

※ 上記ア、イ、ウ、エに記載された業種は、日本標準産業分類に基づくものであり、細分類の業種（農機具、自転車等

の修理加工店を除く｡）を列挙したものである。 

なお、各業種は細分類に定義されている品目を総合的に扱う店舗をいう。 
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③ 立地について 

法規制の主旨に沿って、当該地域における店舗の必要性、立地、営業の可能性等が満たされ

るもので、次に掲げるすべての事項に該当すること。 

ア 当該店舗等を中心とする半径５００ｍの区域内に当該業種を必要とする所定の戸数（当該業

種の標準的支持戸数の２分の１の戸数をいう。）以上の戸数が存在すること。 

この場合、当該店舗等を中心とする半径５００ｍの区域内に市街化区域を含むときは、市街

化調整区域内の戸数が所定の戸数の２分の１以上であること。 

なお、半径５００ｍの区域内の戸数の算定にあたっては、改正前の法第３４条第１０号イの開

発行為に係る区域に含まれる戸数を除くこと。（改正前：平成１８年５月３１日改正、平成１９年１１月３０日施行） 

イ 所定の戸数のカウント方法については、次の事項によることができる。 

(ｱ) 当該地の周辺地域の住民（少なくとも１００戸以上の住民）から利便上必要であるとして立

地要望等が当該市へ提出され、市においても支障なしとした店舗等については、規定す

る「所定の戸数」を２分の１とすることができる。 

(ｲ) 工場、学校、研究所等の事業所等は、その職員、従業員（パートタイマー等は除く｡）４人

につき１戸とみなすことができる。 
 

標準的支持戸数は、次式により算定する。 

 標準的支持戸数 ＝ 年間販売高 ／ 家計支出額  

・ 年間販売高：中小企業庁編「経営指標」又は「千葉県商業統計」による。 

・ 家計支出額：総務庁統計局編「家計調査年報」による。 

 

上記により算定したものは次表のとおり。 

（所定の戸数にあっては５０戸単位とし上限を５００戸とする｡） 

表８－１－１ 標準的支持戸数及び所定の戸数                        (単位：戸) 

業       種 

  （〔  〕内の数値は、日本産業分類の分類コード） 

標 準 的 

支持戸数 
所定の戸数 

日 

用 

品 

小 

売 

業 

１ 紙・文房具小売業 〔6064〕 １，４５２ ５００ 

２ 燃料小売業（ガソリンスタンドを除く） 〔6052〕 ６７７ ３００ 

３ 各種食料品小売業 〔5811〕・コンビニエンスストア 〔5891〕 ８５ ５０ 

４ 酒小売業 〔5851〕 

他に分類されない飲食料品小売業 〔5899〕  
３０５ １５０ 

５ 野菜小売業 〔5821〕・果実小売業 〔5822〕 １７７ １００ 

６ 食肉小売業 〔5831・5832〕 ２００ １００ 

７ 鮮魚小売業 〔5841〕 ２５６ １００ 

８ 料理品小売業 〔5895〕 ２７５ １００ 

９ 医薬品小売業（調剤薬局を除く） 〔6032〕 

※ドラッグストア〔6031〕は含まれないので注意 
１，０４０ ５００ 

１０ 金物小売業 〔6021〕 １，７３７ ５００ 

１１ 電気機械器具小売業（中古品を除く） 〔5931〕 ８３４ ４００ 

１２ 洋品雑貨・小間物小売業 〔5793〕 ２０１ １００ 
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日
用
品
修
理
加
工
業 

１３ 農機具修理加工店  ４，４４３ ５００ 

１４ 自転車・二輪自動車修理加工店 １，２１２ ５００ 

１５ 自動車一般整備業 〔8911〕 ６９３ ３００ 

日
用
品
サ
ー
ビ
ス
業 

１６ 理容業 〔7821〕 ６４０ ３００ 

１７ 美容業 〔7831〕 ８６８ ４００ 

１８ 普通洗濯業 〔7811〕 ８６５ ４００ 

１９ 食堂・レストラン（専門料理店を除く）  〔 7611 〕、日本料理店 

〔7621〕、中華料理店 〔7623〕、その他専門料理店 〔7629〕、そば・う

どん店 〔7631〕、すし店 〔7641〕、喫茶店 〔7671〕、その他の飲食店 

〔769〕 

３１７ １５０ 

２０ 新聞小売業〔6063〕 ９０９ ４５０ 

そ
の
他 

２１ 施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復

師）〔8351〕 
４７２ ２００ 

    

④ 敷地・建築物の規模等について 

〔自動車一般整備以外の業種の場合〕 

ア 敷地面積は５００㎡以下で、敷地周長の７分の１以上が建築基準法第４２条第１項に掲げる

道路に接していること。（ただし、袋路状の道路は除く。） 

イ 建築物は原則平家建で、延床面積は１５０㎡以下とする。 

 〔自動車一般整備業の場合〕 ※千葉県建築基準施行条例に、道路幅員等の規定があるので、注意すること。 

ア 敷地面積は１，０００㎡以下とする。 

イ 延床面積は２００㎡以下とする。ただし、道路運送車両法第９４条の２の指定を受けようとす

る事業所については、延床面積を３００㎡以下とする。 
 

  法律  〔道路運送車両法〕  (昭和２６年６月１日法律第１８５号) 

（指定自動車整備事業の指定等） 

第９４条の２  地方運輸局長は、自動車分解整備事業者の申請により、自動車分解整備

事業の認証を受けた事業場であつて、自動車の整備について前条第１項の国土交通省

令で定める基準に適合する設備、技術及び管理組織を有するほか、国土交通省令で定

める基準に適合する自動車の検査の設備を有し、かつ、確実に第９４条の４第１項の自動

車検査員を選任して第９４条の５第１項の自動車の点検及び整備について検査をさせる

と認められるものについて、指定自動車整備事業の指定をすることができる。 

２  第７８条第２項から第４項まで及び第８０条第１項（同項第２号ロからニまでに係る部分

に限る。）の規定は、前項の指定について準用する。この場合において、同号ロ中「第９３

条の規定による自動車分解整備事業の認証」とあるのは「第９４条の８第１項の規定による

指定」と、「当該認証」とあるのは「当該指定」と読み替えるものとする。 

３  第１項の規定の適用については、２以上の自動車分解整備事業の事業場のために用
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いられる自動車の検査の整備は、その管理の方法、位置その他について国土交通省令

で定める要件を備えるときは、当該２以上の事業場のそれぞれに所属する自動車の検査

の設備とみなすことができる。 
 

  県条例  〔建築基準法施行条例〕 （昭和３６年１１月１０日条例第３９号） 

（大規模な建築物の敷地と道路との関係） 

第５条 延べ面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合は、その延べ面積の合計。第５

０条の３第１項第１号において同じ。）が１，０００平方メートルを超える建築物の敷地は、道

路に６メートル以上接しなければならない。ただし、知事が当該建築物の敷地の周囲の公

園、広場等の空地の状況その他土地の状況により避難及び通行の安全上支障がないと認

める場合は、この限りでない。 
 

（出入口の位置） 

第４４条  倉庫、自動車車庫及び自動車修理工場（以下「車庫等」という。）の用途に供する

建築物の敷地の自動車の出入口は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

一  幅員６メートル未満の道路に面して設けないこと。 

二  道路の交差点又は曲り角から５メートル以内の場所に面して設けないこと。 

三  出入口から２メートル後退した自動車の車路の中心線上で、道路の中心線に直角

に向かつて左右にそれぞれ６０度以上の範囲内において、当該道路を通行する者の存

在を確認できる空地又は空間を有すること。 

２  前項第１号の規定は、当該出入口が次の各号のいずれかに該当する場合において

は、適用しない。 

一  車庫等の用途に供する部分の床面積の合計が１００平方メートル以下である建築物

の敷地の自動車の出入口であり、幅員４メートル以上の道路（法第４２条第２項の規定

により道路とみなされる道（同項の規定により道路の境界線とみなされる線と道との間の

敷地の部分を道路として築造するものに限る。）を含む。次号において同じ。）に面する

もの 

二  建築物（倉庫であつてその用途に供する部分の床面積の合計が５００平方メートル

を超えるもの及び自動車修理工場であつてその用途に供する部分の床面積の合計が

３０平方メートルを超えるものを除く。次号において同じ。）でこれに附属する自動車車

庫の用途に供する部分の床面積の合計が１００平方メートルを超え１５０平方メートル以

下のものの敷地の自動車の出入口であり、幅員４メートル以上の道路に面するもの 

三  建築物でこれに附属する自動車車庫の用途に供する部分の床面積の合計が１５０

平方メートルを超え３００平方メートル以下のものの敷地の自動車の出入口であり、幅

員５メートル以上の道路に面するもの 

３  前項に定めるもののほか、第１項の規定は、知事が当該出入口の周囲の状況により交通

の安全上支障がないと認める場合は、適用しない。 
 

⑤ その他 

ア 申請者は原則として、当該土地の所有者、又は土地を使用する権利を有する者であること。 
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イ ー定の資格を有することが必要な業種については、資格取得後に申請すること。 

ウ 店舗併用住宅（医療品小売業、身体障害者が営む業種は除く）については、既存の建築物増 

改築、又は他の要件により建築できる住宅との併用に限られるものであること。この場合、店舗 

部分の延床面積は全体の２分の１以上であること。 

エ 農林漁業団体事務所、農林漁家生活改善施設等は、本号に該当するものとして取扱うことが

できる。 

オ 本号の許可に当たっては、許可事項を厳守すること及びこれに反した場合の監督処分につ 

いての教示を行うこと等の措置をとり、確実に事業目的に供せられるようにすること。 

カ 本号に該当するもののうち政令第２２条第６号に該当するものは許可が不要とされているが、こ

の場合にあっても省令第６０条に規定する証明等の際、本号の主旨を踏まえ敷地等の規模等

について適切なものとなるよう申請者に対して指導すること。 
 

（２）郵便業務施設等 

主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の日常生活のため必要な施設とし

て、日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行及び株式会社かんぽ生命保険

が業務の用に供するために設置する施設（日本郵便株式会社が「郵便の業務」の用に供するために

設置する施設（政令第２１条第１１号参照）を除く。）であること。 

立地場所の妥当性及び施設規模については、施設の必要性等を考慮し、関係部局（開発・都市計

画部局等）と調整が図ること。 
 

（３）公益上必要な施設等 

 政令    

（主として周辺の地域において居住している者の利用に供する公益上必要な建築物） 

第２９条の５  法第３４条第１号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令

で定める公益上必要な建築物は、第２１条第２６号イからハまでに掲げる建築物とする。 
 

（適正かつ合理的な土地利用及び環境の保全を図る上で支障がない公益上必要な建築物） 

第２１条  法第２９条第１項第３号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 

２６  国、都道府県等（法第３４条の２第１項に規定する都道府県等をいう。）、市町村（指定都市

等及び事務処理市町村を除き、特別区を含む。以下この号において同じ。）又は市町村がそ

の組織に加わつている一部事務組合若しくは広域連合が設置する研究所、試験所その他の

直接その事務又は事業の用に供する建築物で次に掲げる建築物以外のもの 

イ  学校教育法第１条に規定する学校、同法第１２４条に規定する専修学校又は同法第１３

４条第１項に規定する各種学校の用に供する施設である建築物 

ロ  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による家庭的保育事業、小規模保育事業若しく

は事業所内保育事業、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）による社会福祉事業又は更

生保護事業法（平成７年法律第８６号）による更生保護事業の用に供する施設である建築

物 

ハ  医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院、同条第２項に規定

する診療所又は同法第２条第１項に規定する助産所の用に供する施設である建築物 
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主として当該開発区域の周辺の地域において居住している者の利用に供する政令で定める公益上

必要な建築物、学校教育法による学校、社会福祉法等に基づく社会福祉施設、医療法に基づく医療

施設などの施設。 

運用にあたっては、次に掲げるものとする。 
 

①  学校施設 

 法律  〔学校教育法〕 （昭和２２年３月２９日法律第２６号） 

第１条  この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教

育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校とする。 
 

○対象施設について（学校教育法第１条に規定する学校の用に供する施設のうち次に掲げるもの） 

幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校（主に通学する施設） 

※特殊支援学校の「主に通学する施設」とは、通学が主体の施設であって補助的に滞在できる部屋等を併設するも

のを含む。 

○立地場所の妥当性・施設規模について 

通学区域等を考慮し、関係部局（開発許可・都市計画・文教部局等）と調整が図られたもの。 
 

② 社会福祉施設 

 法律  〔児童福祉法〕 （昭和２２年法律第１６４号） 

第６条の３  

 <第１項～８項略> 

９ この法律で、家庭的保育事業とは、次に掲げる事業をいう。 

一 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第十九条第一項第二号の内閣府令で定める事由により家庭に

おいて必要な保育を受けることが困難である乳児又は幼児（以下「保育を必要とする乳児・幼児」という。）であつて満三歳

未満のものについて、家庭的保育者（市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行う研修を修了した保育士その他

の厚生労働省令で定める者であつて、当該保育を必要とする乳児・幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるも

のをいう。以下同じ。）の居宅その他の場所（当該保育を必要とする乳児・幼児の居宅を除く。）において、家庭的保育者

による保育を行う事業（利用定員が五人以下であるものに限る。次号において同じ。） 

二 満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童で

あつて満三歳以上のものについて、家庭的保育者の居宅その他の場所（当該保育が必要と認められる児童の居宅を除

く。）において、家庭的保育者による保育を行う事業 

１０ この法律で、小規模保育事業とは、次に掲げる事業をいう。 

一 保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未満のものについて、当該保育を必要とする乳児・幼児を保育することを

目的とする施設（利用定員が六人以上十九人以下であるものに限る。）において、保育を行う事業 

二 満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童で

あつて満三歳以上のものについて、前号に規定する施設において、保育を行う事業 

<第１１項略> 

１２ この法律で、事業所内保育事業とは、次に掲げる事業をいう。 

一 保育を必要とする乳児・幼児であつて満三歳未満のものについて、次に掲げる施設において、保育を行う事業 

イ 事業主がその雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保育するために自ら
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設置する施設又は事業主から委託を受けて当該事業主が雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他

の乳児若しくは幼児の保育を実施する施設 

ロ 事業主団体がその構成員である事業主の雇用する労働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは

幼児を保育するために自ら設置する施設又は事業主団体から委託を受けてその構成員である事業主の雇用する労

働者の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児の保育を実施する施設 

ハ 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）の規定に基づく共済組合その他の厚生労働省令で

定める組合（以下ハにおいて「共済組合等」という。）が当該共済組合等の構成員として厚生労働省令で定める者（以

下ハにおいて「共済組合等の構成員」という。）の監護する乳児若しくは幼児及びその他の乳児若しくは幼児を保育す

るために自ら設置する施設又は共済組合等から委託を受けて当該共済組合等の構成員の監護する乳児若しくは幼

児及びその他の乳児若しくは幼児の保育を実施する施設 

二 満三歳以上の幼児に係る保育の体制の整備の状況その他の地域の事情を勘案して、保育が必要と認められる児童で

あつて満三歳以上のものについて、前号に規定する施設において、保育を行う事業 

<第１３項以下略> 

 

 

 法律  〔社会福祉法〕 （昭和２６年３月２９日法律第４５号） 

第２条  この法律において「社会福祉事業」とは、第１種社会福祉事業及び第２種社会福祉事業をいう。 

２  次に掲げる事業を第１種社会福祉事業とする。 

一 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に規定する救護施設、更生施設その他生計困難者を無料又は低額な料金で

入所させて生活の扶助を行うことを目的とする施設を経営する事業及び生計困難者に対して助葬を行う事業 

ニ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に規定する乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入所施設、児

童心理治療施設又は児童自立支援施設を経営する事業 

三 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に規定する養護老人ホーム、特別養護老人ホーム又は軽費老人ホームを経営する事業 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する障害者支援施

設を経営する事業 

五 削除 

六 売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）に規定する婦人保護施設を経営する事業 

七 授産施設を経営する事業及び生計困難者に対して無利子又は低利で資金を融通する事業 

３  次に掲げる事業を第２種社会福祉事業とする。 

一 生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与え、又は生活に関する

相談に応ずる事業 

一の二 生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）に規定する認定生活困窮者就労訓練事業 

二 児童福祉法に規定する障害児通所支援事業、障害児相談支援事業、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成

事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事

業、小規模住居型児童養育事業、小規模保育事業、病児保育事業又は子育て援助活動支援事業、同法に規定する助

産施設、保育所、児童厚生施設又は児童家庭支援センターを経営する事業及び児童の福祉の増進について相談に応

ずる事業 

二の二 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）に規定する
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幼保連携型認定こども園を経営する事業 

二の三 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成２８年法律第１１０号）に規

定する養子縁組あつせん事業 

三 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）に規定する母子家庭日常生活支援事業、父子家庭日常

生活支援事業又は寡婦日常生活支援事業及び同法に規定する母子・父子福祉施設を経営する事業 

四 老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業、小規模多機能型居宅介護

事業、認知症対応型老人共同生活援助事業又は複合型サービス福祉事業及び同法に規定する老人デイサービスセンタ

ー、老人短期入所施設、老人福祉センター又は老人介護支援センターを経営する事業 

四のニ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する障害福祉サービス事業、一般相談

支援事業、特定相談支援事業又は移動支援事業及び同法に規定する地域活動支援センター又は福祉ホームを経営する事業 

五 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）に規定する身体障害者生活訓練等事業、手話通訳事業又は介助犬訓

練事業若しくは聴導犬訓練事業、同法に規定する身体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓練施設又は

視聴覚障害者情報提供施設を経営する事業及び身体障害者の更生相談に応ずる事業 

六 知的障害者福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）に規定する知的障害者の更生相談に応ずる事業 

七 削除 

八 生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を利用させる事業 

九 生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業 

十 生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する介護老人保健施設又は

介護医療院を利用させる事業 

十一 隣保事業（隣保館等の施設を設け、無料又は低額な料金でこれを利用させることその他その近隣地域における住民

の生活の改善及び向上を図るための各種の事業を行うものをいう。） 

十ニ 福祉サービス利用援助事業（精神上の理由により日常生活を営むのに支障がある者に対して、無料又は低額な料金

で、福祉サービス（前項各号及び前各号の事業において提供されるものに限る。以下この号において同じ。）の利用に

関し相談に応じ、及び助言を行い、並びに福祉サービスの提供を受けるために必要な手続又は福祉サービスの利用に

要する費用の支払に関する便宜を供与することその他の福祉サービスの適切な利用のための一連の援助を一体的に

行う事業をいう。） 

十三 前項各号及び前各号の事業に関する連絡又は助成を行う事業 

４  この法律における「社会福祉事業」には、次に掲げる事業は、含まれないものとする。 

一 更生保護事業法（平成７年法律第８６号）に規定する更生保護事業（以下「更生保護事業」という。） 

ニ 実施期間が６月（前項第１３号に掲げる事業にあつては、３月）を超えない事業 

三 社団又は組合の行う事業であつて、社員又は組合員のためにするもの 

四 第２項各号及び前項第１号から第９号までに掲げる事業であつて、常時保護を受ける者が、入所させて保護を行うもの

にあつては５人、その他のものにあつては２０人（政令で定めるものにあつては、１０人）に満たないもの 

五 前項第１３号に掲げる事業のうち、社会福祉事業の助成を行うものであつて、助成の金額が毎年度５００万円に満たない

もの又は助成を受ける社会福祉事業の数が毎年度５０に満たないもの 
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 法律  〔更生保護事業法〕 （平成７年法律第８６号） 

第２条  この法律において「更生保護事業」とは、継続保護事業、一時保護事業及び連絡助成事業をいう。 

２ この法律において「継続保護事業」とは、次に掲げる者であって現に改善更生のための保護を必要としているものを更生保護

施設に収容して、その者に対し、宿泊場所を供与し、教養訓練、医療又は就職を助け、職業を補導し、社会生活に適応させる

ために必要な生活指導を行い、生活環境の改善又は調整を図る等その改善更生に必要な保護を行う事業をいう。 

    一 保護観察に付されている者 

二 懲役、禁錮又は拘留につき、刑の執行を終わり、その執行の免除を得、又はその執行を停止されている者 

三 懲役又は禁錮につき刑の全部の執行猶予の言渡しを受け、刑事上の手続による身体の拘束を解かれた者（第一号に該

当する者を除く。次号及び第五号において同じ。） 

四 懲役又は禁錮につき刑の一部の執行猶予の言渡しを受け、その猶予の期間中の者 

五 罰金又は科料の言渡しを受け、刑事上の手続による身体の拘束を解かれた者 

六 労役場から出場し、又は仮出場を許された者 

七 訴追を必要としないため公訴を提起しない処分を受け、刑事上の手続による身体の拘束を解かれた者 

八 少年院から退院し、又は仮退院を許された者（第一号に該当する者を除く。次号において同じ。） 

九 婦人補導院から退院し、又は仮退院を許された者 

十 国際受刑者移送法（平成十四年法律第六十六号）第十六条第一項第一号若しくは第二号の共助刑の執行を終わり、若

しくは同法第二十五条第二項の規定によりその執行を受けることがなくなり、又は同法第二十一条の規定により適用され

る刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）第四百八十条若しくは第四百八十二条の規定によりその執行を停止されてい

る者 

３ この法律において「一時保護事業」とは、前項に規定する者に対し、宿泊場所への帰住、医療又は就職を助け、金品を給与

し、又は貸与し、生活の相談に応ずる等その改善更生に必要な保護（継続保護事業として行うものを除く。）を行う事業をいう。 

４ この法律において「連絡助成事業」とは、継続保護事業、一時保護事業その他第二項各号に掲げる者の改善更生を助けること

を目的とする事業に関する啓発、連絡、調整又は助成を行う事業をいう。 

５ この法律において「被保護者」とは、継続保護事業又は一時保護事業における保護の対象者をいう。 

６ この法律において「更生保護法人」とは、更生保護事業を営むことを目的として、この法律の定めるところにより設立された法人をいう。 

７ この法律において「更生保護施設」とは、被保護者の改善更生に必要な保護を行う施設のうち、被保護者を宿泊させることを目

的とする建物及びそのための設備を有するものをいう。 

○ 対象施設について（児童福祉法第６条の３第９・１０・１２項、社会福祉法第２条及び更生保護事業法第２条に規

定する施設のうち次に掲げるもの） 

・主として通所系施設であるもの。 

補助的に入所施設を併設するものを含む。 

・入所系施設で小規模なもの 

特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、認知症対応型老人共同生活援助施設（グループホー

ム）、その他これらに類する施設で定員２９人以下のもの 

・複合的な用途のものにあっては、主目的により判断すること。  

○立地場所の妥当性・施設規模について 

施設の必要性等を考慮し、関係部局（開発許可・都市計画・福祉部局等）と調整が図られたもの。 
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③ 医療施設 

 法律  〔医療法〕 （昭和２３年７月３０日法律第２０５号） 

第１条の５  この法律において、「病院」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人の

ため医業又は歯科医業を行う場所であつて、２０人以上の患者を入院させるための施設を有

するものをいう。病院は、傷病者が、科学的でかつ適正な診療を受けることができる便宜を与

えることを主たる目的として組織され、かつ、運営されるものでなければならない。  

２  この法律において、「診療所」とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医

業又は歯科医業を行う場所であつて、患者を入院させるための施設を有しないもの又は１９

人以下の患者を入院させるための施設を有するものをいう。  

第２条  この法律において、「助産所」とは、助産師が公衆又は特定多数人のためその業務（病

院又は診療所において行うものを除く。）を行う場所をいう。  

２  助産所は、妊婦、産婦又はじよく婦１０人以上の入所施設を有してはならない。  
 

○対象施設について（医療法第１条の５及び２条に規定する医療の用に供する施設のうち次に掲げるもの） 

歯科、診療所、助産所 （動物病院は該当しない。） 

○立地場所の妥当性・施設規模について 

施設の必要性等を考慮し、関係部局（開発許可・都市計画・医療部局等）と調整が図られたも

の。 
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第２節 観光資源等の有効利用上必要な施設等 （法第３４条第２号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

二  市街化調整区域内に存する鉱物資源、観光資源その他の資源の有効な利用上必要な建築物

又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 
 

 （１）鉱物資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物 

鉱物の採鉱、選鉱その他の品位の向上処理及びこれと通常密接不可分な加工並びに地質調

査、物理探鉱などの探鉱作業及び鉱山開発事業の用に供する目的で行う開発行為を定めたもの

で、次に掲げるもの。 

ア 日本標準産業分類C－鉱業に属する事業に係る施設 

・金属鉱業（貴金属、非鉄金属、鉄属、軽金属、希有金属） 

・石炭、亜炭鉱業（石炭、石炭選別） 

・原油、天然ガス鉱業（原油、天然ガス（試掘請負業を含む）） 

・非鉄金属鉱業（採石、砂・砂利・玉石採取、窯業原料用鉱物、化学・肥料原料用鉱物、粘土） 

イ 当該市街化調整区域において産出する原料を使用する次の製造業 

・セメント製造業 

・生コンクリート製造業 

・コンクリート製品製造業 

・粘土かわら製造業 

・砕石製造業及びこれらに類するもの（E－製造業、21－窯業・土石製品製造業のうち該当するもの） 

※なお、日本産業分類F-製造業に属する鉄鋼業、非鉄金属製造業、コークス製造業、石油

精製業等は本号に該当しない。 
  

 （２）観光資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物 

次に掲げる施設が該当する。 

ア 当該観光資源の鑑賞のための展望台その他の利用上必要な施設 

イ 観光価値を維持するため必要な宿泊施設又は休憩施設（別荘は除く） 

ウ その他これらに類する施設で、客観的に判断して必要と認められるもの 

※なお、観光資源と称するもの自体（ヘルスセンター、遊園地等）の建築は本号に該当しな

い。 
 

（３）その他の資源の有効な利用上必要な建築物又は第一種特定工作物 

その他の資源としては、水が含まれるので、取水、導水、利水又は浄化のため必要な施設が 

本号に該当する。 

※なお、当該水を原料又は冷却用水等として利用する工場等は、原則として該当しないが、

当該地域で取水する水を当該地域で使用しなければならない特別の必要があると認めら

れるものは、本号に該当するものとする。 
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第３節 農林漁業用施設及び農林水産物の処理等の施設 （法第３４条第４号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

四  農業、林業若しくは漁業の用に供する建築物で第２９条第１項第２号の政令で定める建築物

以外のものの建築又は市街化調整区域内において生産される農産物、林産物若しくは水産物

の処理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物若しくは第一種特定工作物の建築若しくは建設の

用に供する目的で行う開発行為 
 

 政令  

（法第２９条第１項第２号及び第２項第１号の政令で定める建築物）  

第２０条  法第２９条第１項第２号及び第２項第１号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。  

一  畜舎、蚕室、温室、育種苗施設、家畜人工授精施設、孵卵育雛施設、搾乳施設、集乳施設そ

の他これらに類する農産物、林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供する建築物 

二  堆肥舎、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等収納施設その他これらに類する農業、林業又は漁

業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物 

三  家畜診療の用に供する建築物 

四  用排水機、取水施設等農用地の保全若しくは利用上必要な施設の管理の用に供する建築物

又は索道の用に供する建築物 

五  前各号に掲げるもののほか、建築面積が９０平方メートル以内の建築物 
 

政令第２０条第１号から第５号までの建築物（法第29条第１項第２号の規定により、開発許可制度の適用 

除外とされたもの）以外の農林漁業用建築物については、本号において許可し得るものとされている。 

○ 農林水産物の処理、貯蔵若しくは加工に必要な建築物若しくは第一種特定工作物 

主として、市街化調整区域内（市内）において生産される生産物を対象とする、次に掲げる業種、

又は、その他農林水産物の処理、加工の用に供する目的で行う開発行為が該当する。 

畜産食料品製造業、水産食料品製造業、野菜かん詰・果実かん詰・農産保存食品製造業、動植物

油脂製造業、精穀・製粉業、砂糖製造業、配合飼料製造業、製茶業、でん粉製造業、一般製材業

（日本標準産業分類 A －0221 素材生産業も含む）、倉庫業（農林水産物の貯蔵を目的とするも

のに限る｡） 

なお、「処理、貯蔵」とは、集出荷、選果、保管の意味を含むものとして取扱うものとする。 

   ○市街化調整区域（市内）における生産物の確認について 

      ・施設を必要とする理由書（建築理由書）、 農産物の収穫地箇所図、  

農産物の収穫地における作付面積、農産物の計画収穫量、農産物生産農家名簿一覧 

   ○農林水産物の処理等の業種について 

      ・法人登記簿謄本、事業経歴書、農産物の計画収穫量及び加工物の用途内訳、 

       倉庫内に設置する設備内容及び施設配置図、予定建築物の平面・立面図 
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第４節 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤施設である施設  
（法第３４条第５号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

五  特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５

年法律第 72 号）第９条第１項の規定による公告があった所有権移転等促進計画の定めるところ

によって設定され、又は移転された同法第２条第３項第３号の権利に係る土地において当該所

有権移転等促進計画に定める利用目的（同項第２号に規定する農林業等活性化基盤施設であ

る建築物の建築の用に供するためのものに限る｡）に従って行う開発行為 
 

本市では、同法第２条に規定する特定農山村地域の指定は無いため、所有権移転等促進計画は、現

在のところ存しない。 
 

第５節 中小企業の事業の共同化又は集団化に寄与する事業のための施設  
（法第３４条第６号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

六  都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となって助成する中小企業

者の行う他の事業者との連携若しくは事業の共同化又は中小企業の集積の活性化に寄与する

事業の用に供する建築物又は第一特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 

本号の規定は、都道府県が国又は独立行政法人中小企業基盤整備機構と一体となって助成する中小

企業の事業の共同化又は集団化のための開発行為を定めたものであり、これを許可し得るとされているの

は中小企業の振興の重要性を考慮したからであり、また、都道府県の指導によってスプロールの防止対策

上の措置がとられるものと期待し得ることが背景になっているものである。しかし、このような開発行為といえ

ども、原則は市街化区域で行われるべきものであることから、事前に中小企業担当部局と十分な調整を図

り、真にやむを得ない場合に取扱うよう、特に配慮する。 
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第６節 市街化調整区域内の既存工場の関連施設 （法第３４条第７号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

七  市街化調整区域内において現に工業の用に供されている工場施設における事業と密接な関

連を有する事業の用に供する建築物又は第一種特定工作物で、これらの事業活動の効率化を

図るため市街化調整区域内において建築し、又は建設することが必要なものの建築又は建設の

用に供する目的で行う開発行為 

本号の規定は、市街化調整区域に現に立地している工場における事業と密接な関連を有する事業用

に供する建築物等で、これらの事業活動の効率化を図るため必要と認められるものの用に供する目的で

行う開発行為を定めたものであり、その運用に当たっては次に掲げるところによる。 

なお、当該開発行為を市街化調整区域内において行うことの必要性について十分注意すること。 

（１）「密接な関連」について 

本号でいう「密接な関連」とは、資本的なあるいは人的組織的な関連ではなく、具体的な事業活

動に着目しての関連をいうものであり、その判断に当たっては、少なくとも次のいずれかに該当する

こと。 

ア 自己の生産物の原料又は部分の２分の１以上を既存の工場（市街化調整区域内）に依存するこ

と。 

イ 自己の生産物の２分の１以上を既存の工場（市街化調整区域内）に納入すること。 

なお、既存の工場における事業と当該密接な関連を有する事業の経営主体は同一であると別

であるとを問わないものである。 

また、既存の工場の単なる増設（敷地面積の増大を伴うものをいう）は原則として認められない。 

（２）「事業活動の効率化」について 

本号にいう「事業活動の効率化」とは、既存事業の質的改善又は量的拡大が図られる場合を言う

ものであるが、原則として、事業拡大として新設する工場は既存工場に隣接する土地とし、拡張する

敷地は既存敷地と同面積以下とする。 

（３）その他 

倉庫、事務所等の建築については主たる用途に変更がなく合理的な理由がある場合に限られる

ものであること。 

なお、「合理的な理由」としては、原料等の保管が特に必要となった場合あるいは工場の経営管

理上特に必要となった場合等があげられるが、具体的には事業計画等により個々に判断すること。 
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第７節 危険物の貯蔵又は処理のための施設 （法第３４条第８号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

八  政令で定める危険物の貯蔵又は処理に供する建築物又は第一種特定工作物で、市街化区

域内において建築し、又は建設することが不適当なものとして政令で定めるものの建築又は建

設の用に供する目的で行う開発行為 
 

 政令  

（危険物の範囲） 

第２９条の６  法第３４条第８号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。次項において同

じ。）の政令で定める危険物は、火薬類取締法(昭和２５年法律第１４９号)第２条第１項の火薬類とする。 

２ 法第34条第８号の政令で定める建築物又は第一種特定工作物は，火薬類取締法第12条第１項の火

薬庫である建築物又は第一種特定工作物とする。 
 

（１）政令で定める危険物 

本号の政令で定める危険物は、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条第１項の火薬類で

次に掲げるものをいう。 

ア 火薬 

（ア）黒色火薬その他硝酸塩を主とする火薬 

（イ）無煙火薬その他硝酸エステルを主とする火薬 

（ウ）その他上記に掲げる火薬と同等に推進的爆発の用途に供せられる火薬であって経済産業省令

で定めるもの（火薬類取締法施行規則第１条の２、過塩素酸塩、酸化鉛又は過酸化バリウム、臭

素酸塩、クロム酸鉛を主とする火薬） 

イ 爆薬 

（ア）雷こう、アジ化鉛その他の起爆薬 

（イ）硝安爆薬、塩素酸カリ爆薬、カーリットその他硝酸塩，塩素酸塩又は過塩素酸塩を主とする爆薬 

（ウ）ニトログリセリン、ニトログリコール及び爆発の用途に供せられるその他の硝酸エステル 

（エ）ダイナマイトその他の硝酸エステルを主とする爆薬 

（オ）爆発の用途に供せられるトリニトロベンゼン、トリニトロトルエン、ピクリン酸、トリニトロクロルベンゼ

ン、テトリル、トリニトロアニソール、ヘキサニトロジフェニルアミン、トリメチレントリニトロアミン、ニト

ロ基を三以上含むその他のニトロ化合物及びこれらを主とする爆薬 

（カ）液体酸素爆薬その他の液体爆薬 

（キ）その他上記に掲げる爆薬と同等に破壊的爆発の用途に供せられる爆薬であって経済産業省令

で定めるもの（火薬類取締法施行規則第１条の３） 

ウ 火工品 

（ア）工業雷管、電気雷管、銃用雷管及び信号雷管 

（イ）実包及び空包 
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（ウ）信管及び火管 

（エ）導爆線、導火線及び電気導火線 

（オ）信号焔管及び信号火せん 

（カ）煙火その他上記ア．及びイ．に掲げる火薬又は爆薬を使用した火工品（火薬類取締法施行規

則第 1 条の４で定めるものを除く） 

（２）市街化区域内において建築すること等が不適当なもの 

市街化区域内において建築し、又は建設することが不適当なものは、政令第２９条の６第２項に規

定するとおり、火薬類取締法第１２条第１項に規定する火薬庫である建築物又は第一種特定工作物

である。なお、火薬庫の設置に当たっては、別途知事の許可が必要である。 

第８節 災害危険区域等からの移転促進 （法第３４条第８号の２） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

八の二  市街化調整区域のうち災害危険区域等その他の政令で定める開発行為を行うのに適当

でない区域内に存する建築物又は第一種特定工作物に代わるべき建築物又は第一種特定工

作物（いずれも当該区域外において従前の建築物又は第一種特定工作物の用途と同一の用途

に供されることとなるものに限る。）の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 
 

 政令  

（市街化調整区域のうち開発行為を行うのに適当でない区域） 

第２９条の７  法第３４条第８号の２（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定

める開発行為を行うのに適当でない区域は、災害危険区域等（法第３３条第１項第８号に規定する災

害危険区域等をいう。）及び急傾斜地崩壊危険区域とする。 
 

本号の規定は、市街化調整区域のうち災害危険区域等その他の政令で定める開発行為を行うのに適

当でない区域に存する建築物又は第一種特定工作物（以下、「従前建築物等」という。）が、従前と同一

の用途で同じ市街化調整区域のよりリスクの低い区域に移転する際の開発行為を定めたものである。  

従前建築物等に代わるべき移転後の建築物又は第一種特定工作物（以下、「代替建築物等」という。）

は、市街化調整区域内の市街化を促進するものとならないよう、従前建築物等と同一の用途であることに

加え、次の①～③のいずれにも適合すること。 

① 代替建築物等が従前建築物等とほぼ同一の規模又はこれより小さい規模であること。 

② 代替建築物等が従前建築物等とほぼ同一の構造であること。 

③ 代替建築物等に係る開発行為が従前建築物等と同一の都市計画区域内の市街化調整区域にお

いて行われるものであること。 

なお、代替建築物等の建築等が行われた後に継続して従前建築物等を使用することは認められず、従

前建築物等は確実に除却する必要がある。許可申請時にはその移転計画を示した移転計画書（参考様

式）を添付し、除却が完了した際は除却工事完了届出書（参考様式）を提出すること。 
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（参考様式） 

移転計画書 

 

 
 
都市計画法第 34 条第８号の２に規定する市街化調整区域のうち開発不適区域内に存する建築物等及

びこれに代わるべき建築物等について、次のとおり申告します。なお、申告の内容に変更が生じた場合

には、その理由を添えて直ちに変更内容を申告します。 

 
【申告内容】 

 従前建築物等 代替建築物等 

建築物等の概要 

所 在 地   

開 発 不 適 区 域 

の 種 類 
  

用 途   

規 模   

構 造   

建築物等の所有

権 を 有 す る 者 

住 所   

氏 名   

工 事 予 定 時 期 

着手予定年月日 
（除却） 

 年  月  日 

（建築・建設） 

年  月  日 

完了予定年月日 
（除却） 

 年  月  日 

（建築・建設） 

年  月  日 

備考 代替建築物等の「建築物等の所有権を有する者」の欄については、当該代替建築物等の所有権を

有することとなる者の住所及び氏名を記載すること。 

   従前建築物等の除却完了予定年月日は、代替建築物等の建築基準法第 7 条第 5 号に基づく検査済

証の交付後、6 か月以内とすること。 
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（参考様式） 

除却工事完了届出書 

   年   月   日 

 

（あて先）印西市長            

 

（届出者） 

                          住 所 

                          氏 名               

 

 

開発行為に関する工事（当初許可番号：    年  月  日      指令第   号）

に伴う従前建築物等の除却工事が下記のとおり完了しましたので届出ます。 

 

記 

 

１ 工事完了年月日        年   月   日 

 

２ 工事を完了した区域に含まれる地域の名称 

    

印西市 

 

 

 

 

備考  

  １ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

  ２ 除却工事完了後の写真を添付すること。 

  



233 
 

第９節 ドライブイン・コンビニエンスストア・給油所等 （法第３４条第９号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

九  前各号に規定する建築物又は第一種特定工作物のほか、市街化区域内において建築し、又

は建設することが困難又は不適当なものとして政令で定める建築物又は第一種特定工作物の

建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為  
 

 政令  

（市街化区域内において建築し、又は建設することが困難又は不適当な建築物等） 

第２９条の８  法第３４条第９号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定める

建築物又は第一種特定工作物は、次に掲げるものとする。 

一  道路の円滑な交通を確保するために適切な位置に設けられる道路管理施設、休憩所又は給油

所等である建築物又は第一種特定工作物 

二  火薬類取締法第２条第１項の火薬類の製造所である建築物 
 

本号の規定は、第１号から第８号までに規定するもののほか市街化区域に立地することが不適当なもの

等の開発行為を定めたもの（具体的なものは政令第29条の７第１号及び第２号に規定されている）である

が、この運用に当たっては、次に掲げるものとする。 

（１） 道路管理施設について 

高速自動車国道又は有料県道等において、その道路の維持、修繕その他の管理を行うために道

路管理者が設置するものをいう。 
 

（２）休憩所について 

自動車運転者の休憩施設（宿泊施設は含まない。）で、いわゆるドライブイン（トイレが設置されてい

るもの。付帯施設を含む。）やコンビニエンスストアのことをいう。次に掲げるすべての要件に該当す

ること。 

① ドライブイン 

  沿道サービス施設（ファミリーレストラン等）などのことをいう。 

ア 国道、県道又は幅員１２ｍ以上のその他の道路に接していること。 

イ 敷地面積はおおむね１，０００㎡以上（そのうち、おおむね３０％以上が駐車場）で、車両の出   

入りが容易であり、かつ、通過車両に支障を与えない形状であること。 

※「おおむね」とは、１０％を限度とする。 

なお、付帯施設として、利用上やむを得ないと認められる入浴施設（集客施設を除く。）に限

り、設置することができる。この場合は、ウの要件を満たすこと。 

ウ 主たる施設のドライブインと同一棟で、入浴施設に供する部分の延床面積は、ドライブインに

供する部分の２分の１以下で、かつ、２００㎡以下とし、浴室等は男女別で各１室までとすること。 

② コンビニエンスストア 

ア 国道、県道又は幅員１２ｍ以上のその他の道路に接していること。 
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イ 敷地面積はおおむね５００㎡以上であって車両の出入りが容易であり、かつ、通過車両に支

障を与えない形状であること。 ※「おおむね」とは、10％を限度とする。 

ウ 建築物の原則平家建てで、延床面積は200㎡以下とする。 
 

 （３）給油所について 

ガソリンスタンド、これに類似している自動車用液化石油スタンドをいい、次に掲げるすべての要件

に該当すること。 

ア 国道、県道又は幅員１２ｍ以上のその他の道路に接していること。 

イ 敷地面積はおおむね５００㎡以上であって車両の出入りが容易であり、かつ、通過車両に支障 

を与えない形状であること。 ※「おおむね」とは、10％を限度とする。 

ウ 危険物取扱いの規制に関する法令等に適合する施設であること。 

エ 「給油所」に付随して設けられる施設は、小規模な洗車、自動車の点検、タイヤオイル交換等の

サービスや道路運送車両法の保安基準(昭和２６年７月２８日運輸省令第６７号、平成１５年９月２

６日国土交通省令第95号)に該当し、道路における危険又は他人に及ぼす迷惑を防止するため

の応急修理に供するものとする。 

「点検」、「応急修理」における作業は、道路運送車両法施行規則第３条に規定する分解整備

を伴うものを除く。（分解整備を伴う場合は、法第３４条第１号に該当） 
 

（４）火薬類の製造所 

政令第２９条の７第２号に規定する火薬類の製造所は、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）

第２条第１項の火薬類（火薬・爆薬・火工品等）を製造する業を営むものであること。 

なお、設置にあたっては、別途経済産業大臣の許可が必要となる。 

第１０節 地区計画等が定められた区域内における行為 （法第３４条第１０号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

十  地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集落地区整備計画が定められてい

る区域に限る。）内において、当該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合する建

築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為 
 

 地区計画の区域（地区整備計画が定められている区域に限る。)又は集落地域整備法に基づく集落地区

計画の区域（集落地区整備計画が定められている区域に限る。）においては、地区計画又は集落地区計

画に定められた内容に適合する開発行為について許可し得る。 

☞ 「内容に適合する」とは、地区計画又は集落地区計画の内容に正確に一致している場合をいう。 

これは、都市郊外部における良好な居住環境の提供が求められていること、地区計画又は集落地区計

画に適合して開発行為が行われるのであれば、無秩序・無計画な土地利用が進展するおそれがないこと

から許可できることとされたものである。 
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第１１節 連たん制度 （法第３４条第１１号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

十一  市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的

な日常生活圏を構成していると認められる地域であつておおむね 50 以上の建築物（市街化

区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のうち、災害の防止その他の事情を考慮

して政令で定める基準に従い、都道府県（指定都市等又は事務処理市町村の区域内にあつ

ては、当該指定都市等又は事務処理市町村。以下この号及び次号において同じ。）の条例で

指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用途が、開発区域及びそ

の周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定

めるものに該当しないもの 
 

 政令  

（法第３４条第１１号の土地の区域を条例で指定する場合の基準） 

第２９条の９  法第３４条第１１号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定

める基準は、同号の条例で指定する土地の区域に、原則として、次に掲げる区域を含まないことと

する。 

一 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の災害危険区域 

二 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域 

三 急傾斜地崩壊危険区域 

四 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律

第５７号）第７条第１項の土砂災害警戒区域 

五  特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域 

六  水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条第１項第４号の浸水想定区域のうち、土地利用の動

向、浸水した場合に想定される水深その他の国土交通省令で定める事項を勘案して、洪水、雨

水出水（同法第２条第１項の雨水出水をいう。）又は高潮が発生した場合には建築物が損壊し、

又は浸水し、住民その他の者の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる

土地の区域 

七  前各号に掲げる区域のほか、第八条第一項第二号ロからニまでに掲げる土地の区域 
 

 政令  

（都市計画基準）  

第８条  区域区分に関し必要な技術的基準は、次に掲げるものとする。  

<第１項第１号略> 
 

二  おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域として市街化区域に定める

土地の区域は、原則として、次に掲げる土地の区域を含まないものとすること。  

イ  当該都市計画区域における市街化の動向並びに鉄道、道路、河川及び用排水施設の整備
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の見通し等を勘案して市街化することが不適当な土地の区域 

ロ  溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域 

ハ  優良な集団農地その他長期にわたり農用地として保存すべき土地の区域 

ニ  優れた自然の風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵養し、土砂の流出を防備する

等のため保全すべき土地の区域 
 

<第１項第３号、第２項略> 
  

省令  

（令第２９条の９第６号の国土交通省令で定める事項）） 

第２７条の６  令第２９条の９第６号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるものとする。 

一  土地利用の動向 

二  水防法施行規則（平成１２年建設省令第４４号）第２条第２号、第５条第２号又は第８条第２号に

規定する浸水した場合に想定される水深及び同規則第２条第３号、第５条第３号又は第８条第３号

に規定する浸水継続時間 

三  過去の降雨により河川が氾濫した際に浸水した地点、その水深その他の状況 

１．法改正の経緯 

地域の実情に応じて規制の合理化を図ることを目的とした平成１２年の法改正により、既存宅地制度

が廃止され、法第３４条第１１号に基づいて区域を指定する新たな制度に移行された。 
 

(平成12年度まで)            (平成13年度から)  

 既存宅地確認制度   ⇒   法第３４条第１１号（連たん制度）  

 

市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活

圏を構成していると認められる地域であっておおむね地域であっておおむね５０以上の建築物（市街化

区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域は、すでに相当程度公共施設が整備されているこ

とが想定され、また、隣接、近接する市街化区域の公共施設の利用も可能であることから、開発行為が

行われたとしても、積極的な公共投資は必ずしも必要とされず、スプロール対策上支障がないと考えられ

る。 

このため、政令で定める基準に従い、都道府県の条例で指定する土地の区域内において行う開発行

為で、予定建築物等の用途が開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認め

られる用途として都道府県条例で定めるものに該当しないものを、市街化調整区域で許容される開発行

為の類型とした。 

※ 支障があると認められる用途として都道府県条例で定めるものに該当しないもの  

   「支障がある用途」 ＋ 「該当しないもの」 ＝ （２重否定で）「支障がない用途」と解釈する。  
 

２．印西市における取扱い 

連たん制度は、都道府県の条例で定められるものとなっているが、開発許可等に関して、本市は平成

２５年度から県より事務処理の委任を受ける事務処理市に移行し、併せて本制度を市条例に定めた。 
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 市条例  〔印西市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例〕 

（趣旨） 

第１条  この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）及び都市計画法施

行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）の規定に基づき、開発行為等の許可の基準

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 既存集落 市街化調整区域において、次のいずれかに該当する地域をいう。 

ア 半径１５０メートルの範囲内に４０以上の規則で定める建築物（２０以上の建築物が市街化調 

整区域内に存している場合において、市街化区域内に存するものを含む。イにおいて同じ。）

が連たんしている地域 

イ 敷地間の距離が５５メートル以内で４０以上の規則で定める建築物が連たんしている地域

であって、当該建築物の敷地からの距離が５５メートルの範囲内であるもの 
 

<第２条第１項（２）～（５）、第２条第２項、第３条～４条略> 
 

（法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域及び予定建築物等の用途） 

第５条  法第３４条第１１号の規定により条例で指定する土地の区域は、次の各号のいずれにも該

当する土地の区域とする。 

(１) 開発区域の面積が５ヘクタール未満の土地の区域であって、当該開発区域の全部が市街化

区域（工業専用地域及び地区計画により住宅の建築ができない地域を除く。）から１．１キロメー

トルの範囲内に存する土地の区域 

(２) 既存集落内の土地の区域 

(３) 政令第２９条の９各号に掲げる区域（災害の防止その他の事情を考慮して支障がないと認めら

れる区域を除く。）を含まない土地の区域 

２  法第３４条第１１号の規定により開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があ

ると認められる用途として条例で定める予定建築物等の用途は、建基法別表第２（ろ）項に掲げる

第ニ種低層住居専用地域内に建築することができる建築物の用途以外の用途とする。 
 

<第６条～７条略> 
 

（委任） 

第８条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１  この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（都市計画法に基づく開発行為に係る技術的細目の強化等に関する条例の廃止） 

２  都市計画法に基づく開発行為に係る技術的細目の強化等に関する条例（平成１６年条例第２７

号）は、廃止する。 

（経過措置） 
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３  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から起算し２年を経過する日までの間に、法第３４

条第１１号に規定する開発行為で自己の居住又は業務の用に供する建築物の建築等に係る法第

２９条第１項、第３５条の２第１項、第４２条第１項ただし書又は第 43 条第１項の規定による許可の

申請があった場合の当該許可の基準については、第５条の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

４  施行日前に受理された開発行為等の許可の申請であって、この条例の施行の際、許可又は不

許可の処分がされていないものに係る許可の基準については、この条例の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

附 則 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例の施行日前に受理された開発行為等の許可の申請であって、この条例の施行の際、許

可又は不許可の処分がされていないものに係る許可の基準については、この条例の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 
 

 市規則  〔印西市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例施行規則〕  

（趣旨） 

第１条  この規則は、印西市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例（平成２４年

条例第２７号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（既存集落における連たん建築物） 

第２条  条例第２条第１項第１号ア及びイの規則で定める建築物（以下「連たん建築物」という。）は、

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「建基法」という。）第２条第１号に掲げる建築物をい

い、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第４条第１１号に規定する特定工作

物（以下同じ。）及び特定工作物に併設される建築物並びに法又は建基法に違反している建築

物を含まないものとする。 

２  連たん建築物に車庫、物置その他の附属建築物を伴う場合は、これらを含む全体の敷地内にある

建築物を一つの連たん建築物として算定するものとする。 

（条例第５条第２項の予定建築物等の規模） 

第３条  法第４１条の規定に基づき、条例第５条第２項に規定する予定建築物等は、次の各号のい

ずれにも該当する規模のものとする。 

(１) 建築物の建蔽率が５０パーセント以下であること。 

(２) 建築物の容積率が１００パーセント以下であること。 

(３) 建築物の高さ（階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する用途に供する

部分の高さを含む。）１０メートル以下であること。 
 

<第４条～７条略> 
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附 則 

この規則は、平成３１年１月２３日から施行する。 

 

３．連たん制度の概要 

  （１）〔条件〕を満たした土地において、（２）〔建築物の用途〕及び（３）〔規模〕を建築することができる。 
 

（１） 条件  

次の①、②、③のいずれにも該当する土地の区域 

                         

   （市条例第５条第１項(1)） 

     区域の全部が市街化区域から１．１㎞の範囲内にあること  

 
                                      

①市街化区域から 1.1 ㎞以内 

<概略イメージ図> 

※ただし、工業専用地域（松崎

工業団地の一部）及び地区計画

により住宅の建築ができない

地域は市街化区域とはみなし

ません。ここでいう市街化区域

には、市外（我孫子市、栄町、

佐倉市、八千代市）の市街化区

域を含む。 
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※特定工作物及び特定工作物に併設される建築物並びに都市計画法又は建築基準法に違反している建築物を含ま

ない。また、車庫、物置等の附属建築物を伴う場合は、これらを含む敷地を一つの敷地とみなす。 

 

                                                       

   （市条例第２条第１項(1)・市条例第５条第１項・市規則第２条） 

 

 

 

 

 

     政令第２９条の９各号に示された、以下の区域を含まないこと。 

      １．災害危険区域（建築基準法第３９条第１項） 

      ２．地すべり防止区域（地すべり等防止法第３条第１項） 

      ３．急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項） 

      ４．土砂災害警戒区域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第７条第１項） 

      ５．浸水被害防止区域（特定都市河川浸水被害対策法第５６条第１項） 

      ６．浸水想定区域（水防法第１５条第１項第４号）のうち、洪水等が発生した場合に、建物の倒壊、 

浸水により、住民等の人命等に危害が生じるおそれがある区域 

      ７．政令第 8 条第 1 項第 2 号ロからニまでに掲げる土地の区域 

     ただし、以下に示す基準を満たす場合は、災害の防止その他の事情を考慮して支障がないと 

認められることから区域に含めることができる。 

 １）上記 １ ～ ７ のうち、その区域指定が解除されることが決定している区域又は短期間の 

うちに解除されることが確実と見込まれる区域。 

      ２）上記 ６ の区域において、建築物の居室の高床化や敷地の地盤面の嵩上げ等により、 

床面の高さが想定浸水深以上となる居室を設けるなど、安全上及び避難上の対策を 

実施するもの。 

 

 

 

 

 

 

②既存集落内（半径１５０ｍ以内に４０戸 又は 敷地間距離５５ｍ以内で４０戸

申請区域 

市街化区域 市 街 化 区 域

内は、２０戸

ま で 数 え る

こ と が で き

る。 

１５０ｍ以内 

申請区域 

55m 以内 

③政令第２９条の９各号に掲げる区域を含まない土地の区域 
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（２）建築物の用途 、（３）規模 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        
 
 

                                                 

  

【第二種低層住居専用地域内に建築することができる建築物の例】 

専用住宅（宅地分譲含む）、事務所（又は店舗）兼用住宅、長屋住宅、共同住宅、寄宿舎、 

神社・寺院・教会、老人ホーム、保育所、診療所、150 ㎡以内の日用品店舗又は飲食店 等 

※ 用途･規模等に応じて、都市計画法や関係法令で定める技術基準（接道要件や排水基準など）

を満たす必要がある。 

また、印西市開発事業指導要綱に基づく手続きが必要（自己の居住の用に供する住宅以外の

場合で、土地の区域が５００平方メートル以上）となる場合がある。 

①～③の条件を満たした土地の区域（５ha 未満）で、建築基準法で規定する第二種

低層住居専用地域内に建築することができる建築物を建築することができる。 

（建蔽率 50%、容積率 100%、最高の高さ 10m 以内となる。） 
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第１２節 開発審査会案件の条例化 （法第３４条第１２号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

十二  開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内 

において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、災害の防止その他の事

情を考慮して政令で定める基準に従い、都道府県の条例で区域、目的又は予定建築物等の用

途を限り定められたもの 
 

 政令  

（開発許可をすることができる開発行為を条例で定める場合の基準） 

第２９条の１０  法第３４条第１２号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定め

る基準は、同号の条例で定める区域に、原則として、前条各号に掲げる区域を含まないこととする。 
 

 市条例  〔印西市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例〕 
 
<第１条略> 
 

（定義） 

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
 

<第１項（１）略> 
 

 (２) 線引き 法第７条第１項に規定する市街化区域と市街化調整区域との区分に関する都市計

画の決定又は変更により、市街化調整区域として区分されたことをいう。 

(３) 線引きの日前土地所有者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 線引きの日前から当該線引きにより市街化調整区域となった土地を所有する者 

イ 線引きの日前から当該線引きにより市街化調整区域となった土地を所有していた者から当

該線引きの以後に相続又は贈与（当該土地を所有していた者の生前において効力が発生

するものに限る。）により当該土地を所有する者 

(４) 親族 線引きの日前土地所有者の親族（民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する

親族をいう。）のうち、自己の居住の用に供する住宅を所有していない者で当該線引きの日前

土地所有者と２年以上の同居の事実があるものをいう。 

(５) 専用住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「建基法」という。）別表第２（い）項第

１号に掲げる住宅（長屋を除く。）をいう。 

２  前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語の意義は、法、政令及び建基法の

例による。 
 
<第３条～５条略> 
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（法第３４条第１２号の条例で定める開発行為） 

第６条  法第３４条第１２号の条例で定める開発行為は、次の各号のいずれかに該当する開発行為とする。 

（１） 線引きの日前土地所有者で当該線引きの日前土地所有者が所有する土地又はその周辺

に居住しているもの（農業を営まない者にあっては、線引きの日前から引き続き当該土地又は

その周辺に居住している者に限る。）及びその親族が市街化区域内に建築物の建築が可能な

土地を所有していない場合に、当該親族が婚姻等により当該線引きの日前土地所有者が所有

する土地において新たに自己の居住の用に供するための専用住宅の建築を目的として行う開

発行為であって、開発区域の面積が５００平方メートル以下のもの 

（２） 既存集落内において、線引きの日前土地所有者が自己の居住の用に供する住宅を所有し

ていない場合に、当該線引きの日前土地所有者が所有する土地において自己の居住の用に

供するための専用住宅の建築を目的として行う開発行為であって、開発区域の面積が５００平

方メートル以下のもの 

（３） 線引きの日前から存する専用住宅又は建基法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の規定

により建築の確認を受けて建築された専用住宅の増築又は改築（当該専用住宅の敷地及び用

途を変更しないものに限る。）を目的とする開発行為 

（４） 土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３条に規定する収用対象事業の施行により、市街

化調整区域内に存する建築物の移転又は除却をする必要がある場合に、従前と同一の用途

及び同程度の規模のこれに代わる建築物の建築を目的として行う開発行為 

（政令第３６条第１項第３号ハの条例で定める建築物） 

第７条  政令第３６条第１項第３号ハの条例で定める建築物は、前条各号に規定する開発行為に係る

予定建築物等の要件に該当する建築物とする。 

（委任） 

第８条  この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１  この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（都市計画法に基づく開発行為に係る技術的細目の強化等に関する条例の廃止） 

２  都市計画法に基づく開発行為に係る技術的細目の強化等に関する条例（平成１６年条例第２７号）

は、廃止する。 

（経過措置） 

３  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から起算し２年を経過する日までの間に、法第３４条

第１１号に規定する開発行為で自己の居住又は業務の用に供する建築物の建築等に係る法第２９条

第１項、第３５条の２第１項、第４２条第１項ただし書又は第４３条第１項の規定による許可の申請があ

った場合の当該許可の基準については、第５条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４  施行日前に受理された開発行為等の許可の申請であって、この条例の施行の際、許可又は不許

可の処分がされていないものに係る許可の基準については、この条例の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 
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附 則   

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例の施行日前に受理された開発行為等の許可の申請であって、この条例の施行の際、許可

又は不許可の処分がされていないものに係る許可の基準については、この条例の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 
 

 市規則  〔印西市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例施行規則〕  

（趣旨） 

第１条  この規則は、印西市都市計画法に基づく開発行為等の基準に関する条例（平成２４年条例第

２７号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 
 

<第２条～３条略> 
 

（農業を営まない者） 

第４条  条例第６条第１項第１号に規定する農業を営まない者とは、市街化調整区域において１０アー

ル以上の農地について年間６０日以上耕作の業務を営む者以外のものとする。 

（市街化区域内に建築物の建築が可能な土地を所有していない事由） 

第５条  条例第６条第１項第１号に規定する市街化区域内に建築物の建築が可能な土地を所有して

いない場合とは、市街化区域に土地を所有していない場合又は市街化区域に土地を所有している

場合で当該所有する土地が次の各号に掲げるいずれかの事由に該当するときとする。 

(１) 当該土地に既に他の建築物が存在し、撤去又は移転ができないこと。 

(２) 当該土地が狭小又は不整形であること。 

(３) 当該土地が傾斜地等であり、造成をしなければ宅地として利用できないこと。 

(４) 当該土地が建基法第４３条第１項の規定に適合しないこと。 

(５) 当該土地が生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第２条第３号に規定する生産緑地等に指

定されていること。 

（条例第６条第３号の建築物の規模） 

第６条  条例第６条第３号に規定する専用住宅の増築又は改築は、延べ面積が既存建築物の 1.5

倍以上２倍未満とする。 

（その他） 

第７条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則  

この規則は、平成３１年１月２３日から施行する。 
 

１．法改正の経緯 

平成１２年の法改正により、新たに追加された。本号は、法第３４条第１４号（開発審査会案件（提案基

準））に該当する開発行為について、法施行以来の実務の積み重ねにより、開発審査会で実質的な審
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議を経なくとも定型的に処理することができるものがあり、これらの開発行為については、事前に条例で、

区域、目的又は予定建築物等の用途を限定して定めれば、開発審査会の議を経ずとも許可することが

できることとし、手続きの合理化、迅速化を図れるようになった。したがって、開発審査会案件（提案基

準）のうち定型的なものは原則条例化することが可能になった。 
 

２．印西市における取扱い 

本号の内容は、都道府県の条例で定められるものとなっているが、本市は平成２５年度から開発許可

等に関して、県より事務処理の委任を受ける事務処理市に移行し、併せて本号の内容を市条例に定め

た。 

 
 

３．県開発審査会の議を経る必要のない案件 

   県開発審査会の議を経る必要はないが、審査会の提案基準に準じて審査を行う。 

（１）農家等の二・三男等が分家する場合の住宅等 （市条例第６条（１）） 

 法律  〔民法〕  (明治２９年４月２７日法律第８９号) 

（親族の範囲） 

第７２５条  次に掲げる者は、親族とする。 

一  ６親等内の血族 

二  配偶者 

三  ３親等内の姻族 

     線引きの日前土地所有者で当該線引きの日前土地所有者が所有する土地又はその周辺に居住し

ているもの（農業を営まない者にあっては、線引きの日前から引き続き当該土地又はその周辺に居住

している者に限る。）及びその親族が市街化区域内に建築物の建築が可能な土地を所有していない

場合に、当該親族が婚姻等により当該線引きの日前土地所有者が所有する土地において新たに自

己の居住の用に供するための専用住宅の建築を目的として行う開発行為であって、開発区域の面積

が５００平方メートル以下のものは、許可の対象とする。 

※「その周辺」とは、印西市の市街化調整区域を原則とする。 

※「居住している」とは、実態としての居住を証する書類（住民票）により判断する。 

 （２）既存集落内の土地における開発行為等 （市条例第６条（２）） 

     既存集落内において、線引きの日前土地所有者が自己の居住の用に供する住宅を所有していな

い場合に、当該線引きの日前土地所有者が所有する土地において自己の居住の用に供するための

専用住宅の建築を目的として行う開発行為であって、開発区域の面積が５００平方メートル以下のもの

は、許可の対象とする。 

 （３）既存適法建築物の増改築等 （市条例第６条（３）） 

     線引きの日前から存する専用住宅又は建基法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の規定により

建築の確認を受けて建築された専用住宅の増築又は改築（当該専用住宅の敷地及び用途を変更し

ないものに限る。）を目的とする開発行為は、許可の対象とする。 

 （４）収用対象事業の施行による移転に伴う開発行為等 （市条例第６条（4）） 

     土地収用法第３条に規定する収用対象事業の施行により、市街化調整区域内に存する建築物の

移転又は除却する場合、従前と同一の用途及び同程度の規模の建築物の建築を目的とする開発行

為は、許可の対象とする。 
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 法律  〔土地収用法〕  (昭和２６年６月９日法律第２１９号) 

（土地を収用し、又は使用することができる事業）  

第３条  土地を収用し、又は使用することができる公共の利益となる事業は、次の各号のいずれか

に該当するものに関する事業でなければならない。 

一  道路法（昭和２７年法律第１８０号）による道路、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）によ

る一般自動車道若しくは専用自動車道（同法による一般旅客自動車運送事業又は貨物自動

車運送事業法（平成元年法律第８３号）による一般貨物自動車運送事業の用に供するものに

限る。）又は駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）による路外駐車場 

二  河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用され、若しくは準用される河川その他公共の利害

に関係のある河川又はこれらの河川に治水若しくは利水の目的をもつて設置する堤防、護岸、

ダム、水路、貯水池その他の施設 

三  砂防法（明治３０年法律第２９号）による砂防設備又は同法 が準用される砂防のための施設 

三の二  国又は都道府県が設置する地すべり等防止法 （昭和３３年法律第３０号）による地すべ

り防止施設又はぼた山崩壊防止施設 

三の三  国又は都道府県が設置する急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４

年法律第５７号）による急傾斜地崩壊防止施設 

四  運河法（大正２年法律第１６号）による運河の用に供する施設 

五  国、地方公共団体、土地改良区（土地改良区連合を含む。以下同じ。）又は独立行政法人

石油天然ガス・金属鉱物資源機構が設置する農業用道路、用水路、排水路、海岸堤防、かん

がい用若しくは農作物の災害防止用のため池又は防風林その他これに準ずる施設 

六  国、都道府県又は土地改良区が土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）によつて行う客土

事業又は土地改良事業の施行に伴い設置する用排水機若しくは地下水源の利用に関する設

備 

七  鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）による鉄道事業者又は索道事業者がその鉄道事業又

は索道事業で一般の需要に応ずるものの用に供する施設 

七の二  独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が設置する鉄道又は軌道の用に供

する施設 

八  軌道法（大正１０年法律第７６号）による軌道又は同法 が準用される無軌条電車の用に供す

る施設 

八の二  石油パイプライン事業法（昭和４７年法律第１０５号）による石油パイプライン事業の用に

供する施設 

九  道路運送法による一般乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車に

より乗合旅客の運送を行うものに限る。）又は貨物自動車運送事業法 による一般貨物自動車

運送事業（特別積合せ貨物運送をするものに限る。）の用に供する施設 

九の二  自動車ターミナル法（昭和３４年法律第１３６号）第３条の許可を受けて経営する自動車 

ターミナル事業の用に供する施設 

十  港湾法（昭和２５年法律第２１８号）による港湾施設又は漁港漁場整備法（昭和２５年法律第

１３７号）による漁港施設 
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十の二  海岸法（昭和３１年法律第１０１号）による海岸保全施設 

十の三  津波防災地域づくりに関する法律 （平成２３年法律第１２３号）による津波防護施設 

十一  航路標識法（昭和２４年法律第９９号）による航路標識又は水路業務法（昭和２５年法律第 

１０２号）による水路測量標 

十二  航空法（昭和２７年法律第２３１号）による飛行場又は航空保安施設で公共の用に供する 

もの 

十三  気象、海象、地象又は洪水その他これに類する現象の観測又は通報の用に供する施設 

十三の二  日本郵便株式会社が日本郵便株式会社法（平成１７年法律第１００号）第４条第１項

第１号に掲げる業務の用に供する施設 

十四  国が電波監視のために設置する無線方位又は電波の質の測定装置 

十五  国又は地方公共団体が設置する電気通信設備 

十五の二  電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項に規定する認定電気通信

事業者が同項に規定する認定電気通信事業の用に供する施設（同法の規定により土地等を使

用することができるものを除く。） 

十六  放送法（昭和２５年法律第１３２号）による基幹放送事業者又は基幹放送局提供事業者が

基幹放送の用に供する放送設備 

十七  電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による一般送配電事業、送電事業、特定送配電

事業又は発電事業の用に供する電気工作物 

十七の二  ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）によるガス工作物 

十八  水道法（昭和３２年法律第１７７号）による水道事業若しくは水道用水供給事業、工業用水

道事業法 （昭和３３年法律第８４号）による工業用水道事業又は下水道法（昭和３３年法律第７

９号）による公共下水道、流域下水道若しくは都市下水路の用に供する施設 

十九  市町村が消防法（昭和２３年法律第１８６号）によつて設置する消防の用に供する施設 

二十  都道府県又は水防法（昭和２４年法律第１９３号）による水防管理団体が水防の用に供す

る施設 

二十一  学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校又はこれに準ずるその他

の教育若しくは学術研究のための施設 

二十二  社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）による公民館（同法第４２条に規定する公民館

類似施設を除く。）若しくは博物館又は図書館法（昭和２５年法律第１１８号）による図書館（同

法第２９条に規定する図書館同種施設を除く。） 

二十三  社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）による社会福祉事業若しくは更生保護事業法（平

成７年法律第８６号）による更生保護事業の用に供する施設又は職業能力開発促進法（昭和４

４年法律第６４号）による公共職業能力開発施設若しくは職業能力開発総合大学校 

二十四  国、地方公共団体、独立行政法人国立病院機構、国立研究開発法人国立がん研究セ

ンター、国立研究開発法人国立循環器病研究センター、国立研究開発法人国立精神・神経医

療研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研究センター、国立研究開発法人国立成

育医療研究センター、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター、健康保険組合若しくは

健康保険組合連合会、国民健康保険組合若しくは国民健康保険団体連合会、国家公務員共
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済組合若しくは国家公務員共済組合連合会若しくは地方公務員共済組合若しくは全国市町

村職員共済組合連合会が設置する病院、療養所、診療所若しくは助産所、地域保健法（昭和

２２年法律第１０１号）による保健所若しくは医療法（昭和２３年法律第２０５号）による公的医療

機関又は検疫所 

二十五  墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）による火葬場 

二十六  と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）によると畜場又は化製場等に関する法律（昭和２３

年法律第１４０号）による化製場若しくは死亡獣畜取扱場 

二十七  地方公共団体又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第 

１５条の５第１項に規定する廃棄物処理センターが設置する同法による一般廃棄物処理施設、

産業廃棄物処理施設その他の廃棄物の処理施設（廃棄物の処分（再生を含む。）に係るもの

に限る。）及び地方公共団体が設置する公衆便所 

二十七の二  国が設置する平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子

力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置

法（平成２３年法律第１１０号）による汚染廃棄物等の処理施設 

二十八  卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）による中央卸売市場及び地方卸売市場 

二十九  自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）による公園事業 

二十九の二  自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）による原生自然環境保全地域に関する

保全事業及び自然環境保全地域に関する保全事業 

三十  国、地方公共団体、独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社が都市計画法 

（昭和４３年法律第１００号）第４条第２項に規定する都市計画区域について同法第二章の規定

により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居

専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域又

は田園住居地域内において、自ら居住するため住宅を必要とする者に対し賃貸し、又は譲渡

する目的で行う５０戸以上の一団地の住宅経営 

三十一  国又は地方公共団体が設置する庁舎、工場、研究所、試験所その他直接その事務又

は事業の用に供する施設 

三十二  国又は地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、運動場、墓地、市場その他公共の

用に供する施設 

三十三  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構法 （平成１６年法律第１５５号）第１７条第１項第１号から第３号までに掲げる業務の

用に供する施設 

三十四  独立行政法人水資源機構が設置する独立行政法人水資源機構法（平成１４年法律第

１８２号）による水資源開発施設及び愛知豊川用水施設 

三十四の二  国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が国立研究開発法人宇宙航空研究開

発機構法 （平成１４年法律第１６１号）第１８条第１項第１号から第４号までに掲げる業務の用

に供する施設 

三十四の三  国立研究開発法人国立がん研究センター、国立研究開発法人国立循環器病研

究センター、国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター、国立研究開発法人国立国
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際医療研究センター、国立研究開発法人国立成育医療研究センター又は国立研究開発法人

国立長寿医療研究センターが高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関す

る法律（平成２０年法律第９３号）第１３条第１項第１号、第１４条第１号、第１５条第１号若しくは

第３号、第１６条第１号若しくは第３号、第１７条第１号又は第１８条第１号若しくは第２号に掲げ

る業務の用に供する施設 

三十五  前各号のいずれかに掲げるものに関する事業のために欠くことができない通路、橋、鉄

道、軌道、索道、電線路、水路、池井、土石の捨場、材料の置場、職務上常駐を必要とする職

員の詰所又は宿舎その他の施設 
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第１３節 既存の権利の届出 （法第３４条第１項第１３号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

十三  区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更して市街化調整区域

が拡張された際、自己の居住若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務の

用に供する第一種特定工作物を建設する目的で土地又は土地の利用に関する所有権以外

の権利を有していた者で、当該都市計画の決定又は変更の日から起算して６月以内に国土

交通省令で定める事項を都道府県知事に届け出たものが、当該目的に従つて、当該土地に

関する権利の行使として行う開発行為（政令で定める期間内に行うものに限る。）  
 

 政令  

（区域区分に関する都市計画の決定等の際土地等を有していた者が開発行為を行うことができる期間） 

第３０条  法第３４条第１３号（法第３５条の２第４項において準用する場合を含む。）の政令で定める期

間は、当該都市計画の決定又は変更の日から起算して５年とする。 
 

 省令  

（既存の権利者の届出事項） 

第２８条  法第３４条第１３号の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるもの（自己の居住の用に供

する建築物を建築する目的で権利を有する者にあつては、第１号に掲げるものを除く。）とする。 

一  届出をしようとする者の職業（法人にあつては、その業務の内容） 

二  土地の所在、地番、地目及び地積 

三  届出をしようとする者が、区域区分に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更し

て市街化調整区域が拡張された際、土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有して

いた目的 

四  届出をしようとする者が土地の利用に関する所有権以外の権利を有する場合においては、当該 

権利の種類及び内容 
 

 市規則  〔印西市開発行為等の事務の処理に関する規則〕 

（既存の権利者の届出） 

第６条 法第３４条第１３号の規定による届出は、既存の権利者の届出書（別記第４号様式）により行う

ものとする。 
 

 １．既存の権利の届出の要件 

   区域区分に関する都市計画の決定又は変更により市街化調整区域となった土地（いわゆる逆線引

き）についての経過的な措置として定められたもので、次の（１）～（４）のすべてに該当すること。 

（１）自己の居住若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務の用に供する第一種特

定工作物を建設する目的とするもの 

ア 自己とみなす範囲 

次に掲げるものにあっては、それぞれ自己とみなして処理する。 
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○ 配偶者 

土地の権利を有している者（既存の権利の届出者）の配偶者が当該土地において届出の目

的にかかる建築物の建築又は第一種特定工作物の建設をしようとする者（建築確認申請者）で

ある場合は、建築をしようとする者が既存の権利を有しているものとみなし、建築をしようとする

者から申請させることとする。 

この場合にあっては、婚姻関係を証する書類（住民票の写し等）を添付すること。 

○ 小規模法人の役員 

小規模の法人であって、当該法人の役員若しくは従業員が、同一世帯員若しくは同一親族

の構成員により構成されているもの等で、個人企業と同様とみなされるものについては、当該法

人の業務の用に供する建築物を建築する目的で、当該法人の役員である個人が権利を有して

いる土地（個人名で既存の権利の届出）に当該法人が届出の目的にかかる建築物の建築又は

第一種特定工作物の建設をしようとする場合は、当該法人が既存の権利を有しているものとみ

なし、当該法人から申請させることとする。 

また、これらの法人が権利を有する土地（法人名で既存の権利の届出）に、当該法人の役 

員である個人が届出にかかる当該法人の業務の用に供する建築物の建築又は第一種特定工

作物の建設をしようとする（個人が建築確認申請者ならびに許可申請者）場合は、当該法人と

当該法人の役員である個人とを同一とみなすものとする。 

これらの場合にあっては、当該法人の実態を判定するに足る書類を添付すること。 

イ 自己用とみなされる建築物 

  「自己の居住又は業務の用に供する」の意味については、法第３３条と同様（第７章参照）である。 

※ 「自己の業務の用に供する建築物」には、届出をした者が、将来、当該建築物を建築するときにおいて

従事することとなる業務の用に供するものである場合も含む。 

（２）市街化調整区域に決定（変更）された際、土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を 

有していた者 

（３）市街化調整区域に決定（変更）された日から６か月以内に知事に届け出た者 

（４）市街化調整区域に決定（変更）された日から５年以内に行う開発行為であること。 
 

 ２．権利の種類 

土地の所有権及び所有権以外の土地の利用に関する権利をいい、借地権（賃貸権、使用貸借）又   

は地上権は該当するが、抵当権、先取特権等は該当しない。 

また、仮登記、仮契約、売買予約等は、ここにいう本来の権利でないから当然該当しない。 
 

 ３．権利の承継 

   届出をした者の地位は、届出者の相続人又は届出をした法人の合併後存続する法人若しくは合併に

より設立した法人に限り継承し得る。 

※ 届出をした者の地位とは、開発許可を受けることができる権利のみでなく、引き続き建築もできることをいう。 

※ 開発許可を受け完了公告後であっても、本号に該当して許可を受けたものにあっては、一般承継人以外の者は建 

  築確認を受けられない。（例外として、自己用住宅若しくは店舗併用住宅に関しては、法第４５条の特定承継人 

 の承認を受けたものは建築確認を受けることができる。） 
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 ４．農地法の許可 

開発行為を行うため農地法第５条の規定による許可を受けなければならない場合において、本号の 

規定の適用を受けるためには、市街化調整区域となる前に当該許可を受けている必要がある。 

☞ 所有権その他の権利の変動の効力は、許可があって初めて生ずるからである。（第10章第２節参照） 

しかし、農地法第５条の規定による許可以外の許可等、すなわち、届出の目的にかかる建築物を建築 

し当該業務を行うために、農地法第４条の規定による許可又は旅館業法、食品衛生法若しくは薬事法等

の法令等に基づく許認可等を必要とする場合にあっては、それらの許認可等は法第２９条（又は法第４３

条第１項）の規定による許可を受けるときまでに、それぞれの許可等の手続きを行っておけばよい。 
 

 ５．届出に必要な図書等 （省令第２８条・市規則第６条） 

表8－12－1  既存の権利の届出申請書類一覧表     （提出部数：正本１部・副本（正本のコピー）１部の計２部） 

申請書類・図面等 
必須の

有 無 
備考 

届
出
書 

既存の権利者の届出書〔市規則第４号様式〕  ○ 
宛名は、“印西市長 ○○ ○○”宛てに

なります。 

添
付
書
類 

委任状<任意書式> （手続きを第三者に委任する場合）  

委任者及び担当者の氏名、電話番号、

FAX を記入。（委任者でない者が申請

手続き（訂正・受領を含む）をする場合

は、別途委任状が必要になります。 

申請者に関する事項    

 

住民票の写し（原本） （申請者が個人の場合）   

法人の登記事項証明書（原本） （申請者が法人等の場合）  
法人以外の団体等のものにあってはそ

れが明らかになる書類の写し（原本証明

したもの） 

土地の登記事項証明書（原本）  ○ 
インターネットのオンライン請求により所

得したものは不可 

土地の売買契約書の写し    

土地の貸借契約書の写し （借地の場合）   

賃借料の領収書等の写し （借地の場合）   

農地法第５条許可書の写し （農地転用を伴う場合）  市街化調整区域となる日以前の許可書 

添
付
図
面 

位置図(1/10,000 以上)    

区域図(1/2,500)   
印西市都市計画基本図（「印西市地形

図」という）によるもの ⇒ 都市計画部局 

設
計
図 

配置図(1/500 以上)   
敷地内における建築物又は特定工作物

の位置 

敷地求積図(1/500 以上)    

予定建築物等の平面図（1/100 以上）   
建築面積、延床面積の求積根拠を添

付。 

予定建築物等の立面図（1/100 以上） ２面以上  
敷地面積、構造及び規模（建築面積、

延床面積）、建蔽率、容積率、最高の高

さを表示。 

    市街化調整区域に指定された際（指定の前日までに）に、権利を有していたことを証する書面（原則

として申請者（届出者）の所有権又は地上権等の登記のある土地の登記簿謄本）を添付すること。 

    農地法第５条の規定による許可を受けた場合もしくは割賦販売方式により土地を取得した場合（この

場合は、申請（届出）に係る土地が市街化調整区域となる前に当該土地の利用権が発生しているも

の）にあっては、当該許可書の写し、もしくは当該割賦販売方式による土地の売買契約書の写しをも

って土地の登記簿謄本に代えることとする。 また、個人間における借地権についても、やむを得ない

場合は、土地の貸借契約書、賃貸料の領収書等によることとする。 
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第４号様式（第６条） 

（表） 

既存の権利者の届出書 

  年  月  日 

 

印西市長           様 

（届出者） 

住 所 

氏 名           ㊞ 

 

都市計画法第３４条第１３号の規定により、次のとおり届け出ます。 

１ 
届出者の職業 

（法人にあっては、その業務の内容） 
 

２ 

届
出
に
係
る
土
地
の
表
示 

所 在 地 番 地 目 地積（㎡） 

    

    

    

    

３ 
市街化調整区域の決定又は変更のあ
った年月日 

   年   月   日 

４ 
３の時期において土地又は権利を有し
ていた目的 

(1) 居住用（              ） 

(2) 業務用（              ） 

５ 予定建築物の用途  

６ 権利の種類及び内容 
種 類  

内 容  

７ 権利を取得した年月日    年   月   日 

８ 
届出に係る土地に建築物を建築又は第一種特定工作物を建設しようとす
る際、開発行為を伴う必要の有無 

有 ・ 無 

 注 裏面の注意事項をよく読んでから記載のこと。 
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（裏） 

注 意 事 項 

 

１ 届出に関する注意事項 

(1) この届出書は、自己の居住又は業務の用に供する建築物を建築又は自己の業務の用に供する第一種特

定工作物を建設する目的で都市計画法による市街化調整区域内の土地又は土地の利用に関する権利を有

していた者が、その旨を当該市街化調整区域に関する都市計画の決定又は変更のあった日から６か月以内

に市長に届け出る場合に用いるものである。 

(2) 「自己の居住の用に供する」とは、自らの生活の本拠として使用することをいい、ここにいう自己とは自然人

に限り、会社等の従業員宿舎又は組合が組員に譲渡する住宅の建設のために行う行為等は含まない。 

(3) 「自己の業務の用に供する建築物」とは、分譲住宅及び賃貸住宅並びに賃貸用の事務所、倉庫及び店舗

等を含まず、ホテル、旅館、結婚式場、中小企業協同組合の事業用共同施設及び会社等の従業員用福利厚

生施設（従業員宿舎を除く。）を含む。 

(4) 届出に係る土地において開発行為を行うため農地法第５条の規定による許可を必要とする場合は、市街化

調整区域となる前に当該許可を受けていなければならない。 

(5) 届出に係る土地に開発行為又は建築物の建築若しくは第一種特定工作物の建設を行う場合には、この届

出をした上で別途に都市計画法第２９条又は第４３条の許可を受ける必要があるので留意すること。 

 

２ 記載上の注意 

(1) 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

(2) ４欄の記載に当たっては、該当番号を○で囲み、具体的な目的を記載すること。 

(3) ５欄の記載に当たっては、具体的な用途を記載すること。 

(4) ６欄のうち権利の内容の欄は、土地の利用に関する所有権以外の権利（地上権、借地権等）を有する場合 

だけ記載すること。 

(5) ８欄は、農地等宅地以外の土地を宅地とする場合は、原則として開発行為を伴うもの（したがって、都市計画

法第２９条の許可すなわち開発許可を必要とする。）として取り扱われるので、これにより記載すること。 
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６．その他 

   本号の届出に係る土地が宅地又は開発行為を伴わないものである場合、届出をするときにおいて当

該土地を敷地とする建築物又は第一種特定工作物が現に存じており、かつ、当該建築物又は第一種特

定工作物が使用されていても本号の届出の対象として差し支えないものとする。 

   すなわち、市街化調整区域の決定（変更）後５年以内に既存の建築物又は第一種特定工作物の建て

替え（用途の変更を伴う場合を含む）を予定している場合には、本号の届出により取り扱うことも支障ない

ものである。 

   なお、この場合においても法第４３条第１項の規定による許可が必要である。 

 

第１４節 開発審査会案件（提案基準） （法第３４条第１項第１４号） 

 法律  

（開発許可の基準）  

第３４条 

十四  前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が開発審査会の議を経て、開発区域の周辺に

おける市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著

しく不適当と認める開発行為 
 

 政令  

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可の基準） 

第３６条  都道府県知事（指定都市等の区域内にあっては、当該指定都市等の長。以下この項に

おいて同じ。）は、次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、法第４３条第１項の許

可をしてはならない。 

<第一号～二号略> 

三  当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物が次のいずれかに該当すること。 

<イ～二略> 

ホ  当該建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと認め

られ、かつ、市街化区域内において建築し、又は建設することが困難又は著しく不適当と認め

られる建築物又は第一種特定工作物で、都道府県知事があらかじめ開発審査会の議を経たもの 
 

１．法第３４条第１４号（開発審査会付議案件）の位置付け 

   法第３４条第１号から第１３号までのいずれの規定にも該当しない開発行為について、地域の特性、

社会経済の発展状況の変化、市街化区域を含めた市街化の状況、区域区分の態様等の事情を総合

的に勘案し、当該開発行為の予定建築物の用途、目的、位置、規模等を個別具体的に検討して、周

辺の市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街化区域内で行うことが困難又は著しく不

適当と認められる場合は、開発審査会の議を経て、許可しうることとしている。 

ここで、「市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為」とは、その

開発行為を市街化調整区域内で行う場合と、市街化区域内で行う場合とで比較して、市街化区域内

において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為をいう。 
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この規定は、客観的にみて、その用途等から市街化調整区域内に存することが相当であり、市街化

区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められるものであることをいうのであって、市街化

区域に所有地や賃借不動産を有しないとか、市街化区域においてすでに家が建っていて空地が取

得しにくいといった個人的事情は含まれない。（昭和５１年１２月２２日名古屋地裁判例） 

また、「開発審査会の議を経る」とは，開発審査会が開発許可権者と同じように許可基準の審査を

行うのではなく、許可権者が許可相当と判断したことに対して、その判断が本号の規定に照らして適

当かどうかを審議することをいう。したがって、逆に不許可の処分をするにあたっては、開発審査会の

議を経る必要はない。 

提案基準は、許可権者が開発審査会へ諮問する上で「通常原則として許可して差し支えないものと

考えられるもの」として定めたものであり、各提案基準に示す基準は、許可申請に当たって必要条件と

しての性格を持つ。 

本号に基づく許可にあたりこのような手続きを要することとしたのは、本号の要件は一般的、包括的

な規定であるので裁量的要素が強く、公正かつ慎重な運用を行う必要があるためである。 
 

２．印西市における取扱い 

開発審査会は都道府県と指定都市、中核市及び特例市にのみ設置することとされているので、地方

自治法第２５２条の１７の２第１項の規定により、開発行為等の規制に係る事務を処理することとされてい

る事務処理市の本市が本号に基づき開発許可を行う場合であっても、県に設置されている開発審査会

の議を経る必要がある。 
 

３．申請別の根拠法令 

   （１）法第２９条（開発行為）許可申請の場合 ： 法第３４条第１４号 

   （２）法第４３条（建築行為等）許可申請の場合 ： 政令第３６条第１項第３号ホ 
 

４．千葉県開発審査会提案基準 

    法第３４条第１４号及び政令第３６条第１項第３号ホの規定に基づき、千葉県開発審査会へ諮問す

る上で「通常原則として許可して差し支えないものと考えられるもの」として以下のように定められてい

る。 

 

法第３４条第１４号及び政令第３６条第１項第３号ホの規定の運用について 

 

開 発 審 査 会 提 案 基 準 

 

（最終改正：令和２年３月３０日） 

番号 項     目 千葉県通知 
案件区分 

包括案件 個別案件 

１ 分家住宅 

昭和46年3月1日 第135号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

令和2年3月30日 第782号 

○  －  

２ 収用対象事業の施行による移転又は除却 

昭和46年3月1日 第135号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  ○ 

市街化区域から

市街化調整区

域への移転の場

合 
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３ 社寺仏閣及び納骨堂 

昭和47年5月2日 第277号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

４ 既存集落内の自己用住宅 
昭和57年９月20日 第262号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

○  －  

５ 準公益的施設 

昭和47年5月2日 第277号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  －  

６ 既存適法建築物の増改築等 

昭和46年3月1日 第135号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  ○  

７ 災害危険区域等に存する建築物の移転 

昭和57年9月20日 第262号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  ○ 

市街化区域から

市街化調整区

域への移転の場

合 

８ 
屋外施設等の付帯施設を建築する目的で行う建
築行為等 

昭和47年5月2日 第277号 

(一部改正) 

平成６年３月31日 第549号 

平成27年1月22日 第613号 

○  －  

９ 
既存の権利者の届出を怠った者が行う開発行為
等 

昭和47年5月2日 第277号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

○  －  

１０ 
宅地開発を目的として造成された区画内の土地に
おける建築行為等 

昭和50年6月20日 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

○  －  

１１ 
宅地開発事業の基準に関する条例に基づく確認
を受けて造成が行われた土地に建築するもの 

昭和57年9月20日 第262号 

(一部改正) 

平成23年３月23日 第800号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  －  

１２ 
災害防止上又は土地利用上住環境の整備をする
ことが必要と認められる土地における開発行為 

昭和57年9月20日 第262号

(廃止) 

平成27年1月22日 第613号 

○  －  

１３ 
大規模既存集落（指定既存集落）内の小規模開
発等   (1)自己用住宅  (2)分家 

(3)小規模な工場等 

昭和62年3月31日 第375号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

平成28年9月21日 第364号

令和2年3月30日 第782号 

○ (1)･(2) ○ (3) 

１４ 大規模な流通業務施設及び特定流通業務施設 

昭和62年3月31日 第375号 

(一部改正) 

平成20年7月11日 第271号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

１５ 
有料老人ホームのうち、設置及び運営が県の定め
る基準等に適合する優良なもの 

昭和61年12年16日第262号 

(一部改正) 

平成10年9月16日 第396号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

１６ 
工場、研究所及び有料老人ホームに従事する者
の社宅及び寮 

昭和62年3月31日 第375号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○ 同一敷地内 ○  

１７ 
学校教育法に基づく大学（短期大学含む）におけ
る学生寮 

昭和62年3月31日 第375号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○ 

同一敷地内 
○  

１８ 病院の看護師寮 

昭和62年3月31日 第375号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○ 

同一敷地内 
○  
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１９ 幹線道路の沿道における大型自動車の修理工場 
昭和62年3月31日 第375号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

２０ 介護老人保健施設 

昭和63年9月20日 第193号 

(一部改正) 

平成13年7月31日 第276号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

２１ 既存適法第一種特定工作物の増改築 
平成２年６月14日 第111号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

２２ 
地域振興を図るための工場等（成田市、酒々井
町） 

平成３年3月20日 第381号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

２３ 
線引き前から宅地になっている土地における建築
行為 

平成２年6月14日 第111号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

○  －  

２４ ヘリポート関連施設 
平成３年３月20日 第381号 

(廃止)平成27年1月22日第613号 
－  ○  

２５ 
コンクリート廃材リサイクルプラントを建設する目的
で行う開発行為等 

平成4年3月30日 第531号 

(一部改正) 

平成26年5月21日 第96号 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

２６ 改良土プラントを建設する目的で行う開発行為等 

平成7年3月24日 第505号 

(一部改正) 

平成26年5月21日 第96号 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

２７ 
土地区画整理事業等の施行による既存用途不適
格建築物等の移転 

平成5年5月13日 第79号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

２８ 
住居系地域における既存用途不適格建築物等の
移転 

平成5年5月13日 第79号 

(一部改正) 

平成8年3月22日 第394号 

平成26年5月21日 第96号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

２９ 市町村営住宅を建設する目的で行う開発行為等 

平成5年7月16日 第214号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

３０ 
空港周辺地域の屋外駐車場付帯事業所の建築行
為等 

平成6年3月31日 第550号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

平成30年3月30日 第780号 

○  －  

３１ 納骨堂を建築する目的で行う開発行為等 
平成7年3月24日 第505号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

３２ 
許認可・確認等を受け造成された区域における宅
地の再分割の開発行為等 

平成7年3月24日 第505号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  －  

３３ 
木材の卸売りのために開設される市場の開発行為
等 

平成8年10月31日 第276号 

(一部改正) 

平成26年5月21日 第96号 

平成27年1月22日 第613号 

－  ○  

３４ 
病院又は診療所に通院する患者の利便性を目的
とした薬局 

平成12年4月28日 第82号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

○  －  

３５ 農産物の直売所のための開発行為等 

平成15年3月28日 第643号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

（廃止） 

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  



259 
 

３６ 
使用済自動車の再資源化等に関する法律第２条
第13項の「解体業」又は第14項の「破砕業」に係る
既存の解体作業場等 

平成16年7月29日 第285号 －  ○  

３７ 社会福祉施設等 

平成19年11月13日 第5133号 

(一部改正) 

平成25年8月19日 第282号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

３８ 医療施設 

平成19年11月13日 第5133号 

(一部改正) 

平成23年3月23日 第800号 

平成27年1月22日 第613号

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

３９ 学校 

平成19年11月13日 第5133号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

４０ 
国、県等が行った開発許可適用除外造成地にお
ける建築行為 

平成21年3月30日 第1041号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

平成28年1月5日 第618号 

令和2年3月30日 第782号 

○  ○ 

(1)において当

該開発行為の

土地利用の目

的が明確でない

場合 

４１ 地域包括支援センター 

平成20年11年６日第578号 

(一部改正) 

平成27年1月22日 第613号 

令和2年3月30日 第782号 

－  ○  

４２ 地域再生のための用途変更等 令和2年3月30日 第782号 －  ○  

４３ 地域経済牽引事業 令和2年3月30日 第782号 －  ○  

４４ 
農林水産業の持続的な発展を図るための開発行

為等 
令和2年3月30日 第782号 －  ○  

（基準改正に伴う経過措置） 

１ 改正千葉県開発審査会提案基準番号４４（一部改正 令和２年３月３０日付け第７８２号）の施行に伴い、旧千葉

県開発審査会提案基準番号３５（一部改正 平成２７年１月２２日付け第６１３号）に該当するものとして、令和３年

３月３１日までに許可申請されたものに係わる開発審査会の基準は、改正基準に係わらず旧基準による。 

 

２ 「許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。（①建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 ②地す

べり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 ③土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 ④急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条

第１項の急傾斜地崩壊危険区域)」の取り扱いについては、令和３年３月３１日までに許可申請されたものに限り

適用されない。 

（千葉県開発審査会提案基準番号２,３,５,７,１１,１３,１４,１６,１７,１８,２７,２８,２９,３２,３４,３９,４０,４１） 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１ 分家住宅 

〔包括〕 

市街化調整区域において自己の土地を所有しつつ継続して生

活の本拠を有する農家世帯に代表される世帯がその世帯の通常

の分化発展の過程で必要とする分家住宅を建築する目的で行う

開発行為等で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 申請者は、次のいずれかに掲げる者で分家する合理的理由

があること。 

① 現に農業を営む世帯又は農家から分家住宅として開発許

可を受けた世帯（これらに関する子孫の世帯を含む。）から分

家する者で、かつ、従前同一世帯構成員として２年以上の同

居の事実のある者 

② 市街化調整区域に関する都市計画の決定（以下「線引」と

いう。）前から引き続きその生活の本拠を有している世帯又は

当該世帯から分家住宅として開発許可を受けた世帯（これら

に関する子孫の世帯を含む。）から分家する者で、かつ、従

前同一世帯構成員として２ 年以上の同居の事実のある者 

(2) 「分家する合理的理由」とは、次のいずれかに該当すること。 

① 単身者にあっては、結婚により分家する場合 

② 結婚した者が分家する場合（なお、結婚したものには、現在

離婚している者若しくは配偶者が死亡した者も含む。） 

(3) 申請者は、自己の住宅を所有していないこと。また、申請者及

び両親において、市街化区域内に分家住宅等を建築すること

が可能な土地を所有していないこと。 

(4) 許可申請地は、線引前から本家たる世帯が所有若しくは線引

前から本家が所有していた土地を相続等により取得していた土

地であること（敷地延長部分を除く。）。 

ただし線引後、農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４

年法律第５８号）第１３条の２ の規定による農業振興地域内の

土地の交換分合により取得した土地はこの限りではない。 

(5) 開発区域又は建築物の敷地（以下「予定建築物の敷地」とい

う。）の面積は５００平方メートル以下とすること。 

(6) 農家世帯以外の分家住宅の場合の許可申請地は、原 

則として農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号

に規定する農用地区域並びに森林法（昭和２６年法律第２４９

号）第２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まない

こと。 

(7) 予定建築物の名称は、「分家住宅」とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 「世帯構成員」と

は、民法第７２５条

に規定する親族

をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２ 収用対象事業の施

行による移転又は

除却 

〔包括〕 

〔個別〕 市街化区域か

ら市街化調整区域 

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３条に規定する事業

（以下「収用対象事業」という。）の施行により建築物（以下「収用対

象建築物」という。）が移転又は除却しなければならない場合にお

いて、これに代わるべきもので、次に掲げるすべての事項に該当

するもの。 

(1) 収用対象建築物が市街化調整区域に存すること。ただし、市

街化区域に存するもので市街化調整区域に移転する場合にあ

っては、その合理的理由について、関係部局と調整がとれたも

のであること。 

(2) 「合理的理由」とは、申請者が宅地として使用し得る土地を市

街化調整区域内に従前から所有しており、敢えて市街化区域

に土地を求めさせることの合理性が乏しい場合、又は収用対象

事業の事業者（以下「起業者」という。）において適切な土地を

斡旋する場合等、真にやむを得ないものであること等をいい、次

のすべてに適合するものであること。 

① 市街化区域から市街化調整区域へ移転すべき理由が適切

であること。 

② 許可申請地に立地することについて、社会通念上妥当と思

われるものであること。 

③ 当該収用対象事業の公共性、緊急性等から移転による効

果が十分認められること。 

(3) 予定建築物の用途は、原則として従前の建築物の用途と同一

であること。 

(4) 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８８条第３項

に規定する住宅等の立地を適正なものとするために必要な勧

告の基準（以下「住宅等の届出に対する勧告基準」という。）及

び同法第９０条に規定する特定開発行為・特定建築行為の立

地基準（以下「居住調整地域の立地基準」という。）並びに同法

第１０８条第３項に規定する誘導施設の立地を適正なものとする

ための勧告の基準 

（以下「誘導施設の届出に対する勧告基準」という。）との連携の

ため、予定建築物の用途が次のいずれかに該当する場合は、

関係部局と調整がとれたものであること。 

① 同法第８１条第１項に規定する立地適正化計画を作成した

市町村において、予定建築物の用途が同条第２項第３号に

規定する誘導施設に該当する場合、又は同法第８８条第１項

に規定する住宅等に該当する場合 

 

 

 

 

 

(1) 左欄(1)の「関係

部局」とは、起業

者、宅地開発部

局等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 左欄(4)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合、及び

同法施行令（平成１４年政令第１９０号）第２９条第１項に規定

する戸数以上の住宅の場合、並びに同条第２項に規定する

規模以上の住宅の場合 

(5) 予定建築物の用途が、自己の業務の用に供する施設にあっ

ては、許可申請地に原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３９条第１項の災

害危険区域 

② 地すべり等防止法(昭和３３年法律第３０号)第３条第１項の

地すべり防止区域 

③ 土砂災害計画区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の土砂災害

特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 予定建築物の規模は、用途等を勘案し、原則として従前のも

のと相違しないこと。 

(7) 予定建築物の位置については、地域の土地利用の状況等に

照らして適切なものであること。 

(8) 予定建築物の敷地の規模は、原則として従前とほぼ同じであ

ること。 

(9) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(10) 収用対象建築物の立地要件によっては、都市計画法(昭和４

３年法律第１００号)第４１条第１項の規定に基づく建築物の建蔽

率等の制限（以下「都市計画法第４１条制限」という。）を適切に

設定すること。 

(11) 予定建築物の名称は、収用対象建築物の立地要件に基づ

き適切に設定すること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３ 社寺仏閣及び納骨

堂 

〔個別〕 

原則として当該市街化調整区域を中心とした地域社会における

住民の日常の宗教的生活に関連した施設を対象とし、次に掲げる

すべての事項に該当するもの。 

(1) 既存の集落等における地域的性格の強い鎮守、社、庚申堂、

地蔵堂等を構成する建築物であること。 

(2) 宗教活動上の施設であって当該市街化調整区域及びその周

辺の地域における信者の分布等からみて、当該地域に立地す

る合理的事情があること。なお、「宗教活動上の施設」とは、原

則として宗教法人の行う儀式・教化育成のための施設及びこれ

に付属する社務所・庫裏をいい、宿泊施設及び休憩施設は原

則として含まない。 

(3) 建築物の規模、平面計画（間取り）等が用途に照らしてふさわ

しいものであること。 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害計画区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２ に規定する保安林を含まないこと。 

(6) 予定建築物の名称は、「○○（宗教施設）」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

４ 既存集落内の自己

用住宅 

〔包括〕 

既存集落内において建築することがやむを得ないものと認めら

れる自己用住宅で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 既存集落とは次のいずれかの区域にあって、おおむね５０戸

以上の建築物が存在しているものであること。 

① 許可申請地を含む半径１５０メートルの円の範囲内 

② 国道、県道等の主要な道路の沿線片側５０メートルの奥行き

で、面積７ヘクタールの範囲内 

③ 建築物の敷地間の距離がおおむね５０メートル以内で連続

して存在する地域の範囲内 

上記①及び②に掲げるそれぞれの区域の境界部分に存する

建築物の敷地に接している敷地、及びこれに連続している敷地

があるときは、これを戸数に算入して差し支えない。 

(2) 戸数の算定に当たっては、車庫・物置・その他の付属建築物

を伴う場合、これらを含む全体の敷地を一戸として数えるものと

する（２０戸以上が市街化調整区域内に存するものであるこ

と。）。なお、現に存する建築物のみを算入すること。 

(3) 許可申請地は、申請者において線引前から所有していたもの

であること。なお、線引前から所有していた者から相続（被相続

人からの生前贈与を含む。）によって取得した土地も含む。 

(4) 予定建築物は、自己の居住の用に供する一戸の専用住宅で

あること。 

(5) 予定建築物の敷地の面積は、５００平方メートル以下とし、予

定建築物の規模・構造等が一戸の専用住宅にふさわしいもの

であること。 

(6) 申請者は、自己の住宅を所有していないこと。ただし、次のい

ずれかに該当する場合は、この限りではない。 

① 現在の住居が家族構成等から見て過密、狭小であり、現在

地で増築等の対処ができない事情があり、やむを得ないと認

められるもの。 

② 現在の住居が被災し、現在地に建替えることが困難等の事

情があり、やむを得ないと認められるもの。 

③ 定年、退職、卒業等の事情がある場合等社会通念に照ら

し、やむを得ないと認められるもの。 

(7) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(8) 予定建築物の名称は、「自己用住宅」とすること。 

 

 

(1) 「おおむね５０戸

以上の建築物」と

は、最低４０戸以

上の建築物をい

う。 

 

 

(2) 左欄(1)③の「お

おむね」とは、１０

パーセントを限度

とすることをいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

５ 準公益的施設 

〔包括〕 

地区集会所その他都市計画法第２９条第１項第３号に規定する

施設に準ずる施設である建築物で、次に掲げるすべての事項に

該当するもの。 

(1) 主として市街化調整区域内居住者を対象とするものであって

社会的、地域的に公益性が強いと認められる施設（地区集会

所、消防器具庫等）であること。 

なお、市街化区域内居住者を含めて対象とするものであって

も、市街化区域に土地を求めることが困難な場合など真にやむ

を得ないと認められるものはこの限りではない。 

(2) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(3) 施設の設置、管理及び運営を町内会・自治会等が行い、適正

な管理が行われるものであること。 

(4) レジャー的な施設その他これらに類する建築物と併用されるも

のでないこと。 

(5) 施設の必要性、設置計画等の合理的事情から、当該施設が

立地する市町村の市町村長の承認が得られているものであるこ

と。 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 予定建築物の名称は、下記を参考に適切に設定すること。 

①「地区集会所（準公益的施設）」 

②「青年館（準公益的施設）」 

③「消防器具庫（準公益的施設）」 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

６ 既存適法建築物の

増改築等 

〔包括〕 

〔個別〕 

 

 

１ 用途変更を伴わない既存適法建築物の増改築等で、次に掲げ

るすべての事項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の敷地は、原則として既存建築物の敷地とするこ

と。ただし、既存建築物の敷地が１００平方メートル未満であるな

ど著しく過小であり真にやむを得ないと認められる場合の専用

住宅にあっては、敷地面積１８０平方メートルを限度とする。 

(2) 予定建築物の規模は、用途等を勘案し、原則として既存建築

物の延べ面積の２倍を限度とする。 

ただし、合理的な事由がありやむを得ないと認められる場合に

はこの限りではない。 

(3) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準並びに誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、

予定建築物の用途が次のいずれかに該当する場合は、関係部

局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条

第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合、又は同

法第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合、及び

同法施行令第２９条第２項に規定する規模以上の住宅の場

合 

(4) 予定建築物の名称は、既存建築物の立地要件に基づき適切

に設定すること。 
 

２ 既存適法建築物の使用者属性の変更に伴う用途変更等で、次

に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1)対象建築物 

対象建築物は次に掲げるもので、建築後１０年以上が経過し

ているものとする。ただし、建築後１０年未満であっても、申請者

の死亡、破産など真にやむを得ないと認められる場合はこの限

りではない。 

① 都市計画法第２９条第１項第２号に規定する農林漁業者の

居住用住宅、若しくは改正前の都市計画法第２９条第１項第

３号に基づき運用した診療所併用住宅 

（改正：平成１８年５月３１日 施行：平成１９年１１月３０日） 

② 都市計画法第３４条第１号の規定により許可された店舗等

既存建築物の敷

地内で行う建築行

為であって、増改築

後の延べ面積が既

存建築物の延べ面

積の１．５倍以下で

あるものについて

は、用途の変更がな

い場合であれば、許

可を要しない。 

(1) 「既存建築物」と   

は、申請日前に存

するものをいう。 

(2) 「既存建築物の

敷地」とは、線引

時点又は線引後

に都市計画法の

規定に基づき許

可等を得た時点

における建築物

の敷地をいう。 

(3) 左欄(3)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 「用途変更等」

の「等」とは、用途

変更に伴う増改築

を含むものとす

る。 

(5) 審査に当たって

は、次の資料を参

考とする。 

① 都市計画法第

29条第1項に基づ

く許可証及び同

法第36条第2項に

規定する検査済

証、同法第43条

第1項に基づく許

可証並びに都市

計画法施行規則

（昭和44年建設省
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併用住宅 

③ 都市計画法第３４条第１３号の規定により許可された自己用

住宅若しくは店舗併用住宅 

④ 都市計画法第３４条第１２号、第１４号の規定により許可され

た分家住宅、自己用住宅及び店舗併用住宅 

(2) 予定建築物は一戸の専用住宅とすること。 

(3) 申請人は、現に建築物を所有し居住している者であること。 

(4) 予定建築物の敷地は、原則として既存建築物の敷地とする。

ただし、既存建築物の敷地が１００平方メートル未満であるなど

著しく過小であり真にやむを得ないと認められる場合の専用住

宅にあっては、敷地面積１８０平方メートルを限度とする。 

 (5) 予定建築物の名称は、「専用住宅」とすること。 

令第49号）第60条

の規定による証明

書 

② 建築基準法第6

条第1項及び同法

第6条の2第1項に

基づく確認通知

書及び検査済証 

③ 地方税法（昭和

25年法律第226

号）第380条第1項

に規定する固定

資産課税台帳に

よる課税証明書 

④ 不動産登記法

（明治32年法律第

24号）第2条第9号

に規定する土地・

建物登記簿謄本 

⑤ その他 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

７ 災害危険区域等に

存する建築物の移

転 

〔包括〕 

〔個別〕 市街化区域か

ら市街化調整区域 

 

冒頭の①から⑥に掲げる事業又は勧告により移転しなければな

らない建築物（以下「移転対象建築物」という。）がある場合におい

て、これに代わるべきもので、次の(1)から(9)に掲げるすべての事

項に該当するもの。 

① がけ地近接等危険住宅移転事業として行う移転 

② 地すべり等防止法第２４条第１項の規定による関連事業計

画に基づく移転 

③ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第９条第３

項の勧告に基づく移転 

④ 建築基準法第１０条第１項の勧告に基づく移転 

⑤ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第２６条第１項の勧告に基づく移転 

⑥ その他条例、要綱等に基づく①から⑤までと同等と認められ

るもの。 

(1) 移転対象建築物が市街化調整区域に存すること。ただし、市

街化区域に存するもので市街化調整区域に移転する場合にあ

っては、その合理的理由について、関係部局と調整がとれたも

のであること。 

(2) 「合理的理由」とは、申請者が宅地として使用し得る土地を従

前から所有しており、敢えて市街化区域に土地を求めさせること

の合理性が乏しい場合、又は知事等により適切な土地を斡旋

する場合等、真にやむを得ないものであること等をいい、次のす

べてに適合するものであること。 

① 市街化区域から市街化調整区域へ移転すべき理由が適切

であること。 

② 許可申請地に立地することについて、社会通念上妥当と思

われるものであること。 

(3) 予定建築物の用途は、原則として移転対象建築物の用途と同

一であること。 

(4) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準並びに誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、

予定建築物の用途が次のいずれかに該当する場合は、関係部

局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条

第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合、又は同

法第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 左欄(1)の「関係

部局」とは、左欄

冒頭の①から⑥

の担当部局、宅

地開発部局等を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 左欄(4)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 

 



269 
 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合、及び

同法施行令第２９条第１項に規定する戸数以上の住宅の場

合、並びに同条第２項に規定する規模以上の住宅の場合 

(5) 予定建築物の敷地の規模は、移転対象建築物の敷地とほぼ

同じであること。 

(6) 予定建築物の規模は、用途等を勘案し、原則として従前のも

のと相違しないこと。 

(7) 予定建築物の位置については、地域の土地利用の状況等に

照らして適切なものであること。 

(8) 予定建築物の名称は、移転対象建築物の立地要件に基づき

適切に設定すること。 

(9) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(10) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２

５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

８ 屋外施設等の付帯

施設を建築する目

的で行う建築行為

等 

〔包括〕 

１ キャンプ場等の屋外施設に係る付帯建築物であって、次に掲

げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 管理棟の延べ面積は、１００平方メートル以下とし、原則として

平家建てとすること。 

(2) 屋外施設の規模・内容等から当該施設の管理上又は利用上

必要と認められる最小限のクラブハウス・バンガロー等の宿泊施

設であること。 

(3) 予定建築物の敷地は、原則として屋外施設の用地と明確に区

分されたものとして、必要最小限の設定がなされているものであ

ること。 

(4) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さを５メートル以下と

すること。 

(5) 予定建築物の名称は、「管理棟（屋外施設）」、「クラブハウス

（屋外施設）」、「バンガロー（屋外施設）」等とすること。 

 

２ １ヘクタール未満の運動・レジャー施設、墓地、埋葬等に関す

る法律（昭和２３年法律第４８号）第２条第５項に規定する墓地

（以下「墓園」という。）等の屋外施設に係る付帯建築物であっ

て、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 管理棟は、当該施設の管理上又は利用上必要最小限のもの

で、延べ面積１００平方メートル以下とし、原則として平家建てと

すること。 

(2) 墓園の管理棟にあっては、既存の墓園の管理棟を対象とす

る。ただし、同法第１０条の規定による墓地、納骨堂又は火葬場

の経営の許可等の基準その他墓地等の経営に関し必要な事項

を定めた当該市町村の条例の規定による事前協議を経たもの

であって、確実に許可される見込みがあるものはこの限りではな

い。 

(3) 予定建築物の敷地は、原則として屋外施設の用地と明確に区

分されたものとして、必要最小限の設定がなされているものであ

ること。 

(4) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さ５メートル以下とす

ること。 

(5) 予定建築物の名称は「管理棟（運動・レジャー施設）」、「管理

棟（墓園）」等とすること。 

 

３ 駐車場及び資材置場に係る付帯建築物であって、次に掲げる
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すべての事項に該当するもの。 

(1) 管理棟は、営業活動又は事業活動を目的としない防犯管理

上必要最小限のもので、延べ面積１００平方メートル以下とし、

原則として平家建てとすること。 

(2) 原則として既存の駐車場及び資材置場に係る管理棟を対象と

する。 

(3) 予定建築物の敷地は、原則として駐車場及び資材置場の用

地と明確に区分されたものとして、必要最小限の設定がなされ

ているものであること。 

(4) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さを５メートル以下と

すること。 

(5) 予定建築物の名称は、「防犯管理棟」とすること。 

 

４ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号。以下「廃掃法」という。）第１５条第１項に規定する産業廃棄

物処理施設（最終処分場を除く。）又は千葉県廃棄物の処理の

適正化等に関する条例(平成１４年条例第３号)第１２条第１項に

規定する小規模産業廃棄物処理施設に係る管理事務所であっ

て、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 管理事務所の延べ面積は、おおむね３０平方メートル以下と

し、原則として平家建てとすること。 

(2) 既存の産業廃棄物処理施設に係る管理事務所を対象とする。

ただし、千葉県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する

指導要綱第４条に規定する事前協議を経たものであって、確実

に許可される見込みがあるものはこの限りではない。 

(3) 予定建築物の敷地は、原則として産業廃棄物処理施設の用

地と明確に区分されたものとして、必要最小限の設定がなされ

ているものであること。 

(4) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さを５メートル以下と

すること。 

(5) 予定建築物の名称は、「管理事務所（産業廃棄物処理施設）」

とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

９ 既存権利者の届出

を怠った者が行う開

発行為等 

〔包括〕 

都市計画法第３４条第１３号に規定する届出を怠った者が自己

用住宅を建築する目的で行う開発行為等で、次に掲げるすべて

の事項に該当するもの。 

(1) 線引の日から起算して５年以内に開発行為等が行われるもの

であること。 

(2) 予定建築物は、自己の居住の用に供する一戸の専用住宅で

あること。 

(3) 線引前に土地又は土地の利用に関する権利を有していたこと

が客観的に認められること。 

(4) 審査に当たっては、次の資料等を参考とする。なお、申請人が

過去において同様の許可を受けている場合は、原則として本提

案基準の対象としない。 

① 不動産登記法第２条第９号に規定する土地登記簿謄本 

② 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３条第１項に基づく農

地転用許可証 

(5) 予定建築物の名称は、「自己用住宅」とする。 

 

 

 

NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１０ 宅地開発を目的と

して造成された区画

内の土地における

建築行為等 

〔包括〕 

線引前に宅地開発を目的として造成された土地における建築

行為等で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 線引前に宅地開発が行われた土地で現況が宅地となってお

り、かつ、給排水・電気等の施設が整備されているものであるこ

と。なお、「線引前に宅地開発が行われた土地」の判断に当たっ

ては、次の事項を参考とする。 

① 線引前に宅地造成が行われた（線引時に工事中のものを含

む。）土地であることが、当該市町村の調査によって明らかで

あること。 

② 道路位置指定等から見て線引前に宅地造成が行われた

（線引時に工事中のものを含む。）土地であることが確認でき

ること。 

(2) 予定建築物は、自己の居住の用に供する一戸の専用住宅で

あること。 

(3) 予定建築物の名称は、「専用住宅」とすること。 

 

 



273 
 

NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１１ 宅地開発事業の基

準に関する条例に

基づく確認をうけて

造成が行われた土

地に建築するもの 

〔包括〕  

宅地開発事業の基準に関する条例（昭和４４年条例第５０号）第

７条に基づく確認を受けて造成が行われた土地に建築物を建築

するもので、次に掲げる事項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の用途は、宅地開発事業の基準に関する条例に

基づく確認を受けた際の建築物の用途と同一であること。 

(2) 宅地開発事業の基準に関する条例に基づく確認を受けた土

地において、未利用地を宅地へ転用する場合には、確認を受

けた際の土地利用と相違しないこと。 

(3) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準並びに誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、

予定建築物の用途が次のいずれかに該当 

する場合は、関係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条

第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合、又は同

法第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合、及び

同法施行令第２９条第１項に規定する戸数以上の住宅、並び

に同条第２項に規定する規模以上の住宅の場合 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 予定建築物の名称は、宅地開発事業の基準に関する条例に

より確認を受けた建築物の用途を適切に設定すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 左欄(3)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１３ 大規模既存集落

（指定既存集落）内

の小規模開発等 

〔包括〕 （１）（２） 

〔個別〕 （３） 

１ 自己用住宅について 

線引前から現在に至るまで引き続いて指定既存集落に生活

の本拠を有する者が自己用住宅を建築する目的で行う開発行

為等で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

なお、「生活の本拠を有する者」とは、少なくとも１０年以上継

続して居住していた事実が確認できる者をいう。  

 ただし、収用対象事業の移転又は災害危険区域からの移転

等により当該指定既存集落内に生活の本拠を有することとなっ

た者については、１０年以上の継続居住の要件は適用しない。

また、転勤等社会通念上やむを得ない理由により継続期間が

中断した場合は、中断期間を除いて継続しているものとみな

す。 

(1) 予定建築物は、原則として自己の居住の用に供する一戸の

専用住宅であること。 

(2) 予定建築物の敷地の面積は５００平方メートル以下とし、予

定建築物の規模・構造等が一戸の専用住宅にふさわしいも

のであること。 

(3) 申請者は自己の住宅を所有していないこと。ただし、次のい

ずれかに該当している場合はこの限りではない。 

① 現在の住居が家族構成などから過密過小であり、 現在

地での増築等で対処できない事由からやむを得ないと認

められるもの。 

② 現在の住居の被災、定年退職、卒業等の事情があり社会

通念に照らしてやむを得ないと認められるもの。 

(4) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関 する

法律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林

法第２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まな

いこと。 

(5) 予定建築物の名称は、「自己用住宅」とすること。 
 

２ 分家住宅について 

線引前から現在に至るまで引き続いて指定既存集落に生活

の本拠を有する世帯の通常の分化発展の過程で必要とする分

家住宅を建築する目的で行う開発行為等で、次に掲げるすべ

ての事項に該当するもの。 

なお、「生活の本拠を有する世帯」とは、少なくとも１０年以上

継続して居住していた事実が確認できる世帯をいう。ただし、収

(1) 対象となる指定

既存集落は、大

規模既存集落指

定地域（別紙１）

のとおり。 
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用対象事業の移転又は災害危険区域からの移転等により当該

指定既存集落内に生活の本拠を有することとなった世帯につい

ては、１０年以上の継続居住の要件は適用しない。また、転勤等

社会通念上やむを得ない理由により継続期間が中断した場合

は、中断期間を除いて継続しているものとみなす。 

(1) 申請者は従前同一世帯構成員として２年以上の同居の事

実がある者で、分家する合理的な理由があること。 

(2) 「分家する合理的理由」とは、次のいずれかに該当するこ

と。 

① 単身者にあっては、結婚により分家する場合 

② 結婚した者が、独立した世帯を構成しようとして分家する場

合（結婚した者には、現在離婚している者若しくは配偶者が

死亡した者も含む。）。 

(3) 申請者及び従前の世帯において、市街化区域内に 分家

住宅を建築することが可能な土地を所有していないこと。 

(4) 申請者は自己の住宅を所有していないこと。 

(5) 予定建築物の敷地の面積は５００平方以下メートルであるこ

と。 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法

第２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこ

と。 

(7) 予定建築物の名称は、「分家住宅」とすること。 
 

３ 小規模な工場等について 

線引前から現在に至るまで引き続いて指定既存集落に生活

の本拠を有する者が小規模な工場等を建設する目的で行う開

発行為等で、次に掲げるすべてに該当するもの。 

なお、「生活の本拠を有する者」とは、少なくとも１０年以上継

続して居住していた事実が確認できる者をいう。 

ただし、収用対象事業の移転又は災害危険区域からの移転

等により当該指定既存集落内に生活の本拠を有することとなっ

た者については、１０年以上の継続居住の要件は適用しない。

また、転勤等社会通念上やむを得ない理由により継続期間が

中断した場合は、中断期間を除いて継続しているものとみな

す。 

(1) 「工場等」の「等」とは事務所、店舗をいうものであること。た

だし、店舗については風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項各号

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「世帯構成員」と

は、民法第７２５ 

条に規定する親

族をいう。 
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及び第６項各号に規定する店舗は除く。 

(2) 予定建築物は、許可申請地の周辺の土地利用と調和のと

れた自己の業務の用に供する建築物であること。 

(3) 予定建築物の敷地の面積は１，０００平方メートル以下であ

ること。 

(4) 予定建築物が店舗にあっては、延べ面積を原則として５００

平方メートル（予定建築物の敷地が国・県道等に接している

場合は１，０００平方メートル）以下とすること。 

(5) 予定建築物がその経営形態、運営管理上等自己の生計を

維持するため必要であるとする合理的理由があること。 

(6) 「合理的理由」とは、定年退職等の事情により、社会通念に

照らし、新規に事業を営むことが、やむを得ないと認められる

ものをいう。なお、市街化区域等に現に工場等を有していな

いこと。 

(7) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条

第１項の急傾斜地崩壊危険区域 

(8) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法

第２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこ

と。 

(9) 予定建築物の用途が店舗の場合の都市計画法第４１条制

限は次のとおりとすること。 

基準内容(4)に規定する延べ面積を予定建築物の敷地で除

して得た値を用いて、容積率を設定すること。 

(10) 予定建築物の名称は、「自己用小規模店舗○○）」、「自

己用小規模工場（○○）」等とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3) 「国・県道等」と

は、幅員６メートル

以上の市町村道

を含む。 

  

  （別紙１） 大規模既存集落指定地域 （印西市域のみ抜粋） 

市町村名 大 字 小 字 

印 西 市 岩    戸 木ノ下、中里、市場、木ノ宮、上ノ坊、本郷、辺田、宮坂の各全部の区域、広台、

道上の各一部の区域 

瀬    戸 内江川、水神前、梨ノ木、法経堂、石堂、宮畑、新生、鈴耕地、大畑、井戸向、宮

作、上湯屋、新山の各全部の区域、辺田前、堂下、松ノ木作、細田台、外江川、エ
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ゴ作、房田の各一部の区域 

山    田 市井の一部の区域 

浦    部 大宮、神台、神保台、物見台、御手洗、山王下、鍛冶ヶ下の各全部の区域、出

口、松山下、辺田口、普請場、大溝、北浦、寺下の各一部の区域 

白    幡 泉倉坊、観上台、小船戸の各全部の区域、庚申前の一部の区域 

浦幡新田 池の尻の一部の区域 

笠    神 根古屋、郷の各全部の区域、舟戸、笠神前、下池、向辺田、東前、町田の各一部

の区域 

中    根 下島合、上島合、大畑、笹上、戸崎谷、宮作、愛宕山、高木内、辺田前、山崎の各

全部の区域、宇津保の一部の区域 

   ※指定図（開発許可部局窓口で確認のこと）のとおり。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１４ 

 

大規模な流通業務

施設及び特定流通

業務施設 

〔個別〕 

４車線以上の国・県道等並びに高速自動車国道等のインター

チェンジ等の周辺における①から③に掲げる大規模な流通業務

施設及び特定流通業務施設に係る開発行為等で、関係部局と

調整がとれたものであって、次の(1)から(7)に掲げるすべての事項

に該当するもの。 

ただし、貨物自動車運送事業法に基づく施設のうち、休憩、睡

眠等のための施設及び点検施設等を単体で建築しようとする場

合は、当提案基準の対象とはならない。 

 なお、当該流通業務施設に併設される児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第５９条の２第１項に規定する認可外保育施

設（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育

事業を目的とした施設であって、当該流通業務施設の従業員

の用に供するものに限る。）については、当該流通業務施設

の一部とみなして取り扱うものとする。 

① 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２ 条第

２項に規定する一般貨物自動車運送事業（同条第６項の特

別積合せ貨物運送に係るものを除く。）の用に供する施設の

うち、地方運輸局長が相当規模なものと認定したもので、自

己の業務の用に供する施設（以下「一般貨物自動車運送事

業用施設（相当規模）」という。） 

② 倉庫業法（昭和３１年法律第１２１号）第２条第２項に規定す

る倉庫業の用に供する同条第１項に規定する倉庫のうち、

地方運輸局長が相当規模と認定したもので、自己の業務の

用に供する施設（以下「倉庫業の倉庫（相当規模）」という。） 

③ 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（平成

１７年法律第８５号）第５条第２項に規定する認定総合効率

化計画に記載された同法第２条第３号に規定する特定流通

業務施設に該当するものであって、貨物自動車運送事業法

第2 条第２項に規定する一般貨物自動車運送事業（同条第

６項の特別積合せ貨物運送に係るものを除く。）の用に供す

る施設又は倉庫業法第２条第２項に規定する倉庫業の用に

供する同条第１項に規定する倉庫で認定事業者が設置する

施設（以下「特定流通業務施設」という。） 

(1) 大規模な流通業務施設の立地については、当該市町村のま

ちづくり上支障がないよう十分配慮された次に掲げる指定した

区域であること。なお、「インターチェンジ」には、運用時間及び

対象車種を限定するスマートインターチェンジは、原則として

 

 

 

(1) 「関係部局」と

は、運輸部局、道

路管理部局、交

通管理部局、都

市計画部局、宅

地開発部局等を

いう。 

(2) 「調整がとれた

もの」とは、立地

場所の選定にあ

たり大型車等に

よる当該道路へ

の交通上の支障

の有無（道路法

（昭和２７年法律

第１８０号）第４７

条第１項（車両制

限）、道路交通

法（昭和３５年法

律第１０５号）第８

条（大型自動車

通行規制））につ

いてあらかじめ

道路管理者等と

協議して確認さ

れたもの等であ

ることをいう。 

(3) 「相当規模」と

は、積載重量５ｔ 

以上の大型自動

車が概ね１ 日平

均延べ２０回以上

発着するものをい

う。 

(4) 「認定事業者」と

は、流通業務の

総合化及び効率

化の促進に関す

る法律第５条第１

項に規定する認

定総合効率化事

業者をいう。 

(5) 対象となるイン

ターチェンジ、空

港のゲート及び

国・県道等の沿

道で指定した区

域は別添指定図

のとおり。 

 (6) 「国・県道等」に

は、市町村道を含

む。 
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含まない。 

① 一般貨物自動車運送事業用施設（相当規模）及び倉庫業

の倉庫（相当規模）の施設にあっては、次のいずれかに該当

すること。 

ア 原則として４車線以上の国・県道等の沿道で指定した区

域。 

イ 高速自動車国道等のインターチェンジの周辺（インター

チェンジの出入り口で一般道と接する地点より半径５００メ

ートルの範囲）の２車線以上で、原則として幅員９メートル

以上かつ幅員１メートル以上の歩道が整備された国・県

道等の沿道で指定した区域。 

② 特定流通業務施設にあっては、高速自動車国道等のイン

ターチェンジ又は成田国際空港のゲートの周辺（いずれの

場合も出入り口で一般道と接する地点より半径５キロメートル

の範囲）の２車線以上で、原則として幅員９メートル以上かつ

幅員１メートル以上の歩道が整備された国・県道等の沿道で

指定した区域。 

(2) 予定建築物の敷地の一部は、上記(1)の指定した区域内にあ

って区域指定された路線（以下「指定路線」という。）に接するこ

と。なお、地形等によりやむを得ず敷地が路地状の部分で道

路に接する場合は、路地状部分の延長は２５メートルを限度と

する。なお、交通管理者との協議等より、やむを得ず車が指定

路線以外の道路から出入りする場合でも、進入路の幅員は原

則として９メートル以上であること。 

(3) 許可申請地は、将来においても住居系の土地利用がなされ

ないこと。 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第

１項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第

２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(6) 車両の出入りは、原則として上記２の指定路線から行うものと

し、進入路の幅員は９メートル以上とすること。 

(7) 「高速自動車国

道等」とは、高速

自動車国道法(昭

和３２ 年法律第７

９号)第４条第１項

に規定する高速

自動車国道及び

道路法第４８条の

４に規定する自動

車専用道路とす

る。 

(8) 申請者は、「千

葉県良好な景観

の形成の推進に

関する条例」(平

成２０年条例第３

号)第２１条に規

定する「景観づく

り事業者協定」の

締結に努めるこ

と。 

 

※指定区域等 （別

紙２） 
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(7) 駐車場については、従業員分も含め所要台数が適切に確保

されていること。 

(8) 予定建築物の名称は、下記を参考に適切に設定すること。 

① 「一般貨物自動車運送事業用施設（相当規模）」 

② 「倉庫業の倉庫（相当規模）」 

③ 「特定流通業務施設」 

 

 （別紙２） 幹線道路等沿道等における流通業務施設の立地にかかる指定区域等（印西市域のみ抜粋） 

    （１） ４車線以上の国・県道等の沿道における指定区域  （提案基準（１）－①－ア）   

路 線 名 市 町 村 名 備    考 

国道４６４号 鎌ヶ谷市、白井市、印西市 指定図（開発許可部局窓口で確認

のこと）のとおり 県道佐倉印西線 印西市（旧印旛村） 

   ※提案基準（１）－①－イ及び（１）－②にかかる指定区域は無し。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１５ 有料老人ホームの

うち、設置及び運営

が県の定める基準

等に適合する優良

なもの 

〔個別〕 

老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２９条第１項に規定す

る有料老人ホームで、施設の設置、運営が「千葉県有料老人ホ

ーム設置運営指導指針」に適合し、健康福祉部局と十分な連絡

調整のうえ安定的な経営確保が図られていることが確実と判断さ

れるもので、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

なお、当該有料老人ホームに併設される児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第５９条の２第１項に規定する認可外保育施設

（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とした事業

所内保育事業であって、当該有料老人ホームの従業員の用に供

するものに限る。）については、当該有料老人ホームの一部とみ

なして取り扱うものとする。 

(1) 原則として借地及び借家方式でないこと。ただし、やむを得

ない理由により借地及び借家する場合は、長期・安定的契約と

なっていること。 

(2) 権利関係については、利用権方式又は賃貸借方式であるこ

と。 

(3) 機能運営上の観点から市街化区域に立地することが困難又

は不適当であること。 

(4) 当該施設が立地する市町村の福祉施策、都市計画の観点か

ら、当該市町村長から支障がない旨の承認が得られたもので

あること。 

(5) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地

基準並びに誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のた

め、予定建築物の用途が次のいずれかに該当する場合は、関

係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正

化計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が

同条第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合、又

は同法第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村に

おいて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第

２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 予定建築物の敷地は、原則として幅員６メートル以上の道路

と接すること。 

(8) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

 

 

 

 

 

(1) 「長期・安定的

契約」とは、借地

で３０年以上、借

家で２０ 年以上

をいう。 

 

 

 

(2) 「市街化区域に

立地することが困

難又は不適当」と

は、当該市街化

調整区域又は近

接する 

市街化区域等

に所在する病院

又は特別養護老

人ホームの医

療、介護機能と

密接に連携して

立地する必要が

ある場合等であ

ることをいう。 

なお、「密接に

連携して立地す

る」とは、医療機

関と提携協力の

契約を交わして

いることをいう。 

(3) 左欄(5)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第

１項の急傾斜地崩壊危険区域 

(9) 都市計画法第４１条制限は、建蔽率５０パーセント、容積率１

００パーセントとすること。 

(10) 予定建築物の名称は、「有料老人ホーム」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１６ 工場、研究所及び

有料老人ホームに

従事する者の社宅

及び寮 

〔包括〕 同一敷地内 

〔個別〕  

冒頭の①から③に掲げる事業所に従事する者の社宅及び寮

で、次の(1)から(8)に掲げるすべての事項に該当するもの。 

① 改正前の都市計画法第３４条第１０号イ及び改正後の同法

同条第１４号並びに同法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第

３６条第１項第３号ホにより審査会の議を経て許可された事業

所、若しくは許可されるものとして取り扱われる事業所（改正：

平成１８年５月３１日 施行：平成１９年１１月３０日） 

② 上記①以外の同法の規定に基づき許可された事業所 

③ 従前から市街化調整区域に存する事業所 

(1) 当該事業の計画書等により許可申請地に立地することが 

やむを得ないと認められること。 

(2) 施設の立地については、原則として当該事業所の敷地内に設

置されるものであること。 

ただし、地形等により同一区域内に立地することができない

等やむを得ないと認められる場合で、かつ隣接地若しくは近接

する既存集落内に設置されるものにあってはこの限りではな

い。 

(3) 施設の規模については、当該事業所の操業方式、就業体制、

雇用形態等を勘案して適切であること。 

(4) 管理は事業者が行い、管理人等が設置され適切に管理運営

されること。 

(5) 予定建築物は、原則として共同住宅方式であること。 

(6) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準との連携のため、予定建築物の用途が次のいずれかに該当

する場合は、関係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同法

第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、予定建築物の用途が同法施行令第２９条第１項に規定

する戸数以上の住宅、並びに同条第２項に規定する規模以

上の住宅に該当する場合 

(7) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

(1) 事業所とは、工

場、研究所、有料

老人ホームをい

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「地形等」には、

敷地面積及び敷

地形状を含む。 

(3) 「近接する既存

集落」とは、開発

許可を受けた区

域からおおむね

500メートル以内

の既存集落をい

い、「既存集落」に

は「大規模既存集

落指定地域（別紙

１）」を含む。 

 

(4) 左欄(6)の「関係   

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(8) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(9) 予定建築物の名称は、「社宅」、「寮」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１７ 学校教育法に基づ

く大学（短期大学を

含む）における学生 

寮 

〔包括〕 同一敷地内 

〔個別〕 

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短期大学

を含む。）の学生寮で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 許可申請地は、大学の区域若しくは改正前の都市計画法第３

４条第１０号イにより開発許可を受けた区域から、原則として５００ 

メートル以内に存すること。（改正：平成１８年５月３１日 施行：平

成１９年１１月３０日） 

(2) 当該大学の学生のための専用寮であること。 

(3) 管理人室を設置し常駐させること。 

(4) 寮に係る居室面積は、１人当たり２０平方メートルを限度とする

こと。 

(5) 申請者が大学と管理協定を締結すること。 

(6) 予定建築物は、原則として共同住宅方式であること。 

(7) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準との連携のため、予定建築物の用途が次のいずれかに該当

する場合は、関係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同法

第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、予定建築物の用途が同法施行令第２９条第１項に規定

する戸数以上の住宅、並びに同条第２項に規定する規模以

上の住宅に該当する場合 

(8) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(9) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(10) 予定建築物の名称は、「学生寮」とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 左欄(7)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１８ 病院の看護師寮 

〔包括〕 同一敷地内 

〔個別〕 

保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第２ 条、第

３条及び第５条に規定する看護師等が病院において業務に従事

するために必要不可欠である寮で、次に掲げるすべての事項に該

当するもの。 

(1) 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する

病院が自ら設置するものであり、維持管理においても永続的に

当該病院が行うものであること。 

(2) 予定建築物は、当該病院の敷地内に設置するものであるこ

と。 

ただし、既存の病院が設置しようとする場合等で、その敷地が

過小等の理由により同一敷地内に設置することが困難である場

合には、当該病院の敷地から原則として５００メートル以内に許

可申請地が存すること。 

(3) 予定建築物は原則として共同住宅方式とし、居室面積は１人

当たり２０平方メートルを限度とすること。 

(4) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準との連携のため、予定建築物の用途が次のいずれかに該当

する場合は、関係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同法

第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、予定建築物の用途が同法施行令第２９条第１項に規定

する戸数以上の住宅、並びに同条第2 項に規定する規模以

上の住宅に該当する場合 

(5) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 予定建築物の名称は、「看護師寮」とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 「過小等」には、

敷地形状及び地

形を含むものとす

る。 

 

 

 

(2) 左欄(4)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

１９ 幹線道路の沿道に

おける大型自動車

の修理工場 

〔個別〕 

広域的な主要幹線道路のうち国道６号、１４号、１６号及び５１号

の沿道に立地する大型自動車の修理工場で、次に掲げるすべて

の事項に該当するもの。 

(1) 当該施設が立地する市町村の市街化区域に工業系の用途地

域がないか、あっても適地がない等の理由により、市街化調整

区域への立地がやむを得ないと認められるものであること。 

(2) 当該施設が立地する市町村のまちづくりの観点から、当該市

町村長から支障がない旨の承認が得られたものであること。 

(3) 当該施設は、原則として自動車販売に供するものは含まない

ものとする。 

(4) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(5) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２ に規定する保安林を含まないこと。 

(6) 建築基準法施行条例（昭和３６年県条例第３９号）第５条及び

第７条に適合した敷地であること。 

(7) 予定建築物の名称は、「修理工場（大型自動車）」とすること。 

「許可申請地周辺

の住民と十分な協

議が行われたもの」

とは、許可申請地の

境界から２００メート

ル（当該施設が、

「自動車修理工場の

立地に関する建築

基準法第48 条の規

定に基づく許可の

運用について（技術

的助言）」（国土交通

省住宅局市街地建

築課長通達（平成２

４年３月３１ 日 国住

街第２５７号））と同

等な対応が図れる

場合は、１５０メート

ル）の範囲内で、原

則として居住する全

世帯の同意が得ら

れていることをいう。 

 



288 
 

NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２０ 介護老人保健施設 

〔個別〕 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する

介護老人保健施設で、施設の設置、運営が介護老人保健施設の

人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平

成２４年条例第７２号）に適合したもので、健康福祉部局において

開設許可事前協議書の受付が完了し施設の開設が確実に許可さ

れる見込みであるものであって、次に掲げるすべての事項に該当

するもの。 

なお、次のいずれかに掲げる事業所等については当該介護老

人保健施設の一部とみなして取り扱うものとする。 

① 当該介護老人保健施設に併設される介護保険法第８条第１項

に規定する居宅サービス事業を行う事業所（介護保険法第４１

条第１項に規定する指定居宅サービス事業者の指定を受けら

れるものが行うもの。）。 

② 当該介護老人保健施設に併設される児童福祉法第５９条の２

第１項に規定する認可外保育施設（児童福祉法第６条の３第１２

項に規定する事業所内保育事業を目的とした施設であって、当

該介護老人保健施設の従業員の用に供するものに限る。）。 

(1) 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関す

る基準を定める条例第３４条第１項に規定する協力病院が、原

則として近隣に所在すること。 

(2) 当該施設が立地する市町村の老人保健、都市計画の観点か

ら当該市町村長から支障がない旨の承認が得られたものである

こと。 

(3) 予定建築物の敷地は、原則として幅員６メートル以上の道路と

接すること。 

(4) 予定建築物の規模については、各地域の要介護老人数等を

踏まえて見込まれるその地域の需要を考慮したものであること。 

なお、他の地域からの利用を数多く想定した大規模なもので

ないこと。 

(5) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準並びに誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、

予定建築物の用途が次のいずれかに該当する場合は、関係部

局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条

第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合、又は同

法第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左欄(5)の「関係

部局」とは、立地適

正化計画関係部

局、宅地開発部局

等をいう。 
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② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(8) 都市計画法第４１条制限は、建蔽率５０パーセント、容積率１０

０パーセントとすること。 

(9) 予定建築物の名称は、「介護老人保健施設」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２１ 既存適法第一種特

定工作物の増改築 

〔個別〕 

既存適法第一種特定工作物（都市計画法第４条第１１項に規定

する第一種特定工作物）の増改築で、次に掲げるすべての事項

に該当するもの。 

(1) 原則として既存工作物の敷地内で行う増改築であること。 

(2) 予定工作物は、原則として既存工作物の規模の２倍以下であ

ること。なお、工作物の規模については、次の値を参考とする。 

① コンクリートプラントについては、騒音規制法施行令（昭和４

３年政令第３２４号）別表第一第５号イの混練容量 

② アスファルトプラントについては、騒音規制法施行令別表第

一第５号ロの混練重量 

③ 危険物の貯蔵又は処理施設については、危険物の数量や

処理能力 

(3) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(4) 環境対策の観点から支障がないものとして、当該市町村長が

支障ないと承認したものであること。 

(5) 開発区域又は工作物の敷地（以下「予定工作物の敷地」とい

う。）は、幅員６メートル以上の国・県道等に接していること。 

(6) 予定工作物の敷地の規模は、環境対策としての外周部緑化、

駐車場等を考慮し、適正なものであること。 

(1) 予定工作物の

規模が既存工作

物の規模以下の

場合は、許可を要

しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議が行われ

たもの」とは、許可

申請地の境界か

ら２００ メートルの

範囲内で、原則と

して居住する全世

帯の同意が得ら

れていることをい

う。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２２ 地域振興を図るた

めの工場等（成田

市、酒々井町） 

〔個別〕 

成田市及び酒々井町における地域振興を図るための工場等

で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 当該施設が立地する市町が策定した土地利用計画等に適合

していること。 

(2) 工場等については、製造業の工場又は研究所であって、許可

申請地の周辺における土地利用と調和のとれたものであること。 

(3) 予定建築物は自己の業務の用に供する目的で行うものである

こと。 

(4) 予定建築物の敷地の面積は１ヘクタール以上５ヘクタール未

満であること。 

(5) 予定建築物の敷地は幅員が６メートル以上の国・県道等に接

していること。 

(6) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(7) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(8) 予定建築物の名称は、「工場（○○）」、「研究所」とすること。 

(1) 「土地利用計画

等」とは、当該市

町の土地利用に

関して、将来の具

体的な計画として

位置付けたものを

いう。 

(2) 「製造業」とは、

日本標準産業分

類E－製造業に

属する事業とす

る。 

(3) 「幅員が６メート

ル以上の国・県道

等」とは、車道部

分の有効幅員が

６メートル以上の

ものをいう。また、

これと同等以上に

整備された市町

道も含む。 

(4) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議が行われ

たもの」とは、許可

申請地の境界か

ら１５０メートルの

範囲内で、原則と

して居住する全世

帯の同意が得ら

れていることをい

う。 

 

 

NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２３ 線引前から宅地に

なっている土地に

おける建築行為 

〔包括〕 

線引前から宅地になっている土地における建築行為で、次に掲

げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 線引前から既に宅地になっている土地で、給排水・電気等の

施設が整備されていること。 

(2) 予定建築物は、自己の居住の用に供する一戸の専用住宅で

あること。 

(3) 予定建築物の名称は、「専用住宅」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２５ コンクリート廃材リサ

イクルプラントを建

設する目的で行う

開発行為等 

〔個別〕 

冒頭の①及び②に掲げるコンクリート廃材リサイクルプラントで、

「千葉県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導要

綱」に基づく事前協議終了通知がなされたもので、確実に許可さ

れる見込みがあるものであって、次の(1)から(10)に掲げるすべての

事項に該当するもの。 

① 都市計画法施行令第１条第１項第２号に規定するクラッシャ

ープラントのうち、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令（昭和４６年政令第３００号）第２条第９号に規定するコンクリ

ートの破片その他これに類する不要物を破砕し再生処理す

るもの 

② ①を建築物で覆った工場 

(1) 当該施設が立地する市町村の土地利用計画及び環境対策等

の観点から支障がないものとして、当該市町村長の承認が得ら

れるものであること。 

(2) 「千葉県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導

要綱」に適合しているものであること。 

(3) 許可申請地は、原則として自己所有地であること。なお、借地

の場合は、借地契約が長期・安定的なものとなっていること。 

(4) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(5) 予定工作物の敷地は幅員６メートル以上の国・県道等に接し

ていること。なお、地形等によりやむを得ず敷地延長で計画する

場合、その延長は２５メートルを限度とし、その幅員は６メートル

以上とすること。 

(6) 予定工作物の敷地の面積は、原則として５，０００平方メートル

以上で、環境対策としての外周部緑化、駐車場、積換保管場所

等を考慮し、適正なものであること。 

(7) 環境対策としての外周部緑化については、幅員１０メートル以

上の残地森林又は造成森林が適正に配置されていること。 

(8) 既存のコンクリートプラントに併設してクラッシャープラントを建

設する場合も本取扱いを準用する。この場合、事業区域全体に

ついて環境対策を行うこと。 

(9) 付帯施設としての管理事務所の規模は維持管理上から必要と

される最小限度とすること。 

(10) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２

５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(1) 「土地利用計画

及び環境対策等

の観点から支障

がないもの」とは、

当該事業計画が

将来の計画的な

土地利用、公共

施設の整備等を

進める上で支障

がないものである

こと、及び当該事

業計画の内容

が、十分な環境

対策がなされてお

り、かつ、廃棄物

の運搬経路を含

む許可申請地の

周辺の土地利用

に支障がないもの

であること等をい

う。 

(2) 「市町村長の承

認」に当たって

は、環境部局と密

接な連携をとり、

県廃棄物処理計

画並びに地域特

性等を十分踏ま

えること。 

(3) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議が行われ

たもの」とは、許可

申請地の境界か

ら２００メートルの

範囲内で、原則と

して居住する全世

帯の同意が得ら

れていることをい

う。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２６ 改良土プラントを建

設する目的で行う

開発行為等 

〔個別〕 

冒頭の①及び②に掲げる改良土プラントで、次の(1)から(9)に掲

げるすべての事項に該当するもの。 

① 都市計画法施行令第１条第１項第２号に規定するクラッシャ

ープラントのうち、公共工事等から発生した不良土を再生処

理し、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１条の３に規定

する地方公共団体の規定する品質基準に適合することがで

きる改良土プラント 

② ①を建築物で覆った工場 

(1) 当該施設が立地する市町村の土地利用計画及び環境対策等

の観点から支障がないものとして、当該市町村長の承認が得ら

れるものであること。 

(2) 「千葉県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指導

要綱」に適合しているものであること。 

(3) 許可申請地は、原則として自己所有地であること。なお、借地

の場合は、借地契約が長期・安定的なものとなっていること。 

(4) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(5) 予定工作物の敷地は幅員６メートル以上の国・県道等に接し

ていること。なお、地形等によりやむを得ず敷地延長で計画する

場合、その延長は２５メートルを限度とし、その幅員は６メートル

以上とすること。 

(6) 予定工作物の敷地の面積は、原則として５，０００平方メートル

以上で、環境対策としての外周部緑化、駐車場、積換保管場所

等を考慮し、適正なものであること。 

(7) 環境対策としての外周部緑化については、幅員１０メートル以

上の残地森林又は造成森林が適正に配置されていること。 

(8) 付帯施設としての管理事務所の規模は維持管理上から必要と

される最小限度とすること。 

(9) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(1) 「不良土」とは、

公共工事等から

発生する土砂（コ

ンクリート・アスフ

ァルト塊、その他

の産業廃棄物を

除く。）で埋戻しに

適さない土砂をい

う。 

(2) 「土地利用計画

及び環境対策等

の観点から支障

がないもの」とは、

当該事業計画が

将来の計画的な

土地利用、公共

施設の整備等を

進める上で支障

がないものである

こと、及び当該事

業計画の内容

が、十分な環境

対策がなされてお

り、かつ、廃棄物

の運搬経路を含

む許可申請地の

周辺の土地利用

に支障がないもの

であること等をい

う。 

(3) 「市町村長の承

認」に当たって

は、環境部局と密

接な連携をとり、

県廃棄物処理計

画並びに地域特

性等を十分踏ま

えること。 

(4) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議が行われ

たもの」とは、許可

申請地の境界か

ら２００ メートルの

範囲内で、原則と

して居住する全世

帯の同意が得ら

れていることをい

う。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２７ 土地区画整理事業

等の施行による既

存用途不適格建築

物等の移転 

〔個別〕 

都市計画法第１２条第１項各号に規定する土地区画整理事業

等の施行により既存用途不適格の工場等が、施行地区から市街

化調整区域に移転を余議なくされる場合における開発行為等で、

次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 土地区画整理事業等の施行による既存用途不適格建築物等

の移転で、「２ 収用対象事業の施行による移転又は除却」と同

様の移転すべき事由及び事業に対する効果を十分有しており、

かつ市街化調整区域への移転事由が適切である等真にやむを

得ないと認められるもの（以下「移転対象建築物等」という。）で

あること。 

(2) 「移転事由が適切」とは、申請者が宅地として使用し得る土地

を市街化調整区域内に従前から所有しており、敢えて市街化区

域に土地を求めさせることの合理性が乏しい場合、又は土地区

画整理事業の事業者において適切な土地を斡旋する場合等、

真にやむを得ないものであること等をいい、次のすべてに適合

するものであること。 

① 市街化区域から市街化調整区域へ移転すべき理由が適切

であること。 

② 許可申請地に立地することについて、社会通念上妥当と思

われるものであること。 

③ 当該土地区画整理事業の公共性、緊急性等から移転によ

る効果が十分認められること。 

(3) 予定建築物等は、小規模な工場など自己の業務用施設であ

り、許可申請地の周辺における市街化を促進するおそれのない

ものであること。 

(4) 移転対象建築物等の立地については、当該施設が立地する

市町村の土地利用計画及び環境対策等の観点から支障がな

いものとして、当該市町村長の承認が得られるものであること。 

(5) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(6) 予定建築物等の敷地の規模は、原則として移転対象建築物

等の敷地とほぼ同一であること。 

(7) 予定建築物等の敷地は、原則として幅員６メートル以上の道

路に接していること。 

(8) 予定建築物等の用途は、移転対象建築物等と同一であるこ

と。 

(9) 予定建築物等の規模は、原則として移転対象建築物等とほ

(1) 「既存用途不適

格建築物等」と

は、建築基準法

第３条第２項の規

定による既存の用

途地域に適合し

ない、主として工

場等の建築物及

び都市計画法第

４条第１１項の規

定によるコンクリ

ートプラント等の

第一種特定工作

物をいう。 

 

(2) 「小規模」とは、

原則として予定建

築物等の敷地の

面積が１，０００平

方メートル以下で

あることをいう。 

(3) 「土地利用計画

及び環境対策の

観点等から支障

がないもの」とは、

当該事業計画が

将来の計画的な

土地利用、公共

施設の整備等を

進める上で支障

がないものである

こと、及び当該事

業計画の内容が

十分な環境対策

がなされており、

かつ、許可申請

地の周辺の土地

利用に支障がな

いものであること

をいう。 

(4) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議」とは、許

可申請地の境界

から１５０メートル

（予定建築物等が

第一種特定工作

物の場合は２００メ

ートル）の範囲内

で、原則として居

住する全世帯の

同意が得られて

いることをいう。 



295 
 

ぼ同一であること。 

(10) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(11) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第8条第2項第1号に規定する農用地区域並びに森林法第２

５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(12) 予定建築物の名称は、移転対象建築物と同一とするなど適

切に設定すること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２８ 住居系地域におけ

る既存用途不適格

建築物等の移転 

〔個別〕 

住居系地域における既存用途不適格建築物等の移転で、次に

掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 移転対象地域は、原則として次に掲げる用途地域とし、当該

地域に存する既存用途不適格建築物等が、許可申請地の周辺

の地域の良好な居住環境の保全といった観点から地方自治法

第１条の３に規定する地方公共団体の要請等に基づき移転す

るもので、移転事由が適切であるなど真にやむを得ないと認め

られるもの（以下「移転対象建築物等」という。）であること。 

① 第一種低層住居専用地域 

② 第二種低層住居専用地域 

③ 第一種中高層住居専用地域 

④ 第二種中高層住居専用地域 

(2) 予定建築物等は、小規模な工場、事業所等の自己の業務用

施設であり、許可申請地の周辺における市街化を促進するお

それのないものであること。 

(3) 移転対象建築物等の立地については、当該施設が立地する

市町村の土地利用計画及び環境対策等の観点から支障がな

いものとして、当該市町村長の承認が得られるものであること。 

(4) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(5) 予定建築物等の敷地の規模は、原則として移転対象建築物

等の敷地とほぼ同一であること。 

(6) 予定建築物等の敷地は、原則として幅員６メートル以上の道

路に接していること。 

(7) 予定建築物等の用途は、移転対象建築物等と同一であるこ

と。 

(8) 予定建築物の規模は、原則として移転対象建築物等とほぼ

同一であること。 

(9) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(10) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第

(1) 「既存用途不適

格建築物等」と

は、建築基準法

第３条第２項の規

定による既存の用

途地域に適合し

ない、主として工

場等の建築物及

び都市計画法第

４条第１１項の規

定によるコンクリ

ートプラント等の

第一種特定工作

物をいう。 

(2) 「地方公共団体

の要請等に基づ

き移転するもの」

にあっては、県都

市計画課と事前

協議がなされたも

のであること。 

(3) 「小規模」とは、

原則として予定建

築物等の敷地の

面積が１，０００平

方メートル以下で

あることをいう。 

(4) 「土地利用計画

及び環境対策の

観点等から支障

がないもの」とは、

当該事業計画が

将来の計画的な

土地利用、公共

施設の整備等を

進める上で支障

がないものである

こと、及び当該事

業計画の内容が

十分な環境対策

がなされており、

かつ、許可申請

地の周辺の土地

利用に支障がな

いものであること

をいう。 
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25条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(11) 予定建築物の名称は、移転対象建築物等と同一とするなど

適切に設定すること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

２９ 市町村営住宅を建

設する目的で行う

開発行為等 

〔個別〕 

市街化区域を含めた市街化の状況、市街化区域と市街化調整

区域の区域区分の態様等から、市街化調整区域に立地すること

がやむを得ないと認められる公営住宅で、次に掲げるすべての事

項に該当するもの。 

(1) 当該施設が立地する市町村の土地利用計画等を勘案し支障

のないものであること。 

(2) 許可申請地は、原則として市街化区域に隣接する土地で、予

定建築物の用途が隣接する用途地域に整合するとともに、義務

教育施設、給水・電気等の供給処理施設の利用に支障を生じ

ないものであること。 

(3) 許可申請地周辺の住民との十分な協議が行われたものである

こと。 

(4) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準との連携のため、予定建築物の用途が次のいずれかに該当

する場合は、関係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同法

第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、予定建築物の用途が同法施行令第２９条第１項に規定

する戸数以上の住宅、並びに同条第２項に規定する規模以

上の住宅に該当する場合 

(5) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 都市計画法第４１条制限は、建蔽率５０パーセント、容積率１０

０パーセントとすること。 

(8) 予定建築物の名称は、「公営住宅」とすること。 

(1) 「立地することが

やむを得ないと認

められる公営住

宅」とは、市街化

区域内に開発適

地がないことなど

の事由により市町

村営住宅を建設

することが困難と

なっており、か

つ、市街化調整

区域に立地するこ

とについての合理

的な理由を有す

るものであることを

いう。 

(2) 「市町村の土地

利用計画等を勘

案し支障がないも

の」とは、当該事

業計画が将来の

計画的な土地利

用、公共施設の

整備等を進める

上で、支障がない

ものであることを

いう。 

(3) 左欄(4)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３０ 空港周辺地域の屋

外駐車場付帯事業

所の建築行為等 

〔包括〕 

１ 成田国際空港周辺地域において空港利用者の自動車を専門

的に預かる駐車場のうち、空港利用者のサービス利便を図る上

で必要と認められる駐車場と一体的に設置される屋外駐車場付

帯事業所で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の立地については、成田国際空港の第２ゲートか

らおおむね２キロメートル以内にあって、土地利用計画等を勘

案し支障がないものであること。なお、国道２９５号沿道について

は、第２ゲートから東関東自動車道成田インターチェンジの出

入口までの区間を対象とする。 

(2) 事業所の設置は、原則として駐車場法（昭和３２年法律第１０６

号）第１２条に基づく設置の届出がなされ、安定的な駐車場経

営についての十分な実績等を有していると認められる駐車場に

ついて取り扱うものであること。なお、複数の駐車場を有している

場合においても、事業所の数は１とすること。 

(3) 駐車場の面積は、事業所の敷地部分を除いて、原則として１，

０００平方メートル以上であること。 

(4) 駐車場用地及び事業所の敷地は、原則として幅員６メートル

以上の道路に接していること。 

(5) 予定建築物の敷地は、駐車場用地と明確に区分されたものと

して、必要最小限の設定がなされているものであること。 

(6) 予定建築物は、駐車場の規模、事業所の従業者、利用者のた

めの待合室等に見合った必要最小限のもので、延べ面積１００

平方メートル以下、原則として平家建てであること。 

(7) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さを原則として５メート

ルとすること。 

(8) 予定建築物の名称は、「事務所（屋外駐車場）」とすること。 

 

２ 成田国際空港周辺地域において空港利用者のサービス利便を

図る上で必要と認められる自家用自動車有償貸渡業（以下、

「レンタカー事業」という。）の事業所で、次に掲げるすべての事

項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の立地については、成田国際空港の第２ゲートか

らおおむね２キロメートル以内にあって、土地利用計画等を勘

案し支障がないものであること。なお、国道２９５号沿道について

は、第２ゲートから東関東自動車道成田インターチェンジの出

入口までの区間を対象とする。 

(2) 事業所の設置は、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第８

 

 

 

 

 

(1) 「おおむね」と

は、 １０パーセン

トを限度とする。 

(2) 「土地利用計画

等を勘案し支障

がないもの」とは、

当該事業計画が

将来の計画的な

土地利用、公共

施設の整備等を

進める上で支障

がないものである

ことをいう。 

(3) 「安定的な駐車

場経営について

の十分な実績等」

とは、当該地にお

いて１年以上の駐

車場経営の実績

を有していること

等をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 「おおむね」と

は、１０パーセント

を限度とする。 

(2) 「土地利用計画

等を勘案し支障

がないもの」とは、

当該事業計画が
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０条第１項の規定に基づく許可を受け、安定的なレンタカー事

業経営についての十分な実績等を有していると認められる事業

所について取り扱うものであること。なお、複数の保管場所を有

している場合においても、事業所の数は１とすること。 

(3) 事業所の敷地面積は、原則として１，０００平方メートル以上で

あること。 

(4) 事業所の敷地は、原則として幅員６メートル以上の道路に接し

ていること。 

(5) 予定建築物は、運営上必要最小限のもので、延べ面積の合

計は４００平方メートル以下とし、原則として平屋建てであること。 

なお、主たる用途に供する部分は１５０平方メートル以下とする

こと。 

(6) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さを原則として５メート

ルとすること。 

(7) 予定建築物の名称は、「店舗（レンタカー事業所）」とすること。 

将来の計画的な

土地利用、公共

施設の整備等を

進める上で支障

がないものである

ことをいう。 

(3) 「安定的なレンタ

カー事業経営に

ついての十分な

実績等」とは、１年

以上のレンタカー

事業経営の実績

を有していること

等をいう。 

(4) 「保管場所」と

は、レンタカー事

業の用に供する

自動車を保管す

る場所をいう。 

(5) 「事業所の数」

には、空港の範

囲内に存するもの

は含まない。 

(6) 「事業所の敷

地」とは、許可申

請地をいう。 

(7) 「主たる用途に

供する部分」と

は、受付・事務

室、利用者のため

の待合室、従業

者の休憩室等と

する。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３１ 納骨堂を建築する

目的で行う開発行

為等 

〔個別〕 

墓地、埋葬等に関する法律第２条第６項に規定する納骨堂で、

同法第１０条の規定による墓地、納骨堂又は火葬場の経営の許可

等の基準その他墓地等の経営に関し必要な事項を定めた当該市

町村の条例の規定による事前協議を経たものであって、確実に許

可される見込みがあるもので、次に掲げるすべての事項に該当す

るもの。 

(1) 当該施設が立地する市町村の市街化区域に適地がない等の

理由により、市街化調整区域への立地がやむを得ないと認めら

れるものであること。 

(2) 申請者は、地方自治法第１条の３に規定する地方公共団体又

は宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第１２条の規定により

認証を受けた宗教法人格を有する者とする。 

(3) 納骨堂の立地については、当該施設が立地する市町村の土

地利用計画及び公衆衛生上の観点等から支障がないものとし

て、当該市町村長の承認が得られるものであること。 

(4) 許可申請地周辺の住民と十分な協議が行われたものであるこ

と。 

(5) 環境対策としての外周部緑化については、幅員３メートル以上

の残地森林又は造成森林が適正に配置されていること。 

(6) 納骨堂の計画が「墓地計画標準について」（昭和３４年５月１１

日 建設省発計第２５号 各都道府県知事及び五大市長あて建

設事務次官通知）に整合しているものであること。 

(7) 予定建築物等の敷地は、原則として幅員６メートル以上の道

路に接していること。 

(8) 予定建築物の敷地の面積はおおむね３，０００平方メートル以

上であって、車両の出入が容易であり、かつ、通過車両に支障

を与えない形状であること。 

(9) 予定建築物の敷地の面積のおおむね３０パーセント以上が駐

車場であること。 

(10) 納骨堂に付帯して設置される管理運営上必要なものとして

は、事務室、休憩室及び花販売所として、その規模は必要最小

限度とすること。 

(11) 広場、休憩地等には、花壇、噴水、壁泉、彫像、パーゴラ、あ

ずまや等の修景施設を適宜配置すること。 

(12) 納骨堂に墓地を併設する場合においても、納骨堂の部分に

ついては上記(10)から(11)を適用するものする。 

(13) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法

(1) 市街化調整区

域を中心として地

域社会における

住民の日常の宗

教的生活に関連

したものとして、寺

院が既存の墓地

等において改装

のために建設す

る小規模な納骨

堂については、「3 

社寺仏閣及び納

骨堂」にて取り扱

う。 

(2) 「土地利用計画

及び公衆衛生上

の観点等から支

障がないもの」と

は、当該事業計

画が将来の計画

的な土地利用、

公共施設の整備

等を進める上で

支障がないもので

あること、及び当

該事業計画の内

容が将来の墓地

需要を勘案し適

正な規模と判断し

得るものであり、

かつ、周辺の土

地利用に支障が

ないものであるこ

とをいう。 

(3) 「市町村長の承

認」に当たっては

公衆衛生部局と

密接な連携をと

り、墓園に関する

都市計画との整

合及び地域特性

等を十分踏まえる

こと。 

(4) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議が行われ

たもの」とは、許可

申請地の境界か

ら１５０ メートルの

範囲に居住する

世帯の３分の２以

上の同意が得ら

れていることをい

う。 

 

（5）「墓地計画標準
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律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２

５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(14) 都市計画法第４１条制限は、建蔽率５０パーセント、容積率１

００パーセントとすること。 

(15) 予定建築物の名称は、「納骨堂」とすること。 

について」（昭和３４

年５月１１日 建設省

発計第２５号 各都

道府県知事及び五

大市長あて建設事

務次官通知）につい

ては、以下のとおり。 

① 市街地に近接せ

ず、かつ、将来の

発展を予想し市

街化の見込みの

ない位置であっ

て、市街地からお

おむね一時間以

内で到達できる位

置であること。た

だし、既設墓地を

整備して納骨堂と

するときであっ

て、かつ、やむを

得ないときにおい

ては、この限りで

はない。 

② 納骨堂の配置

は、主要な道路、

鉄道及び軌道に

接しないこと。 

③ 火葬場と併置し

ないこと。 

④ 幹線となる主要

園路の幅員は、６ 

メートル以上とし、

必要な箇所には

自動車の回転し

得る広場を設ける

こと。 

⑤ 既存の風致は、

保存するよう極力

努めること。 

⑥ 墓地外縁部は、

植樹帯で囲むこ

と。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３２ 許認可・確認等を

受け造成された区

域における宅地の

再分割の開発行為

等 

〔包括〕 

改正前の都市計画法第３４条第１０号イ（改正：平成１８年５月３１

日 施行：平成１９年１１月３０日）、旧住宅地造成事業に関する法

律（昭和３９年法律第１６０号）及び宅地開発事業の基準に関する

条例に基づき許認可及び確認された宅地、並びに線引前に宅地

開発が行われた土地の再分割で、次に掲げるすべての事項に該

当するもの。なお、集合住宅用地から戸建住宅用地への分割は対

象とするが、戸建住宅用地から集合住宅用地への取扱いは当提

案基準の対象としない。 

(1) 計画人口の増加及び宅地数の増加に伴い、道路・公園等の

公共施設、及び下水道・ゴミ収集所等の生活環境施設への影

響がないこと。 

(2) 戸建の専用住宅を建築するために区画を変更する行為で、敷

地の最低面積は１６５平方メートル以上とすること。 

(3) 造成工事が完了している区域内であること。 

(4) 区画を再分割することについて支障がないものとして、当 該

市町村長の承認が得られるものであること。 

(5) 住宅等の届出に対する勧告基準及び居住調整地域の立地基

準との連携のため、予定建築物の用途が次のいずれかに該当

する場合は、関係部局と調整がとれたものであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同法

第８８条第１項に規定する住宅等に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、予定建築物の用途が同法施行令第２９条第１項に規定

する戸数以上の住宅、並びに同条第2 項に規定する規模以

上の住宅に該当する場合 

(6) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１ 

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(7) 予定建築物の名称は、「専用住宅」とすること。 

(1) 「線引前に宅地

開発が行われた

土地」とは、「１０  

宅地開発を目的

として造成された

区画内の土地に

おける建築行為

等」の基準内容

(1)に適合するも

のをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 左欄(5)の「関

係部局」とは、立

地適正化計画関

係部局、宅地開

発部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３３ 木材の卸売りのた

めに開設される市

場の開発行為等 

〔個別〕 

木材の卸売り取引の為に定期または継続して開設される市場

で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 公益性があり地域経済に資する市場であって、市街化区域に

工業系の用途地域がないか、あっても適地がない等の理由によ

り、市街化調整区域への立地がやむを得ないと認められるもの

であること。 

(2) 木材市場の立地については、当該施設が立地する市町村長

の承認が得られ、かつ、許可申請地周辺の住民と十分な協議

が行われたものであること。 

(3) 環境対策として外周部に緩衝緑地が適正に配置されているこ

と。 

(4) 予定建築物は、木材市場の機能を発揮するため必要不可欠

と認められる施設であること。 

(5) 予定建築物の敷地は、幅員９メートル以上の国・県道等に接し

ていること。 

(6) 建築基準法施行条例第５条に適合した敷地であること。 

(7) 敷地規模が１ヘクタール以上の開発行為等の場合は、都市計

画法施行規則第２３条の３に基づき外周部に適正な幅員の緩衝

緑地を設けること。 

(8) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(9) 都市計画法第４１条制限は、建蔽率５０パーセント、容積率１０

０パーセントとすること。 

(10) 予定建築物の名称は、「木材市場」とすること。 

(1) 「公益性があり

地域経済に資す

る市場」とは、租

税特別措置法施

行令（昭和３２年

政令第４３号）第４

０条の２０の規定

により林野庁長官

から認定を受けら

れる市場（「木材

市場」という。）で

あることをいう。 

(2) 「許可申請地周

辺の住民と十分

な協議が行われ

たもの」とは、許可

申請地の境界か

ら１５０メートルの

範囲内で、原則と

して居住する全世

帯の同意が得ら

れていることをい

う。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３４ 病院又は診療所に

通院する患者の利

便性を目的とした薬

局 

〔包括〕 

病院又は診療所に通院する患者の利便性を目的とした市街化

調整区域内に立地する薬局で、次に掲げるすべての事項に該当

するもの。 

(1) 当該施設が立地する合理的理由があること。 

(2) 許可申請地は、病院又は診療所の敷地境界から、原則として

５０メートルの範囲に含まれる土地であること。 

(3) 予定建築物の敷地の面積は５００平方メートル以下であり、敷

地周長の７分の１以上が建築基準法第４２条第１項に掲げる道

路に接していること。ただし、袋路状の道路は除く。 

(4) 予定建築物の延べ面積は１５０平方メートル以下とし、原則とし

て平屋建てとすること。 

(5) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１ 

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 当該施設が市町村の医療施策、都市計画の観点から立地す

る市町村長の承認が得られたものであること。 

(8) 都市計画法第４１条制限は、建築物の高さを原則として５ メー

トル以下とすること。 

(9) 予定建築物の名称は、「調剤薬局」とすること。 

(1) 「薬局」とは、医

薬品、医療機器

等の品質、有効

性及び安全性の

確保等に関する

法律法（昭和３５

年法律第１４５号）

第２条第１２項に

規定する薬局で

あり、かつ、健康

保険法（大正１１

年法律第７０号）

第６３条第３項第１

号に規定する保

険薬局をいう。 

(2) 「当該施設が立

地する合理的理

由」とは、許可申

請地に立地する

必要性及び事業

の実現性等をい

う。 

(3) 「市町村長の承

認」とは、医療部

局を含む関係各

課の調整が図ら

れ、支障がないと

判断されたもので

あることをいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３６ 使用済自動車の再

資源化等に関する

法律 

（平成１４年法律第

８７号。以下「自動

車リサイクル法」とい 

う。）第２条第１３項

の「解体業」又は１４ 

項の「破砕業」に係

る既存の解体作業

場等 

〔個別〕 

１ 本基準の対象施設は、自動車リサイクル法の許可制度の施行

日（平成１６年７月１日）前から、次のいずれかの事業を都市計

画法に適合して営む施設であって、自動車リサイクル法の許可

基準に適合する予定建築物又は第１種特定工作物として、建

築物の建築等施設改善を目的とする開発行為等とする。（開発

区域は上記施行日時点の事業所の範囲内とする。） 

(1) 解体業に係る解体作業場 

(2) 破砕業（解体自動車のみを処理するものとする。他の産業廃

棄物の処理は行わない。）に係る破砕施設 

(3) 破砕業（上記（２）と同様。）に係る破砕前施設 

なお、上記の各項目の事業・施設には次の付帯施設が含ま

れるものとする。 

① 廃油・廃液の処理・保管施設 

② 解体後の部品又は自動車破砕残さの保管場所 

③ 管理事務所 

２ 開発区域が存する市町村の土地利用計画を勘案して支障が

ないものとして当該市町村の同意を得たものであること。 

３ ６メートル以上の国・県道等に接することとし、その敷地は当該

道路の境界より幅６メートルで奥行２５メートル以内にあること。

（２５メートル以上の敷地延長は認められない趣旨である。） 

４ 前記１（１）解体作業場の建築面積は、自動車リサイクル法の許

可制度の施行日（平成１６年７月１日）前から解体業として使用し

てきた範囲内とし、前記１（２）破砕施設及び同（３）破砕前施設

の建築面積又は能力は上記施行日前から破砕作業又は破砕

前作業に使用していた範囲内であって、同一規模とする。ただ

し、周辺住民と十分な協議が行われたものについては、上記施

行日時点の事業所の敷地の範囲内であって、同時点の建築面

積又は能力の１．５倍を限度として認める。 

５ 前記１付帯施設の③管理事務所の延床面積は、自動車リサイ

クル法の手続きに必要な最小限の規模であって、３０平方メート

ル以下であること。 

1  「自動車リサイク

ル法に適合する」

とは、同法の許可

申請書が受理さ

れたものとする。 

（平成１６年６月末

まで廃掃法の積

替え・保管業の許

可を取得している

業者については

届出が受理され

たもの）さらに、左

記基準１（２）破砕

施設については、

廃掃法（処理能力

５トン以上）又は

関係条例（５ トン

未満）の事前協議

終了通知書が添

付されているこ

と。 

同様に、基準

１①廃油・廃液の

処理・保管施設

のうち消防法（昭

和23年法律第

186号）上の危険

物を扱う施設に

あっては、危険

物の規制に関す

る政令（昭和34

年政令第306号）

及び当該施設が

存する市町村の

火災予防条例の

技術基準に適合

するものであるこ

と。 

また、対象施

設は、既存の施

設の施設改善を

認めるものであっ

て、例えば左記

1(1)解体業の施

設に同(2)破砕施

設を新規に設置

することを認める

ものではない。 

なお、「都市計

画法に適合して

営む施設」とは、

線引前から事業

を行っていた施

設や屋外で解体

作業を行ってい

た施設である。 
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2 国・県道等は

車線の有効幅員

６メートル以上の

もので、同等の

市町村道を含む

ものとする。ま

た、道路等公共

施設について

は、都市計画法

第３３条の技術基

準が適用される

場合には、左記

基準の数値と比

較し、大きい数値

を適用するものと

する。 

3 予定建築物等

の敷地は、原則

として屋外の保

管施設の用地と

明確に区分され

たものであって、

必要最小限の設

定がされているも

のとする。 

「周辺住民と

十分な協議」と

は、基準１（２）破

砕施設は、境界

から３００メートル

の範囲内に居住

する全世帯の同

意を得るものと

し、それ以外の

施設は、境界か

ら１５０メートルの

範囲内に居住す

る全世帯の同意

を得るものとす

る。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３７ 社会福祉施設等 

〔個別〕 

冒頭の①から③に掲げる社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

第２条に規定する社会福祉事業又は更生保護事業法（平成７年

法律第８６号）第２条第１項に規定する更生保護事業の用に供す

る施設で、次の(1)から(5)に掲げるすべての事項に該当するもの。 

なお、当該社会福祉施設等に併設される児童福祉法第５９条の

２第１項に規定する認可外保育施設（児童福祉法第６条の３第１２

項に規定する業務を目的とした事業所内保育事業であって、当該

社会福祉施設等の従業員の用に供するものに限る。）について

は、当該社会福祉施設等の一部とみなして取り扱うものとする。 

① 社会福祉事業の用に供する施設（老人福祉法第５条の３ 

に規定する老人福祉施設に限る。）であって、入所定員が３０ 

人以上であるもの。 

ア 養護老人ホーム 

イ 特別養護老人ホーム 

ウ 軽費老人ホーム 

エ その他これらに類する施設 

② 社会福祉事業の用に供する施設（①に掲げる施設を除く。）

であって、主として入所系施設であるもの。 

ア 障害者支援施設 

イ 乳児院 

ウ 母子生活支援施設 

エ 児童養護施設 

オ 児童自立支援施設 

カ 共同生活援助事業所（グループホーム） 

キ その他これらに類する施設 

③ 更生保護事業の用に供する更生保護施設 

(1) 設置及び運営が国及び県の定める基準に適合し、その位置、

規模等からみて許可申請地の周辺の市街化を促進るおそれが

なく、まちづくり及び福祉施策等の観点から支障がないことにつ

いて、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の①から③まで

のいずれかに該当するものであること。 

① 近隣に関係する医療施設、社会福祉施設等が存在し、これ

らの施設と当該施設のそれぞれがもつ機能とが密接に連携し

つつ立地又は運用する必要がある場合 

② 当該施設を利用する者の安全等を確保するため立地場所

に配慮する必要がある場合 

③ 当該施設が提供するサービスの特性から、例えば、許可申

(1) 左欄の冒頭①

に掲げる施設で

あって、入所定員

が２９人以下であ

るもの及び通所系

施設であるものに

ついては、都市計

画法第３４ 条第１

号により取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 左欄(1)の「関係

部局」とは、市町

村の都市計画部

局、宅地開発部

局及び福祉部局

等をいう。 

 

 

 

(3) 「密接に連携」と

は、当該社会福

祉施設等の事業

内容に応じて、医

療施設との提携

契約が得られたも

のであることをい

う。 

 

 

 

(4) 左欄(2)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発
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請地周辺の優れた自然環境が必要と認められる場合等、許

可申請地周辺の資源、環境等の活用が必要である場合 

(2) 誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、予定建

築物の用途が次に該当する場合は、関係部局と調整がとれたも

のであること。 

① 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化

計画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条

第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合 

② 同法第８９条に規定する居住調整地域を定めた市町村にお

いて、同法第９０条に規定する住宅等に該当する場合 

(3) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第1項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(4) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(5) 予定建築物の名称は、上記(1)、(2)、(3)の施設名称や関係法

令に規定する施設名称を踏まえ、適切に設定すること。 

部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３８ 医療施設 

〔個別〕 

冒頭の①から③までのいずれかに該当する医療法第１条の５第

１項に規定する病院で、施設の設置及び運営が国及び県の定め

る基準に適合するものであって、その位置・規模等からみて許可

申請地の周辺の市街化を促進するおそれがなく、まちづくり及び

医療施策の観点から支障がないことについて関係部局と調整がと

れたもので、次の(1)から(4)に掲げるすべての事項に該当するも

の。 

なお、当該医療施設に併設される児童福祉法第５９条の２第１

項に規定する認可外保育施設（児童福祉法第６条の３第１２項に

規定する業務を目的とした事業所内保育事業であって、当該医療

施設の従業員の用に供するものに限る。）については、当該医療

施設の一部とみなして取り扱うものとする。 

① 救急医療（病院群輪番制に参画することが見込まれる場合

を含む。）、周産期医療又は小児医療のほか、県の保健医療

計画に掲げる医療を提供する病院であり、患者等の搬送手

段の確保のため許可申請地の周辺の幹線道路等が整備さ

れている場合 

② 当該医療施設の入院患者等にとって、許可申請地の周辺

の優れた自然環境その他の療養環境が必要と認められる場

合 

③ 市街化調整区域内に立地している既存病院が、病床数の

増加等により敷地を拡大して一体的に増設する場合 

(1) 誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、予定建

築物の用途が次に該当する場合は、関係部局と調整がとれたも

のであること。都市再生特別措置法第81 条第1 項に規定する

立地適正化計画を作成した市町村において、予定建築物の用

途が同条第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合 

(2) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第1項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(3) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

 

 

(１) 左欄冒頭の「関

係部局」とは、市

町村の都市計画

部局、宅地開発

部局及び医療部

局をいう。 

 

 

 

 

(2) 「幹線道路等」と

は、国・県道、又

は主要な市町村

道で幅員９メート

ル以上のものをい

い、当該施設から

容易にアクセスで

きるものをいう。 

(3) 左欄(1)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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(4) 予定建築物の名称は、「病院」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

３９ 学校 

〔個別〕 

学校教育法第１条に規定する学校のうち高等学校、中等教育

学校、高等専門学校、大学、特別支援学校（通学施設を除く。）

で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) その設置目的から、主として許可申請地周辺の居住者以外の

利用を想定している学校のうち、教育環境の確保のため、許可

申請地周辺の資源、環境等が必要であることなど、市街化調整

区域に立地させることがやむを得ないと認められるものであり、

その位置、規模等からみて許可申請地の周辺の市街化を促進

するおそれがなく、まちづくり及び文教施策の観点から支障が

ないことについて、関係部局と調整がとれたものであること。 

(2) 誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、予定建

築物の用途が次に該当する場合は、関係部局と調整がとれたも

のであること。都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立

地適正化計画を作成した市町村において、予定建築物の用途

が同条第2 項第3 号に規定する誘導施設に該当する場合 

(3) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(4) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する

法律第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林

法第２５条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まな

いこと。 

(5) 予定建築物の名称は、「高等学校」、「中等教育学校」、「高

等専門学校」、「大学」、「特別支援学校」とすること。 

 

 

(1) 左欄の冒頭の

特別支援学校の

うち通学する施設

については、都市

計画法第３４条第

１ 号により取り扱

う。 

(2) 左欄(1)の「関係

部局」とは、市町

村の都市計画部

局、宅地開発部

局及び文教部局

をいう。 

(3) 左欄(2)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

４０ 国、県等が行った

開発許可適用除外

造成地における建

築行為 

〔包括〕 

〔個別〕 （１）において

当該開発行為の土地

利用の目的が明確で

ない場合 

改正前の都市計画法第２９条第１項第４号により、適用除外とし

て実施された開発区域内における建築行為で、(1)又は(2)のいず

れかで、(3)及び(4)に該当するもの。なお、当該市町村において当

該開発区域内であることの確認がなされているものであること。 

（改正：平成１８年５月３１日 施行：平成１９年１１月３０日） 

(1) 改正都市計画法の施行日（平成１９年１１月３０日）におい 

て、建築の用に供していない更地の場合は、原則として当該開

発行為の土地利用の目的に沿ったものであること。 

(2) 改正都市計画法の施行日（平成１９年１１月３０日）におい 

手、建築の用に供している敷地（その後の更地を含む。）の場

合、原則として既存建築物と同一規模以下の同一用途であり、

かつ既存建築物の敷地と同一であること。 

(3) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④  急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第

１項の急傾斜地崩壊危険区域 

(4) 予定建築物の名称は、当該開発行為の土地利用の目的に沿

うよう適切に設定すること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

４１ 地域包括支援セン

ター 

〔個別〕 

介護保険法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援セン

ターで、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 申請者は、市町村から委託を受けた老人福祉法第２０条の７

の２に規定する老人介護支援センターの設置者及び介護保険

法施行規則（平成１１年厚生労働省令第３６号）第１４０条の６７

に規定する者であること。 

(2) 主として当該市街化調整区域に居住している者を支援の対象

とし、位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれの

ないもの。 

(3) まちづくり及び福祉施策等の観点から支障ないことについて、

関係部局と調整がとれていること。 

(4) 誘導施設の届出に対する勧告基準との連携のため、予定建

築物の用途が次に該当する場合は、関係部局と調整がとれたも

のであること。都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立

地適正化計画を作成した市町村において、予定建築物の用途

が同条第２項第３号に規定する誘導施設に該当する場合。 

（5）許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(7) 予定建築物の名称は、「地域包括支援センター」とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 左欄(3)の「関係

部局」とは、市町

村の都市計画部

局、宅地開発部

局及び福祉部局

をいう。 

(2) 左欄(4)の「関係

部局」とは、立地

適正化計画関係

部局、宅地開発

部局等をいう。 

 



315 
 

NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

４２ 地域再生のための

用途変更等 

〔個別〕 

地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出等地域の活

力の再生のため、既存建築物を地域資源として活用する目的で

行う用途変更等で次の１から４に掲げるもの 

 

１ 古民家を活用して店舗、宿泊施設等に用途変更等するもの

で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の用途は、当該市町村の都市計画法第１８条の２ 

に規定する「市町村の都市計画に関する基本的な方針」及び当

該市町村の地域振興、観光振興等に関する方針・計画と整合

が図られたものであること。 

(2) 当該用途変更等に当たって、関係法令等の許可等を受ける

必要がある場合は、当該関係法令等を所掌している関係部局と

の調整が図られたものであること。 

(3) 予定建築物の敷地の面積は、既存の建築敷地より原則として

増加しないこと。 

(4) 予定建築物が店舗にあっては、延べ面積を原則として５００平

方メートル（予定建築物の敷地が、国・県道等に接している場合

は１，０００平方メートル）以下とすること。 

(5) 予定建築物の用途、予定建築物の敷地の規模に応じて、都

市計画法施行規則(昭和４４年建設省令第４９号)第２０条で定め

る幅員（ただし、都市計画法施行令第２９条の２に基づき当該市

町村の条例により制限を強化又は緩和している場合は、当該条

例に規定する幅員）以上の道路が当該予定建築物の敷地に接

していること。 

(6) 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化計

画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条第２

項第３号に規定する誘導施設に該当する場合は、関係部局と

調整がとれたものであること。 

(7) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(8) 予定建築物の名称は、「古民家再生店舗（○○）」、「古民家再

生宿泊施設（○○）」等とすること。 

(1) 「用途変更等」

の「等」とは、用途変 

更に伴う増改築を 

含むものとする。 

 

(2) 「古民家」とは次

のいずれかに該当

するものをいう。 

① 築５０年以上経

過している伝統的木

造建築技術（軸組工

法で造られたもの、

伝統的な継手及び

仕口等を用いたも

の）により建築された

もの 

② 景観法（平成１６

年法律第１１０号）に

基づく景観重要建

造物 

③ 文化財保護法

（昭和２５年法律第２

１４号）に基づく指定

文化財又は登録文

化財 

④ 文化財保護法に

基づく重要伝統的

建造物群保存地区

内の伝統あ的建造

物 

 

(3) 「国・県道等」と 

は、幅員６メートル以

上の市町村道を含

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 「宿泊施設」と

は、旅館業法（昭和

23年法律第138 号）

第2 条第2 項から

第4項に規定される
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２ 既存公共施設を活用して店舗、宿泊施設等に用途変更等する

もので、次に揚げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の用途は、当該市町村の公共施設等総合管理計

画と整合したものであって、公募型プロポーザル等により示され

た計画を当該市町村が地域再生に資すると認めたものであるこ

と。 

(2) 予定建築物の敷地の面積は、既存の建築敷地より原則として

増加しないこと。 

(3) 予定建築物の用途、予定建築物の敷地の規模に応じて、都

市計画法施行規則第２０条で定める幅員（ただし、都市計画法

施行令第２９条の２に基づき当該市町村の条例により制限を強

化又は緩和している場合は、当該条例に規定する幅員）以上の

道路が当該予定建築物の敷地に接していること。 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3 条第1 

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 予定建築物の名称は、「地域再生店舗（○○）」、「地域再生宿

泊施設（○○）」、「地域再生工場（○○）」等とすること。 

 

３ 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２

７号。以下「空家法」という。）第２条第１項に規定する空家等とな

った既存適法建築物の用途変更等で、次に掲げるすべての事

項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の用途は、空家法第６条に規定する当該市町村

の空家等対策計画及び当該市町村の都市計画法第１８条の２

に規定する「市町村の都市計画に関する基本的な方針」並びに

当該市町村の地域振興、観光振興等に関する方針・計画と整

合が図られたものであること。 

(2) 当該用途変更等に当たって、関係法令等の許可等を受ける

必要がある場合は、当該関係法令等を所掌している関係部局と

の調整が図られたものであること。 

(3) 予定建築物の敷地の面積は、既存の建築敷地より原則として

増加しないこと。 

(4) 予定建築物の用途が店舗にあっては、延べ面積を原則として

施設又は住宅宿泊

事業法（平成29 年

法律第65 号）第3 

条第1 項の届出に

係る住宅をいう。 
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５００平方メートル（予定建築物の敷地が、国・県道等に接してい

る場合は１，０００平方メートル）以下とすること。 

(5) 予定建築物の用途、予定建築物の敷地の規模に応じて、都

市計画法施行規則第２０条で定める幅員（ただし、都市計画法

施行令第２９条の２に基づき当該市町村の条例により制限を強

化又は緩和している場合は、当該条例に規定する幅員）以上の

道路が当該予定建築物の敷地に接していること。 

(6) 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化計

画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条第２

項第３号に規定する誘導施設に該当する場合は、関係部局と

調整がとれたものであること。 

(7) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3 条第1 

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(8) 予定建築物の名称は、「空家再生店舗（○○）」、「空家再生宿

泊施設（○○）」等とすること。 

 

４ 地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５条第４項第１２号に規

定する農村地域等移住者が居住するための既存適法建築物の

用途変更等で、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 予定建築物の用途は、当該市町村の都市計画法第１８条の２

に規定する「市町村の都市計画に関する基本的な方針」及び当

該市町村の地域振興、観光振興等に関する方針・計画と整合

が図られたものであること。 

(2) 地域再生法第１７条の５４第１項に規定する既存住宅活用農

村地域等移住促進事業計画が同条第７項（同条第８項におい

て準用する場合を含む。）の規定により公表されたものであるこ

と。 

(3) 許可申請地は、上記(2)の既存住宅活用農村地域等移住促進

事業計画に記載された地域再生法第５条第４項第１２号に規定

する農村地域等移住促進区域内であること。 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 
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③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１ 

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 予定建築物の名称は、「地域再生専用住宅」とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

４３ 地域経済牽引事業 

〔個別〕 

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に

関する法律（平成１９年法律第４０号。以下「地域未来投資促進

法」という。）第１４条第２項に規定する承認地域経済牽引事業計

画に基づくものであって、次に掲げるすべての事項に該当するも

の。 

(1) 地域未来投資促進法第１１条第２項第１号に規定する土地利

用調整区域内において同法第１３条第３項第１号に規定する施

設であること。 

(2) 予定建築物等の用途が、地域未来投資促進法第３条の規定

に基づき定められた「地域における地域経済牽引事業の促進

に関する基本的な方針」第１ヘ(3)①及び②に適合しているもの

であること。 

(3) 予定建築物の用途、予定建築物の敷地の規模に応じて、都

市計画法施行規則第２０条で定める幅員（ただし、都市計画法

施行令第２９条の２に基づき当該市町村の条例により制限を強

化又は緩和している場合は、当該条例に規定する幅員）以上の

道路が当該予定建築物の敷地に接していること。 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 予定建築物の名称は、「地域経済牽引工場（○○）」、「地域経

済牽引物流施設（○○）」等とすること。 
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NO. 提 案 基 準 基 準 内 容 留 意 事 項 

４４ 農林水産業の持続

的な発展を図るた

めの開発行為等 

〔個別〕 

農林水産業の持続的な発展を図ることを目的とした施設を建築す

る目的で行う開発行為等で、次の１から３に掲げるもの。 

 

１ 直売所であって、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 当該市町村及びその周辺で生産された農林水産物を地元に

おいて消費する地産地消の促進を図るため、当該市町村が作

成する直売所の整備に関する必要な施策（法定計画に限る。）

との整合が図れたものであること。また、その位置、規模等から

みて許可申請地の周辺の市街化を促進するおそれがなく、まち

づくりの観点から支障がないことについて、関係部局との調整が

とれたものであること。 

(2) 予定建築物の敷地は、幅員６メートル以上の国・県道等に接し

ていること。 

(3) 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化計

画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条第２

項第３号に規定する誘導施設に該当する場合は、関係部局と

調整がとれたものであること。 

(4) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(5) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第1 項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 予定建築物の名称は、「直売所」とすること。 

 

２ レストランであって、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 当該市町村及びその周辺で生産された農林水産物を地元に

おいて消費する地産地消の促進を図るため、当該市町村が作

成する農業等を営む者と食事の提供を行う事業者との連携の

促進に関する必要な施策（法定計画に限る。）との整合が図ら

れたものであること。また、その位置、規模等からみて許可申請

地の周辺の市街化を促進するおそれがなく、まちづくりの観点

から支障がないことについて、関係部局との調整がとれたもので

 
 
 
 
 
(1) 「直売所の
整備に関する必
要な施策（法定
計画に限る。）」
には、地産地消
の促進を図るた
めの直売所に
おける具体的施
策や直売所の
規模、農林水産
物の取扱い品
目等を定めるこ
と。 
(2) 「国・県道
等」とは、幅員６
メートル以上の
市町村道を含
む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 「農業等を営む

者と食事の提供を

行う事業者との連携

の促進に関する必

要な施策（法定計画

に限る。）」には、地

産地消を図るための

レストランにおける

具体的施策やレスト

ランの規模等を定め

ること。 
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あること。 

(2) 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化計

画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条第２

項第３号に規定する誘導施設に該当する場合は、関係部局と

調整がとれたものであること。 

(3) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(4) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(5) 予定建築物の名称は、「農家レストラン」等とすること。 

 

３ 体験施設であって、次に掲げるすべての事項に該当するもの。 

(1) 当該市町村が作成する農作業を体験することができる環境の

整備に関する必要な施策（法定計画に限る。）との整合が図ら

れたものであること。また、その位置、規模等からみて許可申請

地の周辺の市街化を促進するおそれがなく、まちづくりの観点

から支障がないことについて、関係部局との調整がとれたもので

あること。 

(2) 予定建築物の敷地は、幅員６メートル以上の国・県道等に接し

ていること。 

(3) 都市再生特別措置法第８１条第１項に規定する立地適正化計

画を作成した市町村において、予定建築物の用途が同条第２

項第３号に規定する誘導施設に該当する場合は、関係部局と

調整がとれたものであること。 

(4) 許可申請地は、原則として農業振興地域の整備に関する法律

第８条第２項第１号に規定する農用地区域並びに森林法第２５

条及び同法第２５条の２に規定する保安林を含まないこと。 

(5) 許可申請地は、原則として次の土地を含まないこと。 

① 建築基準法第３９条第１項の災害危険区域 

② 地すべり等防止法第３条第１項の地すべり防止区域 

③ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律第９条第１項の土砂災害特別警戒区域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 「農作業を体験

することができる環

境の整備に関する

必要な施策（法定計

画に限る。）」には、

必要な体験施設の

内容（林業、水産業

を含むことができ

る。）、予定建築物

の用途及び規模等

を定めること。 
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④ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項の急傾斜地崩壊危険区域 

(6) 予定建築物の名称は、「農業体験施設」等とすること。 

 

 

５．開発審査会案件の許可申請上必要となる書類等 

   各提案基準に示す基準は、許可申請にあたって必要条件としての性格を持つものである。許可にあ

たっては、各提案基準の趣旨に照らして総合的見地から審査するので、通常の許可申請とは別に必要

となる書類等があるので、事前に窓口で確認すること。 
 

６．開発審査会の審議 

   法第３４条第１４号及び政令第３６条第１項第３号ホの規定に該当する開発審査会案件は、許可申請

書の提出後に開発審査会の議を経ることとなる。 

   開発審査会の開催日（年間８回程度）に合わせて、別途、説明資料、図面（データを含む）等を作成

（開催日の約１カ月前までに県事務局に提出）することになるので、注意すること。 
 

７．開発審査会後の流れについて 

   開発審査会で『許可相当』と答申が出された案件については、答申後に市長が許可通知書を交付す

る。 
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第９章 建築行為等の許可 

 法律  

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限） 

法第４３条  何人も、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内においては、

都道府県知事の許可を受けなければ、第29条第１項第２号若しくは第３号に規定する建築物以外

の建築物を新築し、又は第一種特定工作物を新設してはならず、また、建築物を改築し、又はその

用途を変更して同項第２号若しくは第３号に規定する建築物以外の建築物としてはならない。ただ

し、次に掲げる建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設について

は、この限りでない。 

一  都市計画事業の施行として行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作

物の新設 

二  非常災害のため必要な応急措置として行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一

種特定工作物の新設 

三  仮設建築物の新築 

四  第２９条第１項第９号に掲げる開発行為その他の政令で定める開発行為が行われた土地の区

域内において行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設 

五  通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

２  前項の規定による許可の基準は、第３３条及び第３４条に規定する開発許可の基準の例に準じて、

政令で定める。 

３  国又は都道府県等が行う第一項本文の建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特

定工作物の新設（同項各号に掲げるものを除く。）については、当該国の機関又は都道府県等と都

道府県知事との協議が成立することをもつて、同項の許可があつたものとみなす。 
 

 政令  

（その開発行為が行われた土地の区域内における建築物の新築等が建築等の許可を要しないこと

となる開発行為） 

第３４条  法第４３条第１項第４号の政令で定める開発行為は、次に掲げるものとする。 

一  法第２９条第１項第４号から第９号までに掲げる開発行為 

二  旧住宅地造成事業に関する法律（昭和３９年法律第１６０号）第４条の認可を受けた住宅地造成 

事業の施行として行う開発行為 
 

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可を要しない通常の管理行為、軽易な行

為その他の行為） 

第３５条  法第４３条第１項第５号の政令で定める行為は、次に掲げるものとする。 

一  既存の建築物の敷地内において行う車庫、物置その他これらに類する附属建築物の建築 

二  建築物の改築又は用途の変更で当該改築又は用途の変更に係る床面積の合計が１０平方メー

トル以内であるもの 

三  主として当該建築物の周辺の市街化調整区域内に居住している者の日常生活のため必要な
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物品の販売、加工、修理等の業務を営む店舗、事業場その他これらの業務の用に供する建築物

で、その延べ面積が５０平方メートル以内のもの（これらの業務の用に供する部分の延べ面積が全

体の延べ面積の５０パーセント以上のものに限る｡）の新築で、当該市街化調整区域内に居住して

いる者が自ら当該業務を営むために行うもの 

四  土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定工作物の新設 
 

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可の基準）  

第３６条  都道府県知事（指定都市等の区域内にあつては、当該指定都市等の長。以下この項にお

いて同じ。）は、次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、法第４３条第 1 項の許可を

してはならない。  

一  当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物の敷地が次に定める基準（用途の変更

の場合にあつては、ロを除く。）に適合していること。 

イ  排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、敷地内の下水を有効に排出する

とと もに、その排出によつて当該敷地及びその周辺の地域に出水等による被害が生じないよう

な構造及び能力で適当に配置されていること。 

（１） 当該地域における降水量 

（２） 当該敷地の規模、形状及び地盤の性質 

（３） 敷地の周辺の状況及び放流先の状況 

（４） 当該建築物又は第一種特定工作物の用途 

ロ  地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、当該土地について、地盤の

改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられていること。 

二  地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集落地区整備計画が定められている

区域に限る。）内においては、当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物の用途が当

該地区計画又は集落地区計画に定められた内容に適合していること。 

三  当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物が次のいずれかに該当すること。 

イ  法第３４条第１号から第１０号までに規定する建築物又は第一種特定工作物 

ロ  法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域内において新築し、若しくは改築する建 

築物若しくは新設する第一種特定工作物で同号の条例で定める用途に該当しないもの又は当

該区域内において用途を変更する建築物で変更後の用途が同号の条例で定める用途に該当

しないもの 

ハ  建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと認めら

れ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる建築物の新

築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設として、都道府県の条例で区域、

目的又は用途を限り定められたもの。この場合において、当該条例で定める区域には、原則と

して、第二十九条の九各号に掲げる区域を含まないものとする。 

ニ  法第３４条第１３号に規定する者が同号に規定する土地において同号に規定する目的で建

築し、又は建設する建築物又は第一種特定工作物（第３０条に規定する期間内に建築し、又は

建設するものに限る。） 

ホ  当該建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと認め
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られ、かつ、市街化区域内において建築し、又は建設することが困難又は著しく不適当と認め

られる建築物又は第一種特定工作物で、都道府県知事があらかじめ開発審査会の議を経たも

の 

２  第２６条、第２８条及び第２９条の規定は、前項第１号に規定する基準の適用について準用する。  
 

 省令   

（建築物の新築等の許可の申請）  

第３４条  法第４３条第１項に規定する許可の申請は、別記様式第九による建築物の新築、改築若しく

は用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書を提出して行うものとする。 

２  前項の許可申請書には、次に掲げる図面（令第３６条第１項第３号ニに該当するものとして許可を受

けようとする場合にあつては、次に掲げる図面及び当該許可を受けようとする者が、区域区分に関す

る都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張された際、自己の居住

若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務の用に供する第一種特定工作物を建設

する目的で土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有していたことを証する書類）を添付

しなければならない。 
 

図面の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設 

敷地現況図 （一） 建築物の新築若しくは改築又は第一種特定工作物の新設の場合 

敷地の境界、建築物の位置又は第一種特定工作物の位置、がけ及び擁壁の位置 

   並びに排水施設の位置、種類、水の流れの方向、吐口の位置及び放流先の名称 

（二） 建築物の用途の変更の場合 

敷地の境界、建築物の位置並びに排水施設の位置、種類、水の流れの方向、吐

口の位置及び放流先の名称 
 

 

 市規則  〔印西市開発行為等の事務の処理に関する規則〕 

（建築物の新築等の許可の申請書添付図書及び通知） 

第１７条 省令第３４条第１項に規定する建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工

作物の新設許可申請書には、同条第２項に規定するもののほか、次に掲げる図書を添付しなけれ

ばならない。 

（１） 住民票等 

（２） 位置図 

（３） 印西市地形図 

（４） 敷地の区域を明らかにする公図の写し 

（５） 敷地に含まれる土地の登記事項証明書 

（６） 敷地求積図 

（７） 土地利用計画図 

（８） 給排水施設計画平面図 

（９） 予定建築物等の平面図及び２面以上の立面図 
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(10) その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は、法第４３条第１項の規定による許可の申請があった場合において、許可の決定をしたとき

は、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可通知書（別記第２

１号様式）により、不許可の決定をしたときは、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種

特定工作物の新設不許可通知書（別記第２２号様式）により申請者に通知するものとする。 
 

１．建築行為等の許可 (法第４３条) 

市街化調整区域のうち、開発許可を受けた開発区域以外の区域で市長の許可を受けなければ、法

第２９条第１項第２号又は第３号に規定する建築物以外の建築物を新築し、又は第一種特定工作物を

新設してはならず、また、建築物を改築し、又は用途を変更して上記以外の建築物としてはならない。 
 

※ 本条でいう「新築」とは建築物のなかった敷地での建築物の建築に限られず、従前建築物の建築されていた敷
地におけるいわゆる建て替えの場合であっても、建て替え後の建築物の用途、規模又は構造が従前の建築物と著
しく異なる場合には、「新築」に該当するものと解される。 

 

本条は、市街化調整区域のうち、開発許可を受けた開発区域外の区域で行われる建築物の新築、改築若しくは用途

の変更又は第一種特定工作物の新設について、法第２９条第１項と同様の趣旨から制限を行おうとする規定である。 

法第２９条第１項の開発許可は主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する土地の区画形質の変更

（開発行為）を規制することにより秩序ある市街化の形成を図ることを実現しようとするものであるが、規制の効果を完全

にするためには、開発行為の規制だけでは不充分であって、例えば市街化調整区域に関する都市計画が決定される

前までに造成された宅地に住宅がそのまま建築される場合のように、開発行為を伴わずに行われる建築行為等も規制

の対象とすることが必要となる。 

そこで、市街化を抑制するという趣旨から特に徹底して規制を行うことが望ましい市街化調整区域においては、開発

行為を伴わない、つまり、開発許可を要することなく行われる建築行為等を本条により規制することとしたものである。 
 

  （１）法第２９条第１項第２号又は第３号に規定する建築物 

    ① 第２号 農林漁業従事者の住宅及び農林漁業用施設 

    ② 第３号 公益上必要な施設 

  （２）許可を受けなければ行えない行為 

    ① 建築物の新築又は第一種特定工作物の新設 

    ② 用途の変更を伴う改築 

    ③ 用途の変更を伴う増築 

    ④ 建築行為を伴わない用途の変更 
   ※主たる目的が建築物の建築に係るものでないとして「開発行為」に該当しないとされた区域（野外運動場等）内

についても、建築物（クラブハウス、更衣室等）の新築又は第一種特定工作物の新設に際しては、法第４３条
第１項の許可を受けなければならない。 

 

２．適用除外 

本質的に法第２９条と同様であり、法第４３条の許可を不要とする行為の範囲は、法第29条第１項ただ

し書の行為に準ずるもの（法第４３条第１項、令第３４条及び第３５条）である。 

法４３条第１項前段により、法第２９条第１項第２号（農林漁業用施設及び農林漁業用住宅）並びに同

項第３号（公益施設）の建築物の建築等においては、当然許可を要しない。 （法第４３条第１項） （第３章第４

節１．（２）・（３）参照） 
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また、法第４３条第１項ただし書きにより、同第１号から５号までに掲げるものについて適用除外として

いる。 （第３章第４節１．（４）～（１１）参照） 

（１）都市計画事業の施行として行う建築等 （法第４３条第１号） 

（２）非常災害のため必要な応急措置として行われる建築等 （法第４３条第２号） 

（３）仮設建築物の新築 （法第４３条第３号）（第３章第４節２．（１１）ア 参照） 

（４）一定の開発行為が行われた土地の区域内における建築等 （法第４３条第４号、政令第３４条） 

法第２９条に規定する各事業により造成分譲等された土地等において、その行為（建築等）の主体

を問わず適用除外となる。 

ア 都市計画事業として行った開発行為(法第29条第４号)の区域内における建築等 

イ 土地区画整理事業として行った開発行為(法第29条第５号)の区域内における建築等 

ウ 市街地再開発事業として行った開発行為(法第29条第６号)の区域内における建築等 

エ 住宅街区整備事業として行った開発行為(法第29条第７号)の区域内における建築等 

オ 防災街区整備事業として行った開発行為(法第29条第８号)の区域内における建築等 

カ 公有水面埋立事業として行った開発行為(法第29条第９号)の区域内における建築等 

キ 旧住宅地造成事業に関する法律の認可を受けて住宅地造成事業として行った開発行為の区域

内における建築等 

※第４号については、法第２９条に規定する各事業により造成分譲等された土地等において、その 

行為（建築等）の主体を問わず適用除外となる。ただし、当該土地について新たに開発行為を行 

う場合は、開発許可を受けることが必要である。 

（５）通常の管理行為、軽易な行為等 （法第４３条第１項第５号、政令第３５条） 

 ア 既存建築物の敷地内における車庫、物置、附属建築物の建築 

イ 建築物の改築又は用途の変更で、床面積の合計が１０㎡以内のもの 

ウ 調整区域内居住者が自営する日常生活品の販売店等で延面積（同一敷地内に２以上の建築

物を建築する場合は、それぞれの延べ面積の合計）が５０㎡以内のもの（業務用部分の延面積が

全体の延面積の５０％以上のものに限る｡）の新築 

エ 土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定工作物の新設 

      

 ３．許可の基準 

許可の基準は政令第３６条第１項第１号により敷地の基準を、同項第３号において建築物又は第 

一種特定工作物に係る基準を定めているので、申請にかかる敷地ならびに建築物がそれぞれの  

基準に適合した場合に許可することとなる。 

（１）敷地の基準 

ア 排水路その他の排水施設が、降水量、敷地の規模、形状及び地盤の性質、周辺の状況及び 

放流先の状況ならびに申請建築物の用途からみて、敷地内の下水を有効に排出するよう配置  

されていること。なお、その排出によって周辺の土地に溢水等の被害を及ぼさないこと。 

（注）自己の居住用または敷地面積１，０００ ㎡以下の自己の業務の用に供するものについては、  

敷地内処理を認める。 （第７章第５節９．参照） 

また、用途及び規模に応じて雨水流出抑制施設を設ける。(第７章第5節１０．参照) 



328 
 

イ 地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、当該土地について、地盤の改

良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられていること。 

（２）建築物に係る基準 

申請にかかる建築物又は第一種特定工作物が次のいずれかに該当すること。 

イ 法第３４条第１号から第１０号までに規定する建築物又は第一種特定工作物 

第１号 日用品販売店舗等、郵便業務施設等 

第２号 鉱物、観光及び水資源の有効利用上必要な建築物 

（第３号 政令未制定のため該当施設なし） 

第４号 農林漁業用施設（政令第２０条に掲げる施設を除く｡）及び農林水産物の処理、貯蔵又 

は加工施設 

第５号 特定農山村法による地域特産物展示販売施設、農林業体験実習施設等 

第６号 県が国等と一体となって助成する中小企業共同化施設 

第７号 既存工場と密接な関連を有する工場等 

第８号 危険物の貯蔵又は処理施設 

第９号 道路管理施設、休憩所又は給油所等及び火薬類の製造所 

第１０号 地区計画又は集落地区計画に適合する建築物等 

ロ 法第３４条第１１号の条例で指定する区域における建築物又は第一種特定工作物 

ハ 市街化を促進するおそれがなく、かつ市街化区域に建築し、又は建設することが困難又は著しく不

適当と認められるもので、条例で区域、目的又は用途を限り定められたもの（法第３４条第１２号に同じ） 

ニ 既存の権利者の届出（法第３４条第１３号）をした者が５年以内に建築する自己用建築物、又は

第一種特定工作物（届出の目的とした建築物又は第一種特定工作物） 

ホ 市街化を促進するおそれがなく、かつ市街化区域に建築し、又は建設することが困難または著

しく不適当と認められるもので、あらかじめ、開発審査会の議を経たもの（法第３４条第１４号に相

当するもの）なお、本号の基準の運用については、法第３４条の基準の運用に準じて取扱うものと

する。（第８章参照） 

 

4．許可申請に必要な図書等 （法第４３条） 

  表8‐1-1  法第４３条許可申請書類一覧表       （提出部数：正本１部・副本（正本のコピー）１部の計２部） 

申請書類・図面等 
必須の

有 無 
備考 

申
請
書 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第
一種特定工作物の新設許可申請〔省令様式第９〕 

 ○ 
宛名は、“印西市長 ○○ ○○”宛

てになります。 

領収済通知書（手数料） 市手数料条例による ○ 
開発許可部局でお渡しする「納入

通知書」により会計課で支払い、４

枚目の“（原課使用分）”を提出 

添
付
書
類 

委任状<任意書式> 手続きを第三者に委任する場合  

委任者及び担当者の氏名、電話番

号、FAX を記入。（委任者でない者

が申請手続き（訂正・受領を含む）

をする場合は、別途委任状が必要

になります。 

建築理由書<市様式>  ○ 市 HP 参照 

申請者の住民票の写し（原本） 申請者が個人の場合 

○ 

 

法人の登記事項証明書（原本） 申請者が法人等の場合 

法人以外の団体等のものにあって

は、それが明らかになる書類の写し

（原本証明したもの） 
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誓約書<市様式>  ○ 
市 HP 参照（申請内容に応じて誓約

書①、②が該当）。印は実印。 

 印鑑登録証明書（原本）  ○  

土地の登記事項証明書（原本）  ○ 
インターネットのオンライン請求によ

り取得したものは不可 

土地等使用承諾書<市様式> 第三者の土地を使用する場合  

・市ＨＰ参照。売買契約書のうち写

しは不可。印は実印。 

・申請区機内は所有権以外の権利

及び全ての権利者の同意が必要 

 印鑑登録証明書（原本）    

道路・法定外公共物（赤道、水路等）占用許可
書等 

道路第 24 条、32 条等を伴う場合  
受付印のある申請書の写しでも可

（許可後に許可書の写しを提出す

ること） 

境界確定協議書  ○ 
協議書全ての写しを添付（敷地との

接道部分を赤ラインで明示） 

⇒土木管理課 

埋蔵文化財の確認  ○ 
埋蔵文化財の取扱いに関する回答

文⇒生涯学習課 

添
付
図
面 

付近見取図(1/2,500) 位置図を兼ねる ○ 
印西市都市計画基本図（「印西市

地形図」）によるもの⇒都市計画部

局 

連たん図(1/2,500 以上) 
政令第 3６条第１項第３号ロの場

合 
 

市街化区域(建築物の建築が可能

な区域)からの距離及び４０戸以上

の連たんがわかるもの 

公図の写し（原本）(1/600 以上)  ○  

敷地現況図(1/100 以上)  ○ 地盤高を表示。 

敷地求積図(1/100 以上)  ○  

敷地断面図(1/1,000 以上)  ○ 
切土、盛土がない旨を表示。申請

地と隣接地の地盤高を表示。 

配置図(1/100 以上) 土地利用計画図 ○ 
道路名称及び建築基準法該当条

項、境界杭の種別、道路幅員、土

留めの種類及び範囲等を表示。 

給排水施設計画平面図(1/50 以上)  ○ 

・給排水施設の位置、経路、吐口の位置

及び一次放流先の名称を表示。 

・井戸給水の場合は吐出口の口径を表

示。 

がけの断面図・平面図(1/50 以上) 該当がある場合  がけの抵触範囲を表示 

擁壁の断面図(1/50 以上) 該当がある場合  
擁壁の寸法・勾配・材料の種類、擁

壁を設置する前後の地盤面、基礎地盤の

土質並びに基礎杭の位置等を表示。 

擁壁構造図（認定擁壁の場合はカタログ等で可） 

該当がある場合 

H=1m 以上の場合は、構造計算

書を添付 

※敷地の管理行為に限る 

 

・構造計算書に地盤支持力の根拠を添

付。 

・ブロック構造図、既存擁壁等の構造図も

添付。（ブロック積みの前後の地盤高低

差は 60cm 以下とする。） 

各種構造図(1/50 以上) 
該当がある構造物全てのもの添

付要 
○ 

排水桝（汚水・雨水）、合併浄化

槽、側溝等排水接続断面平面図、

コンクリートブロック等の寸法・材料

等を記入。 

予定建築物の平面図・立面図(1/100 以上) 立面図は２面以上 ○ 

建築面積、延床面積の求積根拠を

添付。 

敷地面積、構造及び規模（建築面

積、延床面積）、建蔽率、容積率、

最高の高さを表示。 
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表8‐1-2  法第４３条（分家）許可申請書類一覧表   （提出部数：正本１部・副本（正本のコピー）１部の計２部） 

★具体的なご相談の際は、◎印の書類を持参 

申請書類・図面等 
必須の

有 無 
備考 

申
請
書 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第
一種特定工作物の新設許可申請〔省令様式第９〕 

 ○ 
宛名は、“印西市長 ○○ ○○”宛

てになります。 

領収済通知書（手数料） 市手数料条例による ○ 
開発許可部局でお渡しする「納入

通知書」により会計課で支払い、４

枚目の“（原課使用分）”を提出 

添
付
書
類 

委任状<任意書式> 手続きを第三者に委任する場合  

受任者の氏名、電話番号、FAX を

記入。（※窓口に来課する担当者

の氏名、連絡先も必ず明記するこ

と） 

建築理由書<市様式>  ○ 市 HP 参照 

申請者の住民票の写し（原本）  ○  

誓約書<市様式>  ○ 
市 HP 参照（申請内容に応じて誓約

書②、③が該当）。印は実印。 

 印鑑登録証明書（原本）  ○  

家系図<任意書式>  ◎ 申請者、本家を表示 

線引きの日前土地所有者（本家）の住民票の写
し（原本） 

 ○ ⇒市民課 

線引きの日前土地所有者（本家）の戸籍謄本及
び附票（原本） 

 ○ ⇒市民課 

申請者の戸籍謄本及び附票（原本）  ◎ 
申請者が本家と 2 年以上の同居実

績があること 

固定資産課税台帳（登載証明）・名寄帳（原本）  ◎ 
申請者と本家が市街化区域に土地

等を有していないこと⇒資産税課 

農業経営の実態（原本） 農家分家の場合  ⇒農業委員会 

土地の登記事項証明書（原本）  ◎ 

・インターネットのオンライン請求に

より取得したものは不可。 

・線引き以前からの土地所有者の

経過がわかるもの（閉鎖謄本等） 

土地等使用承諾書<市様式> 第三者の土地を使用する場合  

・市ＨＰ参照。売買契約書のうち写しは不

可。印は実印。 

・申請区域内は所有権以外の権利及び

全ての権利者の同意が必要。 

 印鑑登録証明書（原本）    

道路・法定外公共物（赤道、水路等）占用許可
書等 

道路第 24 条、32 条等を伴う場合  
受付印のある申請書の写しでも可

（許可後に許可書の写しを提出す

ること） 

境界確定協議書  ○ 
協議書全ての写しを添付（敷地との

接道部分を赤ラインで明示） 

⇒土木管理課 

埋蔵文化財の確認  ○ 
埋蔵文化財の取扱いに関する回答

文⇒生涯学習課 

添
付
図
面 

付近見取図(1/2,500) 位置図を兼ねる ○ 
印西市都市計画基本図（「印西市

地形図」）によるもの⇒都市計画部

局 

公図の写し（原本）(1/600 以上)  ○  

敷地現況図(1/100 以上)  ○ 地盤高を表示。 

敷地求積図(1/100 以上)  ○  

敷地断面図(1/1,000 以上)  ○ 
切土、盛土がない旨を表示。申請

地と隣接地の地盤高を表示。 

配置図(1/100 以上) 土地利用計画図 ○ 
道路名称及び建築基準法該当条

項、境界杭の種別、道路幅員、土

留めの種類及び範囲等を表示。 

給排水施設計画平面図(1/50 以上)  ○ 

・給排水施設の位置、経路、吐口の位置

及び一次放流先の名称を表示。 

・井戸給水の場合は吐出口の口径を表

示。 

がけの断面図・平面図(1/50 以上) 該当がある場合  がけの抵触範囲を表示 
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擁壁の断面図(1/50 以上) 該当がある場合  
擁壁の寸法・勾配・材料の種類、擁壁を

設置する前後の地盤面、基礎地盤の土

質並びに基礎杭の位置等を表示。 

擁壁構造図（認定擁壁の場合はカタログ等で可） 

該当がある場合 

H=1m 以上の場合は、構造計算

書を添付 

※敷地の管理行為に限る 

 
・ブロック構造図、既存擁壁等の構造図も

添付。（ブロック積みの前後の地盤高低差

は 60cm 以下とする。） 

各種構造図(1/50 以上) 
該当がある構造物全てのもの添

付要 
○ 

排水桝（汚水・雨水）、合併浄化

槽、側溝等排水接続断面平面図、

コンクリートブロック等の寸法・材料

等を記入。 

予定建築物の平面図・立面図(1/100 以上) 立面図は２面以上 ○ 

建築面積、延床面積の求積根拠を

添付。 

敷地面積、構造及び規模（建築面

積、延床面積）、建蔽率、容積率、

最高の高さを表示。 

 

  



332 
 

省令別記様式第９（第３４条関係） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書 

 

都市計画法第４３条第１項の規定により、 

建 築 物 

第一種特定 

工 作 物 

の 

新   築 

改   築 

用途の変更 

新   設 

 

※手数料欄 

の許可を申請します。 

   年   月   日  

（あて先）印西市長           

                （許可申請書） 

住 所 

氏 名               

１ 

建築物を建築しようとする土地、用途の変

更をしようとする建築物の存する土地又は第

一種特定工作物を新設しようとする土地の所

在、地番、地目及び面積 

 

 

 

 

２ 

建築しようとする建築物、用途の変更後の

建築物又は新設しようとする第一種特定工作

物の用途 

 

３ 
改築又は用途の変更をしようとする場合は

既存の建築物の用途 
 

４ 

建築しようとする建築物、用途の変更後の

建築物又は新設しようとする第一種特定工作

物が法第３４条第１号から第１０号まで又は令

第３６条第１項第３号ロからホまでのいずれの

建築物又は第一種特定工作物に該当するか

の記載及びその理由 

 

５ その他必要な事項  

※ 受付番号    年   月   日      第    号 

※ 許可に付した条件   

※ 許可番号    年   月   日      指令第    号 

備 考 

１ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 

２ ※のある欄は記載しないこと。 

３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設をすることについて

他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
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第２１号様式（第１７条） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可通知書 

 

 

この申請書に係る        については、次のとおり許可したので通知します。 

 

指令第     号 

                                                   年  月  日 

 

印西市長         □印 

１ 許可申請者の住所及び氏名  

２ 建築物を建築しようとする土地、用途の変更をしよう

とする建築物の存する土地又は第一種特定工作物

を新設しようとする土地の所在、地番、地目及び面積 

 

３ 建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又

は新設しようとする第一種特定工作物の用途 
 

４ 改築又は用途の変更をしようとする場合は既存の建

築物の用途 
 

５ 建築しようとする建築物、用途の変更後の建築物又

は新設しようとする第一種特定工作物が都市計画法

第３４条第１号から第１０号まで又は都市計画法施行

令第３６条第１項第３号ロからホまでのいずれかの建

築物又は第一種特定工作物に該当するかの記載及

びその理由 

 

６ その他必要な事項  

備考  

この許可を受けても、建築物を建築しようとするときは、建築基準法による確認を別途受けなければならないので注意すること。 

教示 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、印西市

長に対して審査請求をすることができます。 
２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に、印西市を被告として（訴訟において印西市を代表する者は印西市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起

することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁

決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
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第２２号様式（第１７条） 

 

建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設不許可通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった              については、次の理由により不許可としたの

で通知します。 

 

指令第     号   

 年  月  日   

                 様 

 

印西市長         □印 

 

不許可の理由 

 

 

 教示 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、印

西市長に対して審査請求をすることができます。 
２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、印西市を被告として（訴訟において印西市を代表する者は印西市長となります。）、処分の取消しの訴え

を提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に

対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があ

った日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが

できなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審

査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の

取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 
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第１０章 その他の法律との関係 

第１節 建築基準法との関係 

 省令  

（開発行為又は建築に関する証明書等の交付）  

第６０条  建築基準法 （昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項 （同法第８８条第１項又は第２項におい

て準用する場合を含む。）又は第６条の２第１項 （同法第８８条第１項又は第２項において準用する場

合を含む。）の規定による確認済証の交付を受けようとする者は、その計画が法第２９条第１項若しくは

第２項 、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条、第４３条第１項又は第５３条第１項の規定に適

合していることを証する書面の交付を都道府県知事（指定都市等における場合にあつては当該指定

都市等の長とし、指定都市等以外の市における場合（法第５３条第１項の規定に適合していることを証

する書面の交付を求める場合に限る。）にあつては当該市の長とし、法第２９条第１項若しくは第２

項 、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条又は第４３条第１項の事務が地方自治法 （昭和２２

年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１項 の規定により市町村が処理することとされている場合又は

法第８６条の規定により港務局の長に委任されている場合にあつては当該市町村の長又は港務局の

長とする。）に求めることができる。 

２  畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和３年法律第３４号）第３条第１項の認定（同法

第４条第１項の変更の認定を含む。）を受けようとする者は、その計画が法第５３条第１項の規定に適

合していることを証する書面の交付を都道府県知事（指定都市等以外の市における場合にあつては

当該市の長とする。）に求めることができる。 
 

 省令  〔建築基準法施行規則〕 

（確認申請書の様式）  

第１条の３  法第６条第１項 （法第８７条第１項において準用する場合を含む。第４項において同じ。）

の規定による確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。ただし、次の表一の（い）項

に掲げる配置図又は各階平面図は、次の表二の（二十四）項の（ろ）欄に掲げる道路に接して有効な

部分の配置図若しくは特定道路の配置図、同表の（二十九）項の（ろ）欄に掲げる道路高さ制限適合

建築物の配置図、隣地高さ制限適合建築物の配置図若しくは北側高さ制限適合建築物の配置図又

は同表の（三十）項の（ろ）欄に掲げる日影図と、表一の（ろ）項に掲げる二面以上の立面図又は二面

以上の断面図は、表二の（二十九）項の（ろ）欄に掲げる道路高さ制限適合建築物の二面以上の立面

図、隣地高さ制限適合建築物の二面以上の立面図若しくは北側高さ制限適合建築物の二面以上の

立面図又は同表の（四十七）項の（ろ）欄に掲げる防災都市計画施設に面する方向の立面図と、それ

ぞれ併せて作成することができる。 

一  別記第二号様式による正本１通及び副本１通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えた

もの（正本に添える図書にあつては、当該図書の設計者の記名及び押印があるものに限る。）。 

イ 次の表一の各項に掲げる図書（用途変更の場合においては同表の（は）項に掲げる図書を、国

土交通大臣があらかじめ安全であると認定した構造の建築物又はその部分に係る場合で当該認

定に係る認定書の写しを添えたものにおいては同項に掲げる図書のうち国土交通大臣の指定し
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たものを除く。） 

ロ 申請に係る建築物が次の（１）から（３）までに掲げる建築物である場合にあつては、それぞれ当

該（１）から（３）までに定める図書及び書類 

（１） 次の表二の各項の（い）欄に掲げる建築物 当該各項の（ろ）欄に掲げる図書（用途変更の場

合においては表二の（一）項の（ろ）欄に掲げる図書を、国土交通大臣があらかじめ安全であ

ると認定した構造の建築物又はその部分に係る場合で当該認定に係る認定書の写しを添え

たものにおいては表二の（一）項の（ろ）欄並びに次の表五の（一）項、（四）項及び（五）項の

（ろ）欄に掲げる計算書並びに同表の（三）項の（ろ）欄に掲げる図書のうち国土交通大臣が

指定したものを除く。） 

<(２)～表ニ（七十六）略> 

 二. 

 （い） 

 

（ろ） 

図書の書類 明示すべき事項 

（七十七） 都市計画法（昭和４３年法律

第１００号）第２９条第１項又は

第２項の規定が適用される建

築物 

都市計画法第２９条第１項又は第２

項の規定に適合していることを証す

る書面 

都市計画法第２９条第１項又は第２

項の規定に適合していること 

（七十八） 都市計画法第３５条の２第１

項の規定が適用される建築

物 

都市計画法第三十五条の二第一

項の規定に適合していることを証す

る書面 

都市計画法第３５条の２第１項の規

定に適合していること 

（七十九） 都市計画法第４１条第２項

（同法第３５条の２第４項にお

いて準用する場合を含む。以

下この項において同じ。）の

規定が適用される建築物 

都市計画法第４１条第２項の規定

に適合していることを証する書面 

都市計画法第４１条第２項の規定に

適合していること 

（八十） 都市計画法第４２条の規定が

適用される建築物 

都市計画法第４２条の規定に適合

していることを証する書面 

都市計画法第４２条の規定に適合

していること 

（八十一） 都市計画法第４３条第１項の

規定が適用される建築物 

都市計画法第４３条第１項の規定

に適合していることを証する書面 

都市計画法第４３条第１項の規定に

適合していること 

（八十二） 都市計画法第５３条第１項又

は同条第２項において準用

する同法第５２条の２第２項の

規定が適用される建築物 

都市計画法第５３条第１項又は同

条第２項において準用する同法第

５２条の２第２項の規定に適合して

いることを証する書面 

都市計画法第５３条第１項又は同

条第２項において準用する同法第

５２条の２第２項の規定に適合して

いること 
 

 <（八十三）以下略> 
 

 

 市規則  〔印西市開発行為等の事務の処理に関する規則〕 

（開発行為又は建築に関する証明書の交付の申請及び交付） 

第２４条 省令第６０条の規定により法第２９条第１項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条、第４
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３条第１項又は第５３条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付を受けようとする者は、開

発行為又は建築に関する証明書交付申請書（別記第３０号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の開発行為又は建築に関する証明書交付申請書には、次に掲げる図書を添付しなければなら

ない。 

（１） 住民票等 

（２） 申請内容を明らかにする書類 

（３） 位置図 

（４） 印西市地形図 

（５） 敷地の区域を明らかにする公図の写し 

（６） 敷地に含まれる土地の登記事項証明書 

（７） 敷地現況図 

（８） 敷地求積図 

（９） 土地利用計画図 

（１０） 給排水施設計画平面図 

（１１） 予定建築物等の平面図及び２面以上の立面図 

（１２） その他市長が必要と認める図書 

３ 市長は、第１項の規定による申請があった場合において、当該申請内容を適当と認めたときは、開発

行為又は建築に関する証明書（別記第３１号様式）により申請者に交付するものとする。 
 

１．証明書等の交付 （省令第６０条） 

建築基準法第６条第１項に基づく建築確認において、その建築計画が、都市計画法（第２９条第１項若

しくは第２項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条、第４３条第１項又は第５３条第１項）の規定のす

べて適合していることも、確認を受けるべき内容としている。 

そこで、建築基準法施行規則第１条の３において、建築確認の申請にあたっては、原則として、その建

築計画が、都市計画法の規定に適合していることを証する書面（以下、「適合証明書」という。）を添付する

こととしている。 

これを受け、都市計画法施行規則第６０条は、建築確認を受けようとする者は、開発許可権者に対し、

「適合証明書」の交付を求めることができるとしており、開発許可権者は、その建築計画が以下に掲げる

都市計画法の規定に適合することを確認した場合は、「適合証明書」を交付しなければならない。 

なお、「適合証明書」の添付が必要か否かは、建築主事が判断する。 

 

ア 法第２９条第１項（開発行為の制限） 

イ 法第３５条の２第１項（開発行為の変更の制限） 

ウ 法第４１条第２項（市街化調整区域内の開発許可に際し指定された建蔽率等の制限） 

エ 法第４２条（予定建築物以外の建築等の制限） 

オ 法第４３条第１項（市街化調整区域内の開発許可を受けない土地における建築等の制限） 

カ 法第５３条第１項（都市計画施設等の区域内の建築等の規制）  ※別様式：都市計画課受付・交付 
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＜（証明書交付によるもの＞ 

条文(法、令) 建築物の種類 条 件 

＜市街化区域＞ 

２９条３号 公益上必要な建築物 敷地面積が規制規模以上のもの（公益性が明確なものは除く） 

令２２条２号 附属建築物 敷地の増加を伴い、かつその面積が規制規模以上のもの 

４２条 
開発許可を受けた開発区域内

における建築物 

大規模開発の区域内など開発許可書等の添付ができないもの

で、かつ用途地域が無指定の場合 

＜市街化調整区域＞ 

２９条２号 農林漁業用建築物（新築） 
農家住宅 

農家住宅以外の農林漁業用建築物 

２９条３号 公益上必要な建築物 新築・用途変更（公益性が明確なものは除く） 

令２２条６号 

令３５条３号 

日常生活用品の販売・加工等の

業務用の建築物 
５０㎡以内の調整区域内居住者の自己業務用建築物の新築 

４２条 
開発許可を受けた開発区域内に

おける建築物 

大きな住宅団地開発の区域内の建築などで、開発許可書等の添

付ができないもの 

２９条 

４３条 

既存適法建築物の延べ面積が

1.5 倍以内の増改築 

用途変更を伴わない場合に限る（既存部分の適法性が建築確認

等で確認できる場合等を除く） 

既存適法建築物の敷地設定内 

  ※原則は、許可の適用除外案件の証明とする。 

２．開発行為等に関する申告書及び都市計画法第53条に関する申告書の概要 

開発行為等に関する申告書は、省令第６０条の証明対象事項及び証明対象事項以外（法第２９条の

開発許可（旧宅地造成事業に関する法律に基づく認可を含む。）等を要するもの及びそれ以外のものを

いう。）に関して法第３章第１節の規定に適合すること等を判断するものである。また、都市計画法第53条

に関する申告書は、都市計画施設の区域内又は市街地開発事業の施行区域内に含まれているか判断

するものである。これら申告書は、本市又は千葉県の建築主事に建築確認申請書を提出する場合にの

み添付する書類として取扱える。 

 

３．証明書交付申請又は申告書提出にあたっての注意点 

本市又は千葉県の建築主事に建築確認申請書を提出する場合に、省令第６０条の証明対象事項に

関する証明については、当該建築主事に、証明書又は申告書どちらの書類が必要であるか（必要の有

無を含めて）事前に確認すること。 

 

４．確認、検査等の手続上の規定の免除（建築基準法第８８条第４項） 

法第２９条第１項又は法３５条の２第１項の規定により許可を受けなければならない場合に設置する擁

壁（いわゆる「義務擁壁」）については、建築基準法第８８条第４項の規定により建築基準法の確認、検

査等の手続上の規定（建築基準法第６条から第７条の５、第１８条（第１項及び第２３項を除く）及び第８９

条）は免除されている。（高さ２ｍ超の擁壁） 
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第３０号様式（第２４条） 

 

開発行為又は建築に関する証明書交付申請書 

年   月   日    

印西市長      様 

 

（申請者） 

住所 

氏名         ㊞ 

 

都市計画法施行規則第６０条の規定により、次の事項に係る証明書の交付を申請します。 

１ 建築物の敷地となる土地の

名称 
 

２ 地目及び面積 地目 
公簿        ㎡ 

実測        ㎡ 

３ 都市計画法の適合条項  

４ 都市計画法の適合条項の内

容 
  

５ 開発行為の有無 有（        ㎡）  ・  無 

６ 予定建築物の用途・構造・規

模 
 

７ 農地転用許可の有無 不要  ・   有  ・   無 

８ その他必要な事項  

 

備考 

１ ３欄は、本申請において適合していることの証明を求めることができる規定（ 

都市計画法第２９条第１項若しくは第２項 、同法第３５条の２第１項、同法第４ 

１条第２項、同法第４２条、同法第４３条第１項又は同法第５３条第１項）のう 

ち、証明を希望する規定を記入すること。 

  ２ ６欄は、既存建築物がある場合はその用途、規模、構造について記入すること。 
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第３１号様式（第２４条） 

 

開発行為又は建築に関する証明書 

 

この申請書に係る建築物の建築は、次のとおり都市計画法第   条第   項 

第   号の規定に適合していることを証明します。 

  

第     号 

年  月  日 

 

印西市長         □印  

１ 申請者住所氏名  

２ 建築物の敷地となる土地

の名称 
 

３ 地目及び面積 地目 
公簿        ㎡ 

実測        ㎡ 

４ 都市計画法の適合条項  

５ 都市計画法の適合条項の

内容 
  

６ 開発行為の有無 有（        ㎡）  ・  無 

７ 予定建築物の用途・ 

構造・規模 
 

８ その他必要な事項  

 

備考 この証明書は５欄（都市計画法の適合条項の内容）に記載した内容のみを証明 

  するものです。 
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第２節 農地法との関係 

 法律  〔農地法〕 

（農地の転用の制限）  

第４条  農地を農地以外のものにする者は、都道府県知事（農地又は採草放牧地の農業上の効率的

かつ総合的な利用の確保に関する施策の実施状況を考慮して農林水産大臣が指定する市町村（以

下「指定市町村」という。）の区域内にあつては、指定市町村の長。以下「都道府県知事等」という。）の

許可を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一  次条第１項の許可に係る農地をその許可に係る目的に供する場合 

二  国又は都道府県等（都道府県又は指定市町村をいう。以下同じ。）が、道路、農業用用排水施設

その他の地域振興上又は農業振興上の必要性が高いと認められる施設であつて農林水産省令で

定めるものの用に供するため、農地を農地以外のものにする場合 

三  農業経営基盤強化促進法第１９条の規定による公告があつた農用地利用集積計画の定めるとこ

ろによつて設定され、又は移転された同法第４条第４項第１号の権利に係る農地を当該農用地利用

集積計画に定める利用目的に供する場合 

四  特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律第９条第１

項 の規定による公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところによつて設定され、又は移転

された同法第２条第３項第３号の権利に係る農地を当該所有権移転等促進計画に定める利用目的

に供する場合  

五  農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律第８条第１項の規定に

よる公告があつた所有権移転等促進計画の定めるところによつて設定され、又は移転された同法

第５条第８項の権利に係る農地を当該所有権移転等促進計画に定める利用目的に供する場合 

六  土地収用法その他の法律によつて収用し、又は使用した農地をその収用又は使用に係る目的

に供する場合 

七  市街化区域（都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第１項の市街化区域と定められた区

域（同法第２３条第１項 の規定による協議を要する場合にあつては、当該協議が調つたものに限

る。）をいう。）内にある農地を、政令で定めるところによりあらかじめ農業委員会に届け出て、農地以

外のものにする場合 

八  その他農林水産省令で定める場合 

＜第２項以下略＞ 
 

（農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限） 

第５条  農地を農地以外のものにするため又は採草放牧地を採草放牧地以外のもの（農地を除く。次

項及び第四項において同じ。）にするため、これらの土地について第３条第１項本文に掲げる権利を

設定し、又は移転する場合には、当事者が都道府県知事等の許可を受けなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

一  国又は都道府県等が、前条第１項第２号の農林水産省令で定める施設の用に供するため、これ

らの権利を取得する場合 

二  農地又は採草放牧地を農業経営基盤強化促進法第１９条の規定による公告があつた農用地利



344 
 

用集積計画に定める利用目的に供するため当該農用地利用集積計画の定めるところによつて同法

第４条第４項第１号の権利が設定され、又は移転される場合 

三  農地又は採草放牧地を特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進

に関する法律第９条第１項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画に定める利用目的に

供するため当該所有権移転等促進計画の定めるところによつて同法第２条第３項第３号の権利が

設定され、又は移転される場合 

四  農地又は採草放牧地を農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法

律第８条第１項の規定による公告があつた所有権移転等促進計画に定める利用目的に供するため

当該所有権移転等促進計画の定めるところによつて同法第５条第８項の権利が設定され、又は移

転される場合 

五  土地収用法 その他の法律によつて農地若しくは採草放牧地又はこれらに関する権利が収用さ

れ、又は使用される場合 

六  前条第１項第７号に規定する市街化区域内にある農地又は採草放牧地につき、政令で定めると

ころによりあらかじめ農業委員会に届け出て、農地及び採草放牧地以外のものにするためこれらの

権利を取得する場合 

七  その他農林水産省令で定める場合 

＜第２項以下略＞ 
 

 運用指針   〔開発許可制度運用指針〕 

Ⅱ 一般的事項 

Ⅱ－４ 農地転用許可との調整 

開発許可権者又は農地転用許可権者は、開発許可（法第３４条の２に基づく協議の成立を含む。以

下（１）①において同じ。）又は農地転用許可に関する処分を行おうとするときは、あらかじめ相互に連

絡調整を行い、これらの処分が同時に行われることが望ましいが、特に、市街化調整区域及び区域区

分が定められていない都市計画区域における開発許可等と農地転用許可との調整については、その

円滑化を図るため、次に掲げる事項に留意して農地担当部局（４ｈａを超える農地等が含まれるときは地

方農政局（北海道にあっては農村振興局、沖縄県にあっては沖縄総合事務局））と連絡調整を図ること

が望ましい。また、事務処理市町村にあっては、農業委員会等を通じる等により農地転用許可権者との

連絡調整を図ることが望ましい。 

（１） 処分に関する連絡又は調整 

開発許可権者又は農地転用許可権者は、その権限に係る処分をしようとする場合において、当該

処分に係る土地が農地等であるときは、次により相互に連絡又は調整を図ることが望ましい。 

① 開発許可及び農地転用許可に関する処分 

ア 開発許可権者又は農地転用許可権者は、開発許可又は農地転用許可（これらの許可に関し

事前審査の制度が設けられている場合にあっては、当該事前審査の申出についての内示を含

む。以下同じ。）に関する処分をしようとするときは、あらかじめ相互に連絡し、可及的速やかに

調整を図ること。 

イ開発許可及び農地転用許可は、アによる調整を了した後に同時にすること。 
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② 法第４２条の規定による許可 

開発許可権者は、法第４２条第１項ただし書の規定による許可をしようとする場合において、当

該許可の申請に係る事業が転用許可に係るものであるときは、あらかじめ農地転用許可権者に連

絡し、可及的速やかに調整を行うこと。 

③ 法第４５条の規定による承認 

開発許可権者は、法第４５条の規定による承認をしようとする場合において、当該承認の申請に

係る事案が転用許可に係るものであるときは、あらかじめ農地転用許可権者に連絡し、可及的速

やかに調整を行うこと。 

④ 法第８１条の規定による処分 

開発許可権者は、法第８１条第１項の規定による処分をしようとする場合において、当該処分の

内容が転用許可に係る農地等の全部又は一部をその許可に係る事業の用に供し得なくするもの

等当該処分に係る開発行為についての開発許可及び農地転用許可の調整の内容を変更すること

となるものであるときは、あらかじめ当該処分の内容並びに当該処分をする理由及び時期を農地

転用許可権者に連絡すること。 

（２）その他の連絡等 

① 開発許可権者は、法第３８条の規定による開発行為の廃止の届出があった場合において、当該

開発行為に係る土地の全部又は一部が農地等であるときは、その旨を農地転用許可権者に連絡

すること。 

② 開発許可権者又は農地転用許可権者は、法第２９条第１項、同条第２項若しくは第４３条第１項

又は農地法第４条第１項、第５条第１項若しくは第７３条第１項の規定に違反して開発行為等を行

っている事例（開発許可又は農地転用許可の条件に違反しているものを含む。）を知った場合に

おいて、当該事例に係る土地の全部又は一部が農地等であるときは、遅滞なくその旨を相互に連

絡すること。 

③ 開発許可権者は、法第２９条又は第４３条の規定の適用等に関する疑義について農地転用許可

権者から照会を受けたときは、書面により回答する等適切な措置を講ずること。 
 
 １．農地法の許可 

  （１）第４条の許可 

     「転用」を行うもの。自分の農地を転用する（土地の名義・持ち主はそのままに、農地を宅地等に変

更する）場合の許可。許可申請者は、転用を行う者（農地所有者）となる。 

  （２）第５条の許可 

     「権利移動」と「転用」を同時に行うもの。事業者等が農地を買って転売する場合や、農地を宅地に

して子が家を建てる場合等。許可申請は、売主（または貸主、農地所有者）と買主（または借主、転用

事業者）の 2 者で行うこととなる。  

 ２．開発許可及び農地転用許可に関する処分 

  （１）市街化区域内の農地転用 

   ア 農地の転用を行う場合は、農業委員会に届出なければならない。 

   イ 開発許可を要する農地の転用については、届出の受理がされた後に、工事に着手することとなる。 

  （２）市街化調整区域内の農地転用 

   ア 農地の転用を行う場合は、県知事の許可を得なければならない。 

   イ 農地転用許可申請の審査と開発行為許可申請の審査は、同一時期に平行して審査し、それぞれ

の許可又は不許可の処分は同時に行う。 
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第３節 宅地建物取引業法との関係 

１．契約締結等の時期の制限 

 法律  〔宅地建物取引業法〕 

（用語の定義） 

第２条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところによる。 

一 宅地 建物の敷地に供せられる土地をいい、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１

項第１号の用途地域内のその他の土地で、道路、公園、河川その他政令で定める公共の用に供

する施設の用に供せられているもの以外のものを含むものとする。 

<第ニ号以下略> 

 

（契約締結等の時期の制限）  

第３６条  宅地建物取引業者は、宅地の造成又は建物の建築に関する工事の完了前においては、当

該工事に関し必要とされる都市計画法第２９条第１項又は第２項の許可、建築基準法第６条第１

項の確認その他法令に基づく許可等の処分で政令で定めるものがあつた後でなければ、当該工事

に係る宅地又は建物につき、自ら当事者として、若しくは当事者を代理してその売買若しくは交

換の契約を締結し、又はその売買若しくは交換の媒介をしてはならない。 
 

 政令   〔宅地建物取引業法施行令〕 

（公共施設） 

第１条 宅地建物取引業法（以下「法」という。）第２条第１号の政令で定める公共の用に供する施設

は、広場及び水路とする。 

 

（法第３３条等の法令に基づく許可等の処分） 

第２条の５ 法第３３条及び第３６条の法令に基づく許可等の処分で政令で定めるものは、次に掲げる

ものとする。 

  一 都市計画法（昭和４３年法律第百号）第３５条の２第１項本文、第４１条第２項ただし書、第４２条

第１項ただし書、第４３条第１項、第５２条第１項、第５２条の２第１項（同法第５７条の３第１項におい

て準用する場合を含む。）、第５３条第１項及び第６５条第１項の許可並びに同法第５８条第１項の

規定に基づく条例の規定による処分 

第二号以下 略 
 

 運用指針  〔宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方〕：国土交通省 

第２条第１号関係 建物の敷地に供する目的で取引の対象とされた土地について本号に規定する

「宅地」すなわち「建物の敷地に供せられる土地」とは、現に建物の敷地に供せられている土地に限

らず、広く建物の敷地に供する目的で取引の対象とされた土地をいうものであり、その地目、現況の

如何を問わないものとする。 
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（１）宅地建物取引業者（宅地建物取引業第２条第３号）は、宅地の造成又は建物の建築に関する工

事の完了前においては、都市計画法については法第２９条第１項ほか宅地建物取引業法施行令

第２条の５第１号に規定する許可等があった後でなければ、当該工事に係る宅地又は建物につ

き、自ら当事者として、若しくは当事者を代理してその売買若しくは交換の契約を締結し、又

はその売買若しくは交換の媒介をしてはならない。 

 なお、宅地建物取引業法における宅地とは同法第２条に規定されている。 

① 市街化区域、市街化調整区域共通で適用 

建物の敷地に供せられる土地（宅地建物取引業法の運用指針により、現に建物の敷地に供せられ

ている土地に限らず、広く建物の敷地に供する目的で取引の対象とされた土地をいうものであり、そ

の地目、現況の如何を問わない） 

② 用途地域（本市では市街化区域）のみ上乗せされて適用 

法第８条第１項第１号の用途地域内のその他の土地（道路等公共施設は除く） 

（２）そのため、宅地建物取引業者が宅地の売主の場合は、民法上は成立（諾成契約）していても宅地建

物取引業法には抵触することとなる。なお、特別法（上記の場合は相対的に宅地建物取引業法）は一般

法（同民法）に優先する原則がある。 

 

２．自己の所有に属しない宅地又は建物の売買契約締結の制限 

 法律  〔宅地建物取引業法〕 

（自己の所有に属しない宅地又は建物の売買契約締結の制限） 

第３３条の２ 宅地建物取引業者は、自己の所有に属しない宅地又は建物について、自ら売主となる売

買契約（予約を含む。）を締結してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この

限りでない。 

一 宅地建物取引業者が当該宅地又は建物を取得する契約（予約を含み、その効力の発生が条件

に係るものを除く。）を締結しているときその他宅地建物取引業者が当該宅地又は建物を取得でき

ることが明らかな場合で国土交通省令・内閣府令で定めるとき。 

二 当該宅地又は建物の売買が第４１条第１項に規定する売買に該当する場合で当該売買に関して

同項第１号又は第２号に掲げる措置が講じられているとき。 

 

（手付金等の保全） 

第４１条 宅地建物取引業者は、宅地の造成又は建築に関する工事の完了前において行う当該工事に

係る宅地又は建物の売買で自ら売主となるものに関しては、次の各号のいずれかに掲げる措置を講じ

た後でなければ、買主から手付金等（代金の全部又は一部として授受される金銭及び手付金その他の

名義をもつて授受される金銭で代金に充当されるものであつて、契約の締結の日以後当該宅地又は

建物の引渡し前に支払われるものをいう。以下同じ。）を受領してはならない。ただし、当該宅地若しく

は建物について買主への所有権移転の登記がされたとき、買主が所有権の登記をしたとき、又は当該

宅地建物取引業者が受領しようとする手付金等の額（既に受領した手付金等があるときは、その額を加

えた額）が代金の額の百分の五以下であり、かつ、宅地建物取引業者の取引の実情及びその取引の

相手方の利益の保護を考慮して政令で定める額以下であるときは、この限りでない。 
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一 銀行その他政令で定める金融機関又は国土交通大臣が指定する者（以下この条において「銀行

等」という。）との間において、宅地建物取引業者が受領した手付金等の返還債務を負うこととなつ

た場合において当該銀行等がその債務を連帯して保証することを委託する契約（以下「保証委託

契約」という。）を締結し、かつ、当該保証委託契約に基づいて当該銀行等が手付金等の返還債務

を連帯して保証することを約する書面を買主に交付すること。 

二 保険事業者（保険業法（平成７年法律第１０５号）第３条第１項又は第１８５条第１項の免許を受け

て保険業を行う者をいう。以下この号において同じ。）との間において、宅地建物取引業者が受領し

た手付金等の返還債務の不履行により買主に生じた損害のうち少なくとも当該返還債務の不履行

に係る手付金等の額に相当する部分を当該保険事業者がうめることを約する保証保険契約を締結

し、かつ、保険証券又はこれに代わるべき書面を買主に交付すること。 

<第２項以下略> 
 

 省令  〔宅地建物取引業法施行規則〕 

（法第３３条の２第１号の国土交通省令・内閣府令で定めるとき） 

第１５条の６ 法第３３条の２第１号の国土交通省令・内閣府令で定めるときは、次に掲げるとおりとする。 

一 当該宅地が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定により当該宅地建物取引業者が開発許可を受けた開発行為又は開発行為

に関する工事に係るものであつて、かつ、公共施設（同法第４条第１４項に規定する公共施設をいう。）の用に供されている土地で国又

は地方公共団体が所有するものである場合において、当該開発許可に係る開発行為又は開発行為に関する工事の進捗の状況からみ

て、当該宅地について同法第４０条第１項の規定の適用を受けることが確実と認められるとき。 

二 当該宅地が新住宅市街地開発法（昭和３８年法律第１３４号）第２条第１項に規定する新住宅市街地開発事業で当該宅地建物取引業

者が施行するものに係るものであつて、かつ、公共施設（同条第５項に規定する公共施設をいう。）の用に供されている土地で国又は地

方公共団体が所有するものである場合において、当該新住宅市街地開発事業の進捗の状況からみて、当該宅地について同法第２９条

第１項の規定の適用を受けることが確実と認められるとき。 

三 当該宅地が土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１００条の２の規定により土地区画整理事業の施行者の管理する土地又は

大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和５０年法律第６７号）第８３条の規定において準用する土

地区画整理法第１００条の２の規定により住宅街区整備事業の施行者の管理する土地（以下この号において「保留地予定地」という。）で

ある場合において、当該宅地建物取引業者が、当該土地区画整理事業又は当該住宅街区整備事業に係る換地処分の公告の日の翌

日に当該施行者が取得する当該保留地予定地である宅地を当該施行者から取得する契約を締結しているとき。 

四 当該宅地又は建物について、当該宅地建物取引業者が買主となる売買契約その他の契約であつて当該宅地又は建物の所有権を当

該宅地建物取引業者が指定する者（当該宅地建物取引業者を含む場合に限る。）に移転することを約するものを締結しているとき。 
 

原則として宅地建物取引業者は、自己の所有に属しない宅地又は建物について、自ら売主となる売買

契約（予約を含む。）を締結してはならない。 

例えば、農地法第５条の規定による農地転用許可を伴う開発行為許可申請の場合、宅地建物取引業法

者が農地を農地所有者から取得し、その後宅地建物取引業者では無い第三者と宅地売買契約を締結し、

その第三者が農地転用及び開発行為許可申請を行うのは、農地転用許可が宅地建物取引業法第３３条

第１項１号の（停止）条件に相当することから、同条同項第２号に規定する措置（手付金等の保全）を講じて

いなければ同法の規定に抵触することとなる。（なお、民法と宅地建物取引業法との関係は１．参照） 
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第１１章 違反行為に対する監督処分 

第１節 報告・勧告・援助等 

 法律  

（報告、勧告、援助等） 

第８０条  国土交通大臣は国の機関以外の施行者に対し、都道府県知事は施行者である市町村又は

この法律の規定による許可、認可若しくは承認を受けた者に対し、市町村長はこの法律の規定による

許可又は承認を受けた者に対し、この法律の施行のため必要な限度において、報告若しくは資料の

提出を求め、又は必要な勧告若しくは助言をすることができる。 

２  市町村又は施行者は、国土交通大臣又は都道府県知事に対し、都市計画の決定若しくは変更又

は都市計画事業の施行の準備若しくは施行のため、それぞれ都市計画又は都市計画事業に関し専

門的知識を有する職員の技術的援助を求めることができる。 
 

 開発許可権者（市長）は、法に基づく許可又は承認を受けた者に対し、必要な報告若しくは資料の提出

を求め、又は勧告若しくは助言する権限について規定したものである。 

 

第２節 監督処分等 

 法律  

（監督処分等） 

第８１条  国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し

て、都市計画上必要な限度において、この法律の規定によつてした許可、認可若しくは承認を取り消

し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、若しくは新たに条件を付し、又は工事その他の行

為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて、建築物その他の工作物若しくは物件（以下この条に

おいて「工作物等」という。）の改築、移転若しくは除却その他違反を是正するため必要な措置をとるこ

とを命ずることができる。 

一  この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づく処分に違反した者

又は当該違反の事実を知つて、当該違反に係る土地若しくは工作物等を譲り受け、若しくは賃貸借

その他により当該違反に係る土地若しくは工作物等を使用する権利を取得した者 

二  この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づく処分に違反した工

事の注文主若しくは請負人（請負工事の下請人を含む。）又は請負契約によらないで自らその工事

をしている者若しくはした者 

三  この法律の規定による許可、認可又は承認に付した条件に違反している者 

四  詐欺その他不正な手段により、この法律の規定による許可、認可又は承認を受けた者 

２  前項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合において、過失がなくて当該措置を命

ずべき者を確知することができないときは、国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、その者の

負担において、当該措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行わせることが
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できる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該

措置を行わないときは、国土交通大臣、都道府県知事若しくは市町村長又はその命じた者若しくは委

任した者が当該措置を行う旨を、あらかじめ、公告しなければならない。 

３  国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、第１項の規定による命令をした場合においては、

標識の設置その他国土交通省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

４  前項の標識は、第１項の規定による命令に係る土地又は工作物等若しくは工作物等の敷地内に設

置することができる。この場合においては、同項の規定による命令に係る土地又は工作物等若しくは

工作物等の敷地の所有者、管理者又は占有者は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 
 

 政令  

（公告の方法等）  

第４２条  法第５２条の３第１項 （法第５７条の４において準用する場合を含む。）、第５７条第１項、第６０

条の２第２項、第６６条又は第８１条第２項の公告は、官報、公報その他所定の手段により行わなけれ

ばならない。  

２  国土交通大臣、都道府県知事若しくは市長（法第５５条第４項の規定により、法第５７条第２項本文

の規定による届出の相手方として公告された者があるときは、その者）、施行予定者又は施行者は、法

第６０条の２第２項 、第５７条第１項、第５２条の３第１項（法第５７条の４において準用する場合を含

む。）又は第６６条の公告をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その公告の内容その他必

要な事項を施行予定者が定められている都市計画施設の区域等、事業予定地、市街地開発事業等

予定区域の区域又は事業地内の適当な場所に掲示しなければならない。  

３  都道府県知事又は市長は、法第８１条第２項 の公告をしたときは、国土交通省令で定めるところに

より、その公告の内容その他必要な事項を当該公告に係る措置を行おうとする土地の付近その他の

適当な場所に掲示しなければならない。  
 

 省令  

第５９条  法第８１条第２項の公告をした場合における令第４２条第３項の規定による掲示は、その公告

をした日から１０日間しなければならない。 
 

（公示の方法） 

第５９条の２  法第８１条第３項の国土交通省令で定める方法は、国土交通大臣の命令に係るものにあ

つては官報への掲載、都道府県知事又は市長の命令に係るものにあつては当該都道府県又は市町

村の公報への掲載とする。 
 

１．監督処分 

（１）監督処分の対象 

県知事は、次に掲げる者に対して都市計画上必要な限度において、違反是正のための措置を  

とることを命ずることができる。 

ア この法律若しくはこの法律の命令（政令、省令、条例、細則等）の規定に違反した者。又は、違

反の事実を知っていて、その違反物件を譲り受けたり、賃貸借等により使用の権利を取得した

者。 

イ 法律等の規定に基づく処分に違反した者。 
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ウ 法律等の規定に違反した工事の注文主、工事施行者（請負工事の下請人を含む）。 

エ 法令等の規定に基づく処分に違反した工事の注文主、工事施行者。 

オ この法律の規定による許可、認可又は承認に附した条件に違反した者。 

カ 詐欺、その他不正な手段により、この法律の規定による許可、認可又は承認を受けた者。 

（２）監督処分の内容 

命ずることのできる処分の内容は、次のとおりであり、違反是正のために必要と認められるものを選

んで命ずることとなる。是正命令書は、令達文書により行い教示を付する。 

 

 

 

 

 

 

 

（この場合は相当の期限を定めて命ずることになる。） 

エ  その他の違反是正のため必要な措置（使用禁止等） 

（３）聴聞 

市長が、監督処分（処分又は必要な措置をとることの命令）を行おうとするときは、あらかじめ監督処

分を行おうとする相手方について、聴聞をしなければならない。 

第３節 立入検査 

 法律  

（立入検査） 

第８２条  国土交通大臣、都道府県知事若しくは市町村長又はその命じた者若しくは委任した者は、前

条の規定による権限を行うため必要がある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地若しくは

当該土地にある物件又は当該土地において行われている工事の状況を検査することができる。 

２  前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯しなければな

らない。 

３  前項に規定する証明書は、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

４  第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 
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第４節 罰則 

 法律  

第９１条  第８１条第１項の規定による国土交通大臣、都道府県知事又は市長の命令に違反した者は、

１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 
 

第９２条  次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。 

一  第２５条第５項の規定に違反して、同条第１項の規定による土地の立入りを拒み、又は妨げた者 

二  第２６条第１項に規定する場合において、市町村長の許可を受けないで障害物を伐除した者又は

都道府県知事等の許可を受けないで土地に試掘等を行つた者 

三  第２９条第１項若しくは第２項又は第３５条の２第１項の規定に違反して、開発行為をした者 

四  第３７条又は第４２条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は特定工作物を建設した者 

五  第４１条第２項の規定に違反して、建築物を建築した者 

六  第４２条第１項又は第４３条第１項の規定に違反して、建築物の用途を変更した者 

七  第４３条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は第一種特定工作物を建設した者 

八  第５２条第１項の規定に違反して、土地の形質の変更、建築物の建築その他工作物の建設又は同

項の政令で定める物件の堆積を行つた者 

九  第５８条の８の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 
 

第９２条の２  第５８条の９第２項の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をした

者は、３０万円以下の罰金に処する。 
 

第９３条  次の各号の一に該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

一  第５８条の２第１項又は第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

二  第８０条第１項の規定による報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資料の提出をせず、

又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者 

三  第８２条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 
 

第９４条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務又は財産に関して第９１条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法

人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

＜第９５条略＞ 

第９６条  第３５条の２第３項又は第３８条の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者

は、２０万円以下の過料に処する。 

＜第９７条略＞ 
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第１２章 標準処理期間 

印西市開発許可等の標準処理期間（平成２５年４月１日設定） 

 

１．標準処理期間の目的 

  都市計画法等に基づく開発許可等の事務の迅速な処理の確保を図るため、行政手続法（平成５年法

律第８８号）第６条及び印西市行政手続条例（平成９年条例第３１号）第６条の規定により、各申請の処理

に要する期間の「目安」として、標準処理期間を別表のとおり定めるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
２．標準処理期間の算定 

（１）標準処理期間は、申請書を受理した日の翌日から起算して当該処理通知を行うまでの日数とする。 

（２）標準処理期間には、印西市の休日を定める条例（平成元年条例第１９号）に定める休日は含めない。 

３．標準処理期間の不算入 

（１）申請書の補正期間 

（２）申請の途中で申請者が申請内容を変更するための期間 

（３）審査のために必要なデータを追加するための期間 

（４）千葉県開発審査会に付議するために要する期間 

４．標準処理期間の公表 

  標準処理期間の公表は、市役所都市計画課に備え付けて掲示するとともに、市ホームページに掲載

するものとする。 

（別表） 

区  分 根拠法令・条項 標準処理期間 

開発行為の許可 

市街化区域 
５ha 未満 法第２９条第１項 ３０日 

５ha～     〃 ３５日 

市街化 

調整区域 

１ha 未満     〃 ３０日 

１ha～     〃 ３５日 

５ha～     〃 ４５日 

開発行為の変更許可 
５ha 未満 法第３５条の２第１項 ２０日 

５ha～     〃 ２０日 

工事完了公告以前の建築許可 法第３７条第１項 １０日 

建築物の建蔽率等の特例許可 法第４１条第２項ただし書 １０日 

予定建築物以外の建築等許可 法第４２条第１項ただし書 １０日 

開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可  法第４３条第１項 ２０日 

地位の承継承認 法第４５条 １０日 

開発登録簿の写しの交付 法第４７条第５項  ２日 

開発行為又は建築に関する証明書の交付 規則第６０条 ２０日 

優良宅地認定 租税特別措置法 １５日 

 

 

～行政手続法抜粋～ 

（標準処理期間） 

第６条 行政庁は、申請が当該行政庁の事務所に到達してから当該申請に対する処分を行うまでに通常要すべき標

準的な期間（条例等の規定により当該行政庁と異なる機関が当該申請の提出先とされている場合は、併せて、当該

申請が当該提出先とされている機関の事務所に到達してから当該行政庁の事務所に到達するまでに通常要すべ

き標準的な期間）を定めるよう努めるとともに、これを定めたときは、これらの当該申請の提出先とされている機関の

事務所における備付けその他の適当な方法によりこれを公にしておかなければならない。 
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